
 
高齢顧客への勧誘における販売に係る「協会員の投資勧誘、顧客管理等に関する規則」等

の一部改正及び「協会員の投資勧誘、顧客管理等に関する規則第５条の３の考え方」（高齢

顧客への勧誘による販売に係るガイドライン）の制定について 
 
                   日証協 平成 25年 10月 29日      
 
本協会では、高齢顧客への勧誘による販売に係る適正な投資勧誘に資するため、「協会員

の投資勧誘、顧客管理等に関する規則」及び「金融商品仲介業者に関する規則」の一部改

正を行うとともに、「協会員の投資勧誘、顧客管理等に関する規則第５条の３の考え方」（高

齢顧客への勧誘による販売に係るガイドライン）の制定を行った。 
本件の規則改正等は本年 12月 16日に施行する。ただし、施行の日から平成 26年３月 15

日までの間は、本規則第５条の３中『社内規則を定め』とあるのは、『社内規則を定めるな

ど態勢の整備に努めるとともに』と読み替えるものする。 
本規則改正の趣旨骨子及び新旧対照表並びに「協会員の投資勧誘、顧客管理等に関する

規則第５条の３の考え方」（高齢顧客への勧誘による販売に係るガイドライン）は以下のと

おりである。 



 
 

高齢顧客への勧誘による販売に係る「協会員の投資勧誘、顧客管理等に関する規則」等

の一部改正及び「協会員の投資勧誘、顧客管理等に関する規則第５条の３の考え方」（高

齢顧客への勧誘による販売に係るガイドライン）の制定について 

 

 

平成 25 年 10 月 29 日 

日 本 証 券 業 協 会 

 

１．改正の趣旨 

一般的に高齢者は、身体的な衰えに加え、記憶力や理解力が低下してくることもあるとされて

おり、高齢者に対する投資勧誘においては、本人やその家族から苦情やあっせんの申立て等がな

される事例も生じている。 

ついては、高齢顧客に投資勧誘を行う場合においては、適合性の原則に基づいて、慎重な対応

を行う必要があると考え、高齢者に対する勧誘等に関する協会員の態勢について「投資勧誘のあ

り方に関するワーキング・グループ」において検討を行ったところである。 

今般、同ワーキング・グループにおける検討結果等を踏まえ、高齢顧客への勧誘による販売に

係る適正な投資勧誘に努めるため、「協会員の投資勧誘、顧客管理等に関する規則」等の一部改

正及び「協会員の投資勧誘、顧客管理等に関する規則第５条の３の考え方」（高齢顧客への勧誘

による販売に係るガイドライン）の制定を行うこととする。 

 

２．改正の骨子 

（１）「協会員の投資勧誘、顧客管理等に関する規則」の一部改正について 

 ① 協会員は、高齢顧客に有価証券等の勧誘による販売を行う場合には、当該協会員の業態、

規模、顧客分布及び顧客属性並びに社会情勢その他の条件を勘案し、高齢顧客の定義、販売

対象となる有価証券等、説明方法、受注方法等に関する社内規則を定め、適正な投資勧誘に

努めなければならないこととする。（第５条の３） 

 ② 上記①の改正に伴い、第５条の２における「顧客」の定義を第５条の３に準用する。（第

５条の２） 

 

（２）「金融商品仲介業者に関する規則」の一部改正について 

  上記（１）の改正に併せ、協会員は、金融商品仲介業者が「協会員の投資勧誘、顧客管理等

に関する規則」第５条に基づき協会員が備える「顧客カード」の活用並びに同規則第５条の２

及び第５条の３に定めるところ等により適切な投資勧誘を行う態勢を整備しなければならない

こととする。（第６条第２項） 
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（３）「協会員の投資勧誘、顧客管理等に関する規則第５条の３の考え方」（高齢顧客への勧誘

による販売に係るガイドライン）の制定について 

  「協会員の投資勧誘、顧客管理等に関する規則」第５条の３について、協会員における社内

規則等の整備に資するため、高齢顧客への勧誘による販売に係る社内規則において規定すべき

事項や運用に係る留意事項等についての考え方を示す。 

 

３．施行の時期 

 この改正は、平成 25年 12月 16日から施行する。ただし、施行の日から平成 26年３月 15日

までの間は、第５条の３中「社内規則を定め」とあるのは、「社内規則を定めるなど態勢の整備

に努めるとともに」と読み替えるものとする。 

 
 

以  上 
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「協会員の投資勧誘、顧客管理等に関する規則」の一部改正について 

平成 25年 10月 29日 

（下線部分変更） 

新 旧 

（勧誘開始基準） 

第５条の２ 協会員は、顧客（個人に限り、

特定投資家を除く。以下この条 及び次条

において同じ。）に対し、次の各号に掲げ

る販売の勧誘（当該販売の勧誘の要請をし

ていない顧客に対し、訪問し又は電話によ

り行うもの並びに当該販売の勧誘の要請

をしていない顧客に対し、協会員の本店、

その他の営業所又は事務所において行う

ものに限る。）を行うに当たっては、当該

各号に掲げる販売ごとに勧誘開始基準を

定め、当該基準に適合した者でなければ、

当該販売の勧誘を行ってはならない。 

１ 

（ 現行どおり ） 

 ３ 

 

（高齢顧客に対する勧誘による販売） 

第５条の３ 協会員は、高齢顧客に有価証券

等の勧誘による販売を行う場合には、当該

協会員の業態、規模、顧客分布及び顧客属

性並びに社会情勢その他の条件を勘案し、

高齢顧客の定義、販売対象となる有価証券

等、説明方法、受注方法等に関する社内規

則を定め、適正な投資勧誘に努めなければ

ならない。 

 

付   則 

この改正は、平成 25 年 12 月 16 日から施

行する。ただし、施行の日から平成 26 年３

月 15 日までの間は、第５条の３中「社内規

則を定め」とあるのは、「社内規則を定める

（勧誘開始基準） 

第５条の２ 協会員は、顧客（個人に限り、

特定投資家を除く。以下この条において同

じ。）に対し、次の各号に掲げる販売の勧

誘（当該販売の勧誘の要請をしていない顧

客に対し、訪問し又は電話により行うもの

並びに当該販売の勧誘の要請をしていな

い顧客に対し、協会員の本店、その他の営

業所又は事務所において行うものに限

る。）を行うに当たっては、当該各号に掲

げる販売ごとに勧誘開始基準を定め、当該

基準に適合した者でなければ、当該販売の

勧誘を行ってはならない。 

 １ 

（ 省   略 ） 

 ３ 

 

（ 新   設 ） 

～ ～ 



新 旧 

など態勢の整備に努めるとともに」と読み替

えるものとする。 

 



「金融商品仲介業者に関する規則」の一部改正について 

平成 25年 10月 29日 

（下線部分変更） 

新 旧 

（投資勧誘の基本原則の徹底等） 

第６条 協会員は、次に掲げる事項を遵守す

るよう金融商品仲介業者に周知し、徹底し

なければならない。 

１ 

（ 現行どおり ） 

 ４ 

２ 協会員は、金融商品仲介業者が「協会員

の投資勧誘、顧客管理等に関する規則」第

５条に基づき協会員が備える「顧客カー

ド」の活用 並びに 同規則第５条の２及び

第５条の３に定めるところ等により適切

な投資勧誘を 行う 態勢を整備しなければ

ならない。 

 

付   則 

この改正は、平成 25 年 12 月 16 日から施

行する。 

（投資勧誘の基本原則の徹底等） 

第６条 協会員は、次に掲げる事項を遵守す

るよう金融商品仲介業者に周知し、徹底し

なければならない。 

 １ 

（ 省   略 ） 

 ４ 

２ 協会員は、金融商品仲介業者が「協会員

の投資勧誘、顧客管理等に関する規則」第

５条に基づき協会員が備える「顧客カー

ド」を活用 することにより、及び 同規則

第５条の２に定めるところ等により適切

な投資勧誘を 行える 態勢を整備しなけれ

ばならない。 

 

 

～ ～ 



 
協会員の投資勧誘、顧客管理等に関する規則第５条の３の考え方 

（高齢顧客への勧誘による販売に係るガイドライン） 

 
平成 25年 10月 29日 

 
○「協会員の投資勧誘、顧客管理等に関する規則」（以下「投資勧誘規則」という。）第

５条の３（平成 25 年 12 月 16 日施行）に規定する「社内規則」の制定等に係る考え

方は、以下のとおりです。 
 
１．社内規則の制定 

Ｑ１：高齢顧客に限らず、顧客への投資勧誘に当たっては適合性の原則に則って行う

べきものと考えていますが、なぜ高齢顧客に限定して社内規則を定める必要がある

のですか。 
Ａ：一般的に高齢者は、身体的な衰えに加え、記憶力や理解力が低下してくることも

あるとされています。また、高齢者には新たな収入の機会が少なく、保有資産は今

後の生活費であることも多いと考えられます。見た目には何ら変化がなく、過去の

投資経験が豊富な顧客で、勧誘時点における理解も十分であったと思える顧客が、

数日後には自身が行った取引等を全く覚えていなかったという事例も見られます。

その結果、本人やその家族から苦情の申立てがなされ、あっせんや訴訟となってし

まうケースも生じています。そこで、高齢顧客に投資勧誘を行う場合には、適合性

の原則に基づいて、慎重な対応を行うため、各社の実情に応じた社内規則を定める

必要があります。 
なお、社内規則とは、各社で定める各種ガイドライン等も含むものとします（以

下同じ。）。また、社内規則は、規定すべき内容が満たされていれば、必ずしも独立

した規則を作成する必要はなく、既存の社内規則を適宜修正することで対応しても

よいと考えます。 
 
Ｑ２：社内規則を定めるに当たり、どのような内容を規定すればよいですか。 
Ａ：協会員の業態や規模、取扱商品等により、高齢顧客との取引の実態は異なるもの

と考えられます。したがって、社内規則についても各社の実情に応じて規定するこ

とになりますが、各社により高齢顧客への勧誘による販売に関する考え方が大きく

異なってしまうことは、複数の協会員と取引を行う高齢顧客が戸惑うことにもつな

がりかねないことから、ある程度目線を合わせることは必要であると考えます。 
そこで、社内規則を定めるに当たっては、少なくとも次に掲げる事項について、

本「協会員の投資勧誘、顧客管理等に関する規則第５条の３の考え方」（以下「本

ガイドライン」という。）を参考として、各社の実情に応じて規定してください。 
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①高齢顧客の定義 
慎重な勧誘による販売を行う必要があると考えられる顧客の範囲を、年齢を基準

として定義してください。この時、目安として、75歳以上の顧客を対象とし、そ

の中でもより慎重な勧誘による販売を行う必要がある顧客を 80 歳以上の顧客と

することが考えられます。 

→考え方は、「２．高齢顧客の定義」を参照してください。 
②高齢顧客に勧誘可能な商品の範囲等 
役席者の事前承認を得なくても高齢顧客に勧誘可能な商品の範囲を定めてくだ

さい。その範囲外となる商品の勧誘を役席者の事前承認により可能とする場合は、

その手続きや条件についても定めてください。 
→考え方は、「３．高齢顧客への勧誘による販売商品」を参照してください。 

③勧誘場所や方法に応じた勧誘 
対面（外交）・電話・店頭それぞれの場所、方法に応じて定めてください。 
→考え方は、「４．勧誘を行う場所、方法」を参照してください。 

 ④約定後の連絡 
  約定後の連絡について担当営業員以外の者から行うことを定めてください。 
  →考え方は「５．約定結果の確認・連絡」を参照してください。 
 ⑤モニタリング 
  上記②から④の手続等についてモニタリングを行うことを定めてください。 
  →考え方は「６．モニタリング」を参照してください。 
 
Ｑ３：既に高齢顧客との取引に関する社内規則を定めていますが、本ガイドラインの

考え方と一致しない場合は、社内規則を改定する必要がありますか。 
Ａ：既に定められている社内規則が、本ガイドラインの考え方に沿ったものとなって

いない場合や規定すべき事項が不足していると考えられる場合は、社内規則を改定

又は新設する必要があるものと考えます。 
他方、現在の社内規則が本ガイドラインの考え方に沿っており、かつ規定すべき

事項が充足している場合やより厳しい基準を定めている場合には、改定等の必要は

ありません。 
 
２．高齢顧客の定義 
Ｑ１：「高齢顧客」の定義は、どのように定めるべきですか。 

Ａ：投資勧誘規則第５条の３の制定の目的は、高齢顧客への勧誘による販売を行うに

当たっての適正な投資勧誘等を確保することにあります。慎重な勧誘による販売を

行う必要があると考えられる高齢顧客の範囲を、年齢を基準として定めてください。

年齢の目安としては、75歳以上の顧客を対象とし、その中でもより慎重な勧誘によ

る販売を行う必要がある顧客を 80歳以上の顧客とすることが考えられます。  
なお、取引代理人制度を定めている場合は、口座名義人だけではなく、取引代理
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人が高齢である場合についても、社内規則の対象とする必要があると考えます。ま

た、口座名義人が高齢顧客であり、取引代理人が高齢でない場合については、各社

の代理人制度の実情に応じて規定してください。 
 
Ｑ２：高齢顧客への勧誘による販売に関して、社内手続きを定める場合、すべての高

齢顧客について同じ手続きとする必要はありますか。 
Ａ：高齢顧客の過去の投資経験や職業その他の経歴、健康状態等により、留意すべき

事項は異なるものと考えます。他方、一般的には年齢を重ねるとともに身体の衰え

が生じることに鑑みれば、社内手続きの設定に際しては、年齢が上がるごとに、段

階的により慎重な勧誘による販売を行う必要があると考えます。 
具体的には、目安として 75歳以上と 80歳以上の２つの年齢を基準として、より

慎重な勧誘による販売を行うための手続きを設ける必要があると考えます。詳しく

は、本ガイドラインの「３．高齢顧客への勧誘による販売商品」以降の考え方を参

考としてください。  
なお、例えば、会社経営者、役員等である高齢顧客について、支店長等の役席者

が頻繁に接し、顧客属性や投資意向を十分に把握している場合においては、担当役

員等の承認を得て、本ガイドラインの対象外とすることも可能と考えます（ただし、

この場合でも、当該高齢顧客が過去に投資経験のない商品の買付けであったり、従

来の投資金額に比して急に金額が大きくなったりするような買付けを行おうとす

る場合には、支店長等の役席者が、必要に応じて顧客の投資意向を再度確認するな

ど、慎重な対応を行う必要があると考えます。）。 
 
３．高齢顧客への勧誘による販売商品 

Ｑ１：社内規則において、高齢顧客への勧誘による販売が可能な商品を限定する必要

がありますか。また、勧誘を伴わない高齢顧客の自発的な注文については制限する

必要はありますか。 

Ａ：価格変動が大きな商品や、複雑な仕組みの商品又は換金性が乏しい商品を高齢顧

客に勧誘により販売する際には、その適合性について留意する必要があります。 
したがって、適合性の原則に基づいて、高齢顧客に勧誘しても問題がないと考え

られる商品の範囲をできるだけ具体的に定めたうえで、それ以外の商品（以下、本

ガイドラインにおいて「勧誘留意商品」という。）について勧誘を行う場合には、

役席者の事前承認を得る等、所定の手続きや条件を定めて慎重に対応する必要があ

ると考えます。 
なお、本ガイドラインでいう「勧誘」とは、「個別商品の買付けに関する説明」

をいうものとします。 
勧誘を伴わず、高齢顧客が勧誘留意商品を自ら選択し、「銘柄」及び「数量又は

金額」を指定して購入を希望する場合には、本ガイドラインに基づく手続きや条件

の対象とする必要はないと考えます。 
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しかし、高齢顧客から、例えば「投資信託を買いたいのだが、何かお勧めの商品

はないか。」との質問に対して、具体的な勧誘留意商品を示して説明することは勧

誘に該当すると考えられますので、所定の手続きや条件に従って対応する必要があ

ることに留意する必要があります。 
 
Ｑ２：所定の手続きや条件にかかわらず、高齢顧客への勧誘による販売が可能と考え

られる商品にはどのようなものがありますか。 
Ａ：価格変動が比較的小さいこと、仕組みが複雑ではないこと及び換金性が高いこと

などに該当する、次のような商品が考えられます。 
① 国債、地方債、政府保証債等 
② 普通社債（いわゆるＳＢ） 
③ 「公社債を中心に投資し、比較的安定的な運用を指向する」投資信託 （※） 
④ 上記①②③に相当する「知名度や流動性が高い通貨建て（平成 25 年９月現在、

米ドル、ユーロ、オーストラリアドルが該当すると考えます。）」の債券及び投

資信託 
※ 「公社債を中心に投資し、比較的安定的な運用を指向する」投資信託の該当性

は、投資信託の目論見書に記載された「ファンドの目的・特色」等を参考に各

社において判断してください。 
 
取引所金融商品市場又は外国金融商品市場に上場されている、又は上場される株

式、転換社債型新株予約権付社債、ＥＴＦ・ＥＴＮ（レバレッジ型及びインバース

型を含む。）、ＲＥＩＴ、新株予約権証券及び有価証券関連市場デリバティブ取引等

（上場先物・オプション取引）については、価格変動リスクが比較的大きいものの

商品性が広く周知されていることや時々刻々の価格変動に合わせた取引ニーズも

存在することなどから、一律に勧誘を制限することには馴染まないと考えられます

（なお、信用取引、新株予約権証券の売買その他の取引及び有価証券関連市場デリ

バティブ取引等（上場先物・オプション取引）は、投資勧誘規則第６条に規定する

取引開始基準に従う必要があります。）。 
また、値動きが日経平均株価（日経 225）や東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）の変動

率に一致するよう設計された投資信託についても、当該指標が広く知られており、

価格変動についての情報も得やすい商品であることから、同様と考えられます。 
したがって、これらの商品（各社において、上記のうち、例えば国内商品に限定

する考え方、あるいは、上記の商品に該当していても信用リスクが高いものは対象

外とする考え方等もあり得ると考えられます。）については、本ガイドラインで示

す勧誘留意商品の対象とする必要はないと考えます。 
なお、これらの商品に関する高齢顧客との取引についても、社内規則において勧

誘による販売に関する所定の手続きや条件の対象となる商品とすることを妨げま

せん。その場合は、円滑な取引にできる限り支障が出ないように工夫しておくこと
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が望ましいと考えます。 

 
Ｑ３：高齢顧客には勧誘留意商品の勧誘を一切行ってはいけないのですか。役席者が

事前承認することにより勧誘してもよいのですか。また、その場合、役席者はどの

ような点に留意して事前承認を行えばよいのですか。 
Ａ：十分な投資経験と投資資金を保有し、勧誘留意商品への投資を望んでいる高齢顧

客もいらっしゃいます。このような顧客に対しては、投資意向等を十分に確認のう

え、必要な投資情報の提供等を行ってよいものと考えます。 
しかし、高齢者は健康状態に変化が生じることもあり、また、普段接している担

当営業員からは理解力等に問題がないように思えても、別の者の目で見ると言動に

不安な点が見られることもあり得ます。 
そこで、担当営業員が高齢顧客に対して勧誘留意商品の勧誘を行う場合には、勧

誘の都度、役席者の事前承認を得る必要があると考えます。この手続きは、目安と

して 75歳以上の顧客を対象に含むようにしてください。 
役席者の事前承認は、単に担当営業員からの申告だけで判断するのではなく、役

席者自らが高齢顧客との面談や電話での会話（あわせて「面談等」という。）によ

り、健康状態や理解力等を確認し、勧誘の適正性を判断したうえで、行う必要があ

ると考えます。 
面談等は、勧誘の都度又は顧客の属性等に応じて実施時期（サイクル）を定める

等して実施することが必要であると考えます。 
面談等における確認事項としては、例えば次のものが考えられます。 

・健康状態に問題はないか 
・会話がかみ合うか 
・理解力に問題はないか（金融商品に関する理解度） 
・投資意向はどうか  等 
面談等の際に上記の確認を怠ったり、面談等が可能であるにもかかわらず、挨拶

だけにとどまり、安易に短い電話だけで済ませてしまったりすることがないよう留

意することが必要です。 
また、面談等の内容については、記録・保存し、必要に応じてモニタリングに活

用する等してください。記録については、必ずしも媒体や様式等を新たに定める必

要はなく、例えば、電話に録音機能がある場合は当該録音をもって記録に代えるこ

とができると考えます。 
なお、本ガイドラインにおいて、事前承認を行う役席者とは、経験、見識に照ら

し、自社で定める一定の役職以上の者を指し、いわゆる管理職者に限定するもので

はなく、社内組織（課、グループ等のセクション）において実質的に承認権限を有

する者であればよいと考えます。また、事前承認を行う役席者と「４．勧誘を行う

場所、方法」において受注を行う役席者が同一の者である必要もありません。各社

において、それぞれの場面における役割に照らして、役席者の選定を行えばよいも

5 
 



 
のと考えます。 
役席者自身が高齢顧客を担当している場合は、原則として、例えば当該役席者よ

り上位の別の役席者が事前承認を行うことが望ましいと考えられますが、職務経験

等に照らして自社が適正と認めた一定の役職以上の役席者については、自らが担当

する高齢顧客に対して勧誘を行うことについて自らが判断（事前承認）することも

認められると考えます。 
 

Ｑ４：役席者の事前承認以外に設定すべき手続きはありますか。また、それはどのよ

うな高齢顧客に適用すべきでしょうか。 

Ａ：高齢顧客に勧誘留意商品の勧誘を行おうとする場合には、Ｑ３のとおり、役席者

による事前承認が必要と考えます。また、高齢者は、一般的に年齢が上がるにつれ

て、記憶力や理解力等が低下する傾向があると考えられますので、役席者の事前承

認以外に、勧誘当日の受注の制限や役席者による受注、担当営業員（勧誘を行った

者）以外の者による約定後の連絡、当該高齢顧客の取引に関するモニタリング等を

行うことが考えられます。 

これらの手続きは、目安として 80 歳以上の顧客を対象に含むようにしてくださ

い。なお、役席者の事前承認に関するモニタリングについては、目安として 75 歳

以上の顧客も対象に含むようにしてください。 

詳しくは「４．勧誘を行う場所、方法」から「６．モニタリング」を参照してく

ださい。 

 

４．勧誘を行う場所、方法 

Ｑ１：外交先で高齢顧客に勧誘留意商品の勧誘を行うためのルールは、どのようなも

のが考えられますか。 
Ａ：録音機能がある電話での勧誘や、複数の者で同時に対応が可能な店頭での勧誘と

は異なり、外交先で行う勧誘は説明内容や顧客の反応等の応接記録が残りにくいも

のです。このことが後日「言った。」「言わない。」等のトラブルの原因となるおそ

れもあります。そのため、外交時の高齢顧客やその家族との会話を記録・保存して

おく必要があると考えます。例えば、高齢顧客等の了解を得て、ＩＣレコーダー等

に会話を録音することや、帰社後に主な会話内容や高齢顧客等の様子を記録・保存

しておくことなどが考えられます。 
また、説明を受けているときには理解しているつもりだったが、翌日になると覚

えていない又は商品性等が分からないということが生じることもあるようです。そ

こで、訪問による勧誘の場合（あらかじめ役席者の事前承認を得ているものとする。

この項のＱ２、Ｑ３とも同じ。）は、原則としてその日に受注を行わず、翌日以降

に電話、外交又は店頭により受注することが適当であると考えます。 
この場合、受注は前日以前に勧誘を行った担当営業員ではなく、役席者が行う必

要があると考えます。これは、外交先での勧誘時には商品性やリスクを十分に理解
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しているように思えた高齢顧客が、翌日になると勧誘内容を覚えていないというこ

とがないか、商品性等が理解されているかなど、説明内容を十分に理解したうえで

の買付けであることの確認が必要であると考えるからです。  
なお、前日以前に勧誘を行った担当営業員が当該高齢顧客に直接電話をかけては

いけないということではありません。高齢顧客が１日検討した結果、追加で質問や

相談したいこともあると考えられますので、まず担当営業員が電話をかけ、質問に

回答するなどした後、役席者に電話を代わって、当該役席者が受注し注文内容の確

認を行う等の対応をしてもよいと考えます。 
役席者が高齢顧客に直接電話をかける場合は、高齢顧客から不審に思われたりす

ることがないように、前日以前に勧誘を行う担当営業員が「お取引の内容について、

明日以降改めて当社の〇〇という者が電話で確認させていただきますので、よろし

くお願いいたします。」などと、事前に伝えておくことがよいと考えます。 
なお、受注時の会話内容は録音・記録・保存しておくことが必要と考えられます。 
役席者自身が高齢顧客を担当している場合は、翌日以降に行う受注は別の役席者

（必ずしも前日以前に勧誘を行った役席者より上位にある者である必要はない。）

が行えばよいと考えます。ただし、職務経験等に照らして自社が適正と認めた一定

の職責以上の役席者に関しては、自らが担当する高齢顧客に対して勧誘を行い、翌

日以降も自分で受注を行うことを認めてもよいと考えます。 
翌日以降に電話で受注を行う場合の留意点はＱ２を、店頭で受注を行う場合の留

意点はＱ３を参照してください。また、個別商品の買付けに関する説明を受けた高

齢顧客が当日中の買付けを希望された場合の対応は、Ｑ６を参照してください。 
上記のとおり、外交先で勧誘留意商品の勧誘を行う場合には、原則として当日の

受注を行わないこととすることが適当であると考えますが、高齢顧客の家族が同席

し、一緒に説明をお聞きいただき、高齢顧客が勧誘留意商品の購入を希望する場合

には、同席した家族から買付けに同意する旨を「買付指示書」に署名していただい

た後、高齢顧客から当該「買付指示書」を受け入れることで、その場での受注を行

ってもよいと考えます。 
なお、高齢顧客との取引に関して家族の同席・同意を得る目的は、ご家族に高齢

顧客の様子を見守っていただき、高齢顧客が当該商品について理解したうえで買付

けを行う意向があることを確認していただくことにありますから、「家族」の定義

についてはこの趣旨を勘案して各社において定めればよいと考えます。 
 

Ｑ２：電話で高齢顧客に勧誘留意商品の勧誘を行うためのルールは、どのようなもの

が考えられますか。 
Ａ：電話で高齢顧客に勧誘留意商品の勧誘を行う場合も、外交先での勧誘時と同じく、

原則として即日受注を行うことは適当ではないと考えます。また、対面（外交）と

は異なり、一般的には電話での会話を高齢顧客とその家族と同時に行うことはでき

ません。 
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したがって、電話で勧誘留意商品を勧誘する場合も翌日以降改めて電話等を行い、

前日以前に行った勧誘内容が理解されているかについて確認してから受注するこ

とが適当であると考えられます。この場合、翌日以降の受注はＱ１と同じく役席者

が行う必要があると考えます。 
電話での会話は高齢顧客の顔色や動作などを確認することができません。よって、

担当営業員の勧誘内容を高齢顧客が十分に理解しているのかについて確認するた

めには、「はい。いいえ。」という返事だけではなく、できる限り高齢顧客自身に話

をしてもらうことが大切であると考えます。 
さらに、勧誘時や受注時の会話内容を録音・記録・保存し、事後にモニタリング

を行ったり、後日勧誘等の内容について高齢顧客やその家族から確認依頼があった

場合に活用できるようにしておくことが必要と考えられます。 
したがって、会社の固定電話や携帯電話に録音機能がある場合は、その機能を利

用し、担当営業員個人の携帯電話等での勧誘や受注を原則として禁止するなどを社

内規則に定めることが有効であると考えます。 
録音機能がない会社の電話による勧誘の場合も、前日以前に勧誘を行った担当営

業員はその場では受注を行わず、翌日以降に役席者が当該高齢顧客から受注を行う

ことが適当であると考えられます。その理由や留意点等はＱ１を参照してください。 
なお、録音機能のない会社の電話による勧誘や受注を行う場合は、担当営業員及

び役席者は高齢顧客との会話日時や主な会話内容、注文内容などを記録する必要が

あると考えます。 
記録の方法や、どの程度の内容を記録するかについては、各社の業態や規模、シ

ステム等のインフラの状況等に応じて事後的なモニタリング及び会話内容の確認

に必要な範囲において定めればよいと考えます。 
 
Ｑ３：店頭で高齢顧客に勧誘留意商品の勧誘を行うためのルールは、どのようなもの

が考えられますか。 
Ａ：投資や相談のために来店された高齢顧客が家族を同伴される場合は、Ｑ１の外交

時の勧誘の場合と同様に、同伴した家族から買付けに同意する旨を「買付指示書」

に署名していただいた後、高齢顧客から「買付指示書」を受け取り受注する方法が

考えられます。この場合、担当営業員が一人で受注してもよいと考えます。 
しかし、常に家族の同伴があるとは限りません。その場合は、担当営業員が一人

で応対するのではなく、役席者が同席し、担当営業員の勧誘内容を高齢顧客が十分

に理解しているかについて確認することが適当であると考えられます。その場合、

担当営業員が勧誘した勧誘留意商品の購入を高齢顧客がその場で希望する場合に

は、高齢顧客が自署した「買付指示書」を受け入れておけばよいと考えます。 
このとき、役席者自身が積極的な勧誘（説明）者になってしまっては同席の意味

がありませんので、役席者は専ら担当営業員による適正な勧誘が行われているか、

高齢顧客が説明を十分に理解しているかについての確認を行う者となる必要があ
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ります。 
なお、Ｑ１と同じく、店頭での勧誘においても高齢顧客やその家族又は役席者と

の会話を録音することや、主な会話や高齢顧客の様子を記録・保存しておくことが

必要と考えられます。 
一方、家族の同伴がなく、かつ役席者が同席できない場合、担当営業員はその場

では勧誘のみにとどめ、翌日以降に電話等で受注することが適当であると考えられ

ます。その場合は、Ｑ２に準じた対応を行ってください。 
また、役席者の事前承認を受けていない高齢顧客が予約なくお一人で来店され、

役席者が在席していない状況において、当該高齢顧客から勧誘留意商品の買付けに

関する説明を求められた場合には、要請を受けた範囲での勧誘を行ってよいと考え

ます。この場合、役席者の帰席後に当該状況について報告し、今後の対応について

相談を行ってください。Ｑ５も参照してください。 
 
Ｑ４：インターネット取引についても高齢顧客の取引に関する規則を定める必要はあ

りますか。 
Ａ：インターネット取引は顧客自身がＩＤとパスワードを入力してログインするとと

もに、「銘柄」及び「数量又は金額」を入力して行うものですから、投資勧誘規則

第５条の３に規定する「勧誘による販売」に該当する行為がなされない限り、同条

の適用対象にはならないと考えます。 
 
Ｑ５：小規模の営業所で役席者が常駐していない場合や、高齢顧客から注文を受けた

場合に役席者が不在だった場合は、どのように対応すればよいですか。 
Ａ：Ｑ１、Ｑ２、Ｑ３のとおり、家族の同席ができない場合、担当営業員が一人で受

注するのではなく、役席者が高齢顧客の商品内容についての理解力を確認のうえで

受注することが必要であると考えます。しかし、役席者の人数は限られており、常

に在席しているとは限りません。その場合、高齢顧客を長時間待たせることは望ま

しいとは言えません。 
そこで、小規模の営業所等で生じ得る様々な状況を想定し、高齢顧客との取引を

適正かつ円滑に受注できるようにしておくことが重要であると考えます。 
例えば、課、グループ等のセクションごとに受注する役席者を定める際に、不在

時の代行役席者の順位を定めておくことや、営業所内に役席者が常駐していない場

合や代行すべき役席者がいない場合には、近隣の営業所や本社・本部組織の役席者

が受注できる社内規定を定めておくことなどが考えられます。 
役席者の役割は、高齢顧客が当該商品について十分に理解していること等につい

て確認したうえで受注することにありますから、役席者が不在であるからといって、

役席者でない者が受注を代行することは適正とは考えられません。 
また、当然のことですが、受注行為は外務行為に該当するので、外務員登録を受

けていない者が受注を行ってはいけません。 
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Ｑ６：外交、電話、店頭それぞれのケースで、高齢顧客が勧誘留意商品の勧誘を受け

た後、当日中に買付けを行いたいと希望された場合はどのように対応したらよいで

すか。 

Ａ：高齢顧客に勧誘留意商品の勧誘を行った場合は、原則として翌日以降に受注する

ことが適当と考えます。 

しかし、一律の対応によりトラブルになる可能性があることを考慮し、過去に同

種の商品への投資経験がある等、当該高齢顧客が商品内容を十分に理解しており、

当日の買付けを要請するやむを得ない事情がある場合については、上記の手続きの

例外として認めることができる場合もあると考えます。 
ただし、例外となるケースを幅広に設定してしまい、高齢顧客への勧誘による販

売に関する社内規則を定めた趣旨が満たされなくなるようなことはあってはいけ

ません。 
例外として認めることができるケースとしては、例えば次のようなものが考えら

れますが、各社において自社の業態、規模、顧客分布等に照らして適切な設定を行

ってください。 
なお、いずれのケースも、役席者の事前承認を得ていること、かつ、担当営業員

において高齢顧客の健康状態や商品への理解について問題がないことを確認して

いる場合に限られることに留意してください。 
また、次のケースの場合でも、当該高齢顧客が過去に投資経験のない商品の買付

けであったり、従来の投資金額に比して急に金額が大きくなったりするような買付

けを行おうとする場合には、即日受注の妥当性について、役席者と相談し、必要に

応じ役席者が顧客の投資意向を確認するなど、慎重な対応を行う必要があると考え

ます。  
＜即日受注を例外として認めることができると考えられるケース＞ 
・勧誘留意商品の勧誘に当たり、翌日以降の買付けを提案したところ、顧客が商品

内容を十分理解しており、かつ、当日の買付けを要請することにやむを得ない事

情がある場合（例えば、翌日から旅行等で不在となる場合、保有している商品と

同一の商品を追加買付けする場合、保有商品が償還となり、いわゆるロールオー

バー（一時的に同一通貨建てのＭＭＦに入金する場合を含む。）をする場合等） 
 

５．約定結果の確認・連絡 

Ｑ１：目安として 80 歳以上の高齢顧客への勧誘による販売を行った場合、高齢顧客

との約定後の連絡について、誰が、いつ、どのような確認を行えばよいですか。 
Ａ：外交、電話、店頭のいずれのケースにおいても、勧誘留意商品の勧誘後に受注に

至った場合には、勧誘を行った担当営業員以外の者が、当該高齢顧客に約定結果を

連絡することにより、当該高齢顧客が当該取引を行ったことについての認識を確認

すべきと考えます。この連絡は役席者に限る必要はありませんが、高齢顧客の反応

10 
 



 
の確認を行うという趣旨に照らして、顧客には誰が約定後の連絡を行うのかをあら

かじめ決めておけばよいと考えます。 
また、約定後の連絡は必ずしも約定当日に行う必要はなく、例えば初期募集の投

資信託の場合には募集期間中のいずれかの日に約定後の連絡を行う等、商品の性格

等に合わせて行えばよいと考えます。 
なお、外交、電話、店頭のいずれのケースにおいても、約定後の連絡時の会話内

容を録音・記録・保存しておくことが必要と考えられます。 
約定後の連絡において、当該高齢顧客が約定内容のすべて又は一部を覚えていな

い、あるいは認識が異なる（「買うとは言っていない。」等）ことが判明した場合は、

直ちに内部管理責任者又はあらかじめ自社で定めた役席者に報告し、対応について

相談する必要があると考えます。  
 
Ｑ２：役席者が受注を行う場合は、約定後の連絡も同一の役席者が行ってもよいです

か。よい場合は、受注と約定後の連絡を同じ電話において行ってもよいですか。 
Ａ：約定後の連絡を行う者は担当営業員以外の者であればかまいませんので、受注を

行った役席者でも問題がないと考えます。 
ただし、高齢者はその健康状態によっては少し時間が経つとその前のことを覚え

ていないということもあり得ますから、電話受注の場合でも、一度電話を置き、時

間を空けた後、再度電話にて約定後の連絡を行う必要があると考えます。 

 

６．モニタリング 

Ｑ１：高齢顧客への勧誘による販売について、モニタリングは必要ですか。必要な場

合、どのようなことをすればよいのですか。 
Ａ：高齢顧客に関して定めた社内規則が適切に運用されているかについて確認する必

要があると考えます。また、形式的な確認にとどまらず、会話の内容や高齢顧客の

反応を確認することにより、営業姿勢の見直しやトラブルの未然防止につながる効

果も期待できると考えます。 
モニタリングは、①取引が所定の承認・約定プロセスに則って行われているか、

②適合性や合理性の観点から不適切な取引はないかを主な点検項目として、各社の

業態や規模等の実情に応じて実施し、例えば支店で実施する日次、月次の点検及び

一定期間ごとの検査・監査等を組み合わせて実施することが考えられます。 
具体的には、取引内容の確認、通話録音の再生、応接記録の参照、受け入れた「買

付指示書」等の確認等が考えられます。また、内部管理責任者やその他役席者等が

高齢顧客にヒアリングすることも有効な方法であると考えられます。 
 
Ｑ２：取引内容の確認とは、どのようなことをすればよいのですか。 
Ａ：高齢顧客との取引について、例えば約定日ごとの取引内容をモニタリングするこ

とは重要です。当該高齢顧客との過去の取引の頻度、金額、商品、預り資産等に照
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らし、突然高額の取引を行っていたり、わずかな期間に売買を繰り返したりしてい

るケースなど疑問を感じる取引がないかを点検し、必要に応じて通話録音や受注記

録等（以下「通話録音等」という。）を確認することにより、高齢顧客に何か重大

な変化が生じていないか、合理性のある取引か、強引な勧誘を行っていないか等を

検証することができるものと考えます。また、ある時点における取引を見るだけで

はなく、時系列で見たときに合理性のある取引であるかとの観点から検証すること

も大切です。 
 
Ｑ３：社内規則の遵守状況の確認は高齢顧客の取引すべてについて行う必要がありま

すか。 
Ａ：担当営業員が適切な勧誘を行っているかについては、高齢顧客が行う勧誘留意商

品の取引すべてについて通話録音等の確認を行うことが望ましいと考えます。しか

し、現実にはすべての通話録音等を確認することは困難な場合もあると思われます。

そこで、通話録音等のモニタリングは検証すべき対象となる顧客や取引を取引内容

の確認結果や顧客属性等、一定の基準を定めて抽出したうえで行うことが考えられ

ます。例えば、次のような取引の中から抽出することが考えられます。 
①高額な取引や特に複雑な商品の取引 
②特に年齢の高い顧客の取引 
③取引頻度の高い取引等 
なお、上記に該当する取引だけを確認するのではなく、一部は無作為に高齢顧客

をサンプル抽出するなどして、一定期間内において、多くの担当営業員の取引が対

象となるよう工夫することも有効であると考えます。 
 
Ｑ４：通話録音等の保存義務はありますか。保存する場合、何年間保存すればよいで

すか。 
Ａ：通話録音等は担当営業員等が正しく社内規則を履行しているかの確認（モニタリ

ング）の目的にとどまらず、後日高齢顧客やその家族から、取引当時の状況につい

て質問等を受けた場合の確認資料として活用できるものと考えられますので、各社

の実情に応じて十分な保存期間を定めておくことが望ましいと考えます。 
 

以 上 
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高齢顧客への勧誘による販売に係る「協会員の投資勧誘、顧客管理等に関する規則」等の一部改

正及び「協会員の投資勧誘、顧客管理等に関する規則第５条の３の考え方」（高齢顧客への勧誘に

よる販売に係るガイドライン）の制定に関するパブリック・コメントの結果について 

 

平成 25年 10月 29日 

日 本 証 券 業 協 会  

 

本協会では、高齢顧客への勧誘による販売に係る「協会員の投資勧誘、顧客管理等に関する規

則」（以下「投資勧誘規則」という。）等の一部改正及び「協会員の投資勧誘、顧客管理等に関す

る規則第５条の３の考え方」（高齢顧客への勧誘による販売に係るガイドライン）の制定について、

平成 25年９月 13日から同年９月 27日までの間、パブリック・コメントの募集を行いました。 

この間に寄せられた意見・質問（290 件、63社、３名）及びそれらに対する考え方は、以下の

とおりです。 

 

項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

〇規則・ガイドライン全般に関する意見・質問等【38 件】 

１ 全般 高齢顧客の定義を 75歳としたことは慧眼である。さらに

「ガイドライン概要」で示された作業工程は「家族の同

席」などが記載され丁寧なものである。役席者による事

前承認でチェックがされることが期待される。さらに 80

歳以上では成約後の発注を翌日とし、高齢者に再考の余

裕をおき、最後のモニタリングによる評価と、間違いの

生じる余地のない工程であろうと見ている。 

ご意見ありがとうござい

ます。 

２ 全般 ＮＩＳＡ開始を目前に控え、投資経験のない消費者、特

に高齢消費者被害が憂慮されている折、「高齢顧客に対す

る勧誘による販売」に関わる規則とガイドラインの新設

は時宜を得た取り組みと高く評価している。特に、バラ

ツキをなくし、消費者がどの事業者と取引をしても、勧

誘・販売が公正・適切に行われるようにしようという視

点は重要と思われる。なお、75 歳以上の後期高齢者に勧

誘可能な商品を勧誘する場合、協会原案の 80歳以上の高

齢者に勧誘留意商品を勧誘する場合の手続き等の一部を

適用する必要があると考えている。後期高齢者に対して

ご意見ありがとうござい

ます。 

1 
 



項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

は、本人の意思から出された注文以外に関しては、極め

て慎重な対応が必要と思っている。 

３ 全般 規則の制定は当然と考える。 ご意見ありがとうござい

ます。 

４ 全般 私は現在 82歳の女性である。若い時より、政治・経済に

関心を持ち、人生は自由な精神生活こそが最大の幸せで

あると、その為には先ず経済的な自立が何より第一義で

あると、経済の勉強にもなると思い、20代より株式投資

を始めた。以来、金融商品との関わりは約 60年になる。

もちろん、仕事が中心の生活なので、副次的な事とはい

え、政治・経済・社会の時代の流れを読み、更に予測す

る事は若い時よりの日常の関心事であり、仕事とも関連

し、私にとって切っても切れない慣性となっている。 

これまで半世紀以上に亘る、特に経済上の経験は、損得

や月謝も払いながら自然に信念として得たことは、あく

までも自分で考え、理解、納得し、判らぬものには手を

出さない、すべて自己責任で決断するということである。 

そのためには、慣性となっているとはいえ、更に自分の

周りに 360度アンテナを張り、積極的に情報の収集にも

気を配って、金融関係のセミナーはもちろんのこと、文

化的な催事や話題性の高いものにも触れる機会を増や

し、時代の流れをキャッチする感覚を磨く様つとめてい

る。高齢者とのトラブルが絶えない現状に鑑みると、貴

協会の今回の素案は確かにそこまでしない訳にはいかな

いものか、と一応は是認する。 

ただし、一部の条件付き例外者を除いてのことである。

その一部の者のための条件付きながらの自由度は人権の

尊厳上、必須のものであることを申し入れる。 

再考してほしいことの一つとして、一部の条件付きで、

その条件の一つとして担当者の例えば上司が面会してそ

の顧客の判断を下す時、その上司が果たして適任者か否

かの問題も、かなり社会的に信用度の高い一流の、例え

本ガイドラインでは、高齢

顧客の定義について年齢

を基準として社内規則に

定めることを求めており

ますが、顧客属性、投資意

向、投資経験などについ

て、十分に把握している場

合については、各社の実情

に照らし、本ガイドライン

の対象外とすることも可

能としています。 

また、本ガイドラインで

は、高齢顧客に勧誘留意商

品の勧誘を行う場合には、

「役席者による事前承認」

を求めています。事前承認

を行う役席者は、経験、見

識に照らし、自社で定める

一定の役職以上の者であ

ることを求めています。 
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

ば証券会社の社員でも見られることがあるということを

申し添えておく。 

５ 全般 自己責任において株式売買・資産管理を十二分に認識し

ている高齢顧客に対し家族の受注確認を求めるような行

為は、常々｢自己責任、自己責任｣と声高に唱える方々に

こそ「自己責任」に対する理解力が欠如しているのでは

ないかと疑わしい。 

75歳、80歳、85歳等の方々は戦後の日本の復興を作りあ

げた方々であり、人に笑われながらもこつこつと貯え、

管理してきた資産の運用に家族の受注確認を求められ、

資産内容を家族に開示した地点で家族間に生前の財産分

与を求める係争行為が起こる可能性も考えられ、そうな

れば誰が責任をとれるのか。 

もし、私自身（78 歳）に置き換えこの様な受注確認を求

められるならば、対面営業ではなく、金融業者として多々

の免責を受けていると感じられるネット証券への口座移

管、全商品の売却等を検討するのではないかと思われる

ぐらいである。 

高齢顧客として定義されている年齢層が、日本の上場株

式売買金額においてかなりのシェアを占めていることを

考えると、この提案は株式市場や日本経済にも多大な影

響が及ぶことは避けられない問題であり、軽々しく短期

間で論じられるものではないと考える。 

高齢顧客からの苦情・あっ

せんの申立てが相当数あ

ること、また、高齢化が今

後も進展することから、今

般、業界としての目線合わ

せのため、規則・ガイドラ

インを制定したいと考え

ます。 

なお、本ガイドラインで

は、高齢顧客の定義につい

て年齢を基準として社内

規則に定めることを求め

ておりますが、顧客属性、

投資意向、投資経験などを

十分に把握している場合

においては、各社の実情に

照らして、本ガイドライン

の対象外とすることも可

能としています。 

６ 全般 地方へ行けば行くほど、東京を離れれば離れるほど、顧

客の高齢化は進んでいる。言い換えれば、地方は高齢化

先進地域であり、顧客の高齢化最前線でもある。そして

今後益々、高齢顧客の割合が増し、人口の減少も予想さ

れるのが地方である。 

このような環境の中で、我々地方証券会社は生きている。

そして、特定の地域で 50年以上営業を続けている証券会

社は少なくない。正に地場証券として地域社会と共に生

きている。 

各社において既に高齢顧

客の取組み、対応がなされ

ていることは承知してい

ますが、高齢顧客からの苦

情・あっせんの申立てが相

当数あること、また、高齢

化が今後も進展すること

から、今般、業界としての

目線合わせのため、規則・
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

過去十数年、顧客の高齢化には真摯に対応してきた。高

齢化という地域社会の大きな変化を受け、我々も見直す

こところは見直し、徐々に改善しながら顧客との距離を

調整してきた。その過程で、顧客が我々にお求めになる

役割として、金融資産運用の主治医的な存在がある。高

齢の顧客には、身近に投資相談ができる証券会社の存在

が期待されているようで、もし高齢者ご自身に大事があ

った場合のこと等もお考えになり、ご夫婦やご家庭と共

にご相談いただくケースも散見される。地域社会におけ

る地場証券会社の役割と高齢投資家世帯の自己責任との

バランスは時間をかけ進化しながら確立されている。 

このように、我々地方証券会社には、高齢化社会に急増

する高齢顧客への対応力が既に形成されている。従って、

このノウハウを有効に使えば、特段に高齢顧客への勧誘

による販売に対する規制を強化する必要は無いと考え

る。 

なお、仮に何らかの規制強化が実施されることとなって

も、高齢投資家の自由な証券投資を阻害し、制約するこ

との無いよう、細心の注意を払うことと、高齢投資家の

意向や要望をアンケート調査により汲み取っていただけ

れば幸甚である。 

ガイドラインを制定した

いと考えます。 

なお、本ガイドラインで

は、高齢顧客の定義につい

て年齢を基準として社内

規則に定めることを求め

ておりますが、顧客属性、

投資意向、投資経験などを

十分に把握している場合

においては、各社の実情に

照らして、本ガイドライン

の対象外とすることも可

能としています。 

本ガイドラインの適用対

象外とする顧客の選定や、

即日受注できるケースの

設定等により、状況に応じ

た対応が行えるものと考

えます。 

本ガイドラインの趣旨、例

示を勘案のうえ、各社の実

情に応じて社内規則等を

定めてください。 

７ 全般 今回提示された「改正の趣旨」及び「ガイドライン案」

は、結論的にあたかも高齢顧客との取引について排除す

る方向を意図しているように感じられる。つまりは、誰

のための「改正」で何を「改正」しようとしているのか

本質が見えてこない。個別の症状に対する対処療法のよ

うである。特に「ガイドライン案」の全面見直しを要請

する。 

例えば、今回新設の第５条の３には「当該協会員の業態、

規模、顧客分布等の条件を勘案し」としているにもかか

わらず、「複数の協会員と取引を行う高齢顧客が戸惑うこ

とにもつながりかねないことから、ある程度目線を合わ
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

せることは必要である」とし「少なくとも次に掲げる事

項についてはガイドラインを参考として」と続け、統一

性を要求する一方で、最後に「各社の実情に応じて」と

あり、会員の裁量についてのスタンスが曖昧で矛盾を感

じるガイドラインとなっている。 

さらに、このガイドラインには、約定連絡方法まで例を

上げるなど非常に細かい指摘があり、会員の裁量などが

入り込む余地はない。また、「目線を合わせることが必要

である」とする根拠も不明瞭。（あるいは実際に高齢顧客

が戸惑っている等の調査結果があるのか。） 

硬直的な行為規制は、却って顧客の投資機会を阻害し資

産形成を妨害することにもつながる。 

実質的には高齢認定に係る要件は千差万別で個人差が激

しく、年齢のみを基準として高齢者と定義することは実

効性がない。 

よって第５条の３は、「高齢顧客の定義、販売対象となる

有価証券等、説明方法、受注方法等に関する社内規則を

定め」を削除した上で、社内規則等は各協会員の裁量に

任せるべきである。そして「ガイドライン案」はそれに

沿ったものに見直すべきである。 

また当業界では、2011 年に改正された協会員の投資勧誘

等に関する規則第５条の２の新設により、複雑な商品に

関する勧誘開始基準を定めた際、高齢顧客への勧誘につ

いての社内ルールを各社とも別途新設している模様であ

り、当社においてもこれまで有効に機能していると考え

ており、さらなる追加ルールの必要性は特段感じていな

い。 

８ 全般 複数の社員が入れ替わり面談等をしたり、翌日以降に受

注や約定連絡を行ったりすることは却って顧客の不信感

を増長し、折角築き上げた信頼関係を阻害する。 

よって、勧誘から約定連絡、アフターフォローまで必要

に応じて役席者のみの承認・確認等で十分である。 

複数の者が高齢顧客と接

することにより高齢顧客

の適合性を確認できると

考えます。 

また、高齢顧客に価格変動
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

また一連の「案」は自己保全の例ばかりで、勧誘する商

品がまるで高齢顧客にとって不都合な商品だという前提

で想定された例で、これを仮に高齢者に公開すれば「年

齢差別」という批判を浴びることも考えられる。 

が大きな商品や複雑な仕

組みの商品等を勧誘によ

り販売する場合には、慎重

に対応する必要があるこ

とから、「勧誘留意商品」

を定義しているものです。 

９ 全般 協会員規則の一部改正案については、特に高齢者を年齢

で一律に定義し有価証券等の勧誘を制限することには問

題があると考える。 

高齢者の金融商品投資に関する知識の度合いは、投資経

験や職務経歴等により個人差が大きく、心身の機能につ

いても生活習慣や環境、家族や社会的背景によって大き

な差が生ずることは医学的にも証明されている。また、

厚生労働省は、企業等が高齢者（60 歳以上）を募集・採

用する際の指針として年齢上限を定めることを禁止して

いる。これは高齢者を年齢のみで判断するのではなく、

個々人の能力を面談等により客観的に判断するよう求め

ているためである。2008 年６月に表示が義務化され違反

に対する反則金制度も導入された高齢運転者標識（所謂

もみじマーク）も、翌2009 年４月には努力義務となり反

則金も課さないよう改正された。これも高齢者が年齢の

みをもって画一的に区別されることに対しての抵抗が強

いことを表していると思われる。人間を年齢のみで区別、

判断することは高齢者個々人の長い人生経験や能力を無

視することになりかねない。 

高齢顧客に対する投資勧誘については、適合性の原則に

則り、顧客の知識や能力等を総合的に考慮し、各社がそ

れぞれの基準により、適正な勧誘を行うべき性質のもの

であると認識する。 

本ガイドラインでは、目安

として 75 歳以上の顧客を

高齢顧客とし、その中でも

より慎重な勧誘による販

売を行う必要がある顧客

を 80 歳以上の顧客として

所要の社内規則に定める

ことを求めておりますが、

役席者が頻繁に接し、顧客

属性、投資意向、投資経験

などを十分に把握してい

る場合においては、各社の

実情に照らして、本ガイド

ラインの対象外とするこ

とも可能としています。 

10 全般 実態とかけ離れたガイドラインが問題であり、実務に根

差さない販売・勧誘方法を定めることは経営に大きな影

響を及ぼしかねない。 

高齢顧客に対する適切な

勧誘・販売態勢の確保と投

資機会の提供とのバラン
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

規則では当該協会員の業態、規模、顧客分布及び顧客属

性並びに社会情勢その他の条件を勘案し、高齢顧客の定

義、販売対象となる有価証券等、説明方法、受注方法等

に関する社内規則を定め、適正な投資勧誘に努めなけれ

ばならないとしているにもかかわらず、画一的なガイド

ラインとなっている。業界横断的な共通の目線は大切だ

と思うが、このことが画一的なガイドラインを設定する

ことではないと考える。 

検討プロセスについて、現状のまま進めることは大きな

禍根を残すと考える。当事案は、単に自主規制規則の策

定という範疇にとどまらず、証券会社の経営に大きな影

響をおよぼす可能性のある事案であり、特に対面営業を

主とする中小証券会社の意見等を丁寧に聴取した上で進

めるべきであると考える。 

スを考慮し、本ガイドライ

ンを作成しています。 

なお、来年１月からはＮＩ

ＳＡ制度が導入され、投資

未経験者、投資初心者であ

る高齢顧客も含めてＮＩ

ＳＡ口座における取引が

開始されることから、速や

かに社内規則等を整備す

る必要があると考えてい

ます。 

11 全般 各社それぞれ各社の事情、お客様の事情によってとるべ

き方法は異なる事柄なので、ガイドラインを示して規制

することにはなじまないと思う。 

超高齢顧客の注文の発注は、受注から一日待って行うと

いう規制も、相場環境の変化で翌営業日には大きく値段

が変わる可能性のあるものもあるので、一日待つという

ことが必ずしもトラブルを防ぐことにはならないと思

う。市場によって値段の代わる商品を取り扱う以上、タ

イミングは重要なので、このような規制は不要だと思う。 

本ガイドラインの趣旨等

を勘案のうえ、各社の実情

に応じて社内規則等を定

めてください。 

なお、本ガイドラインで

は、時々刻々の価格変動を

伴う商品の多くは「勧誘可

能商品」と示しています。 

12 全般 現在、対面営業において70歳以上の顧客は33％である。

顧客のなかには家族から痴呆防止のため取引させてあげ

てくださいといったケースや投資を楽しみにして取引を

している顧客もいる。すべて規則でしばるのではなく、

各社において社内ルールのもと行うべきでないか。 

13 全般 適合性の原則に関する検証は、特に高齢顧客だから必要

なのではなく、全ての取引において必要なことであると

考える。高齢顧客について特別にガイドラインを設定す

ることは不要であると考える。 

高齢者は身体的な衰えに

加え、記憶力や理解力が低

下してくることもあると

されており、特に投資勧誘
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

14 全般 今回の「ガイドライン」の意義は、どこにあるのか。日

本証券業協会の指導・指針を基に、適正な本人確認及び

顧客の属性等調査・確認を行い、顧客本人から受注して

いる。また、昨年度より、投資目的を記載した書面を通

知することなどによる、投資方針の共有、乗換え勧誘の

際の確認書の受入れなど、「乗換えに係る経済合理性」等

を踏まえた営業姿勢を確保するため、顧客の「投資確認

書」を顧客より徴求していることなど、「適合性の原則」

に沿った顧客対応をしてきたが、さらに、このような「ガ

イドライン」を出すということは、今までの協会の指導・

指針に大きな不備があるということか。 

また、クリックひとつで、重要事項等に対する顧客の理

解・確認が済まされ新たな取引が可能となっているイン

ターネット取引との間に格差があり過ぎるのではない

か。 

を行う場合には、適合性の

原則に基づいて、慎重に対

応すべきであることから、

一定年齢以上の顧客につ

いては本ガイドラインに

基づく対応を求めること

としたものです。 

インターネット取引は顧

客自身がＩＤとパスワー

ドを入力してログインす

るとともに「銘柄」及び「数

量又は金額」を入力して行

うものであり、本ガイドラ

インの対象とはなりませ

ん。 

なお、本協会としては、引

き続き投資者の保護や金

融商品取引及び市場の公

正性・健全性の確保等を図

る観点から適切に自主規

制業務を行ってまいりま

す。 

15 全般 社会の高齢化や株式保有者の年齢分布など考えると、投

資家保護と高齢者とのトラブル防止に向け、一定のガイ

ドラインを設ける必要性はあると思う。 

しかしながら、ガイドラインにもあるように、個々の状

況が多様であるため高齢顧客の定義は極めて難しいのが

実態で、少なくとも年齢で区切ることの妥当性には疑問

が残る。そのような意味で、当該顧客自身が「高齢であ

り判断力にいささかの不安がある」旨の申告し、業者は

その顧客への対応につき初めてこのガイドラインに従う

などするのが妥当ではないかと思料する。 

また、元々これまで起こってきた高齢者とのトラブルは、

高齢者との取引を安易に考え、適切な対応をしてこなか

った一部の業者によるところが多く、これが社会を騒が

せている事件・事故にもなってきた。今次のような規則

等が制定されるのは、高齢者でも安心して取引できるサ

ービスを推進し、他社との差別化を図っている弊社とし

ては羽をもがれることになりかねない。まずは、事故を
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

起こした会員会社の処分を徹底することも、自主規制団

体としての義務ではないかと考える。 

16 全般 一般的に高齢者は、記憶力や理解力の低下、認知症の発

症などの事例が認められるものの、最近では、若年性認

知症も多く認められるなど、判断能力を年齢で線引きを

行うことに疑問を感じるところである。証券投資は、「自

己責任の原則」が基本となっており、この「自己責任の

原則」を持っている投資家のみが投資を行うことが出来

るのではないか。従って、顧客が「自己責任の原則」で

証券投資を行っておれば、クレームの出しようもないと

思われるし、この「自己責任の原則」をもっと前面に出

し、アピールを行うことが必要ではないかと考える。そ

の為の「書面」の受入れは必要かと考える。 

17 全般 ガイドラインに述べられている「例」とは何を意味する

のか、「例」の拘束範囲・拘束力等についても明確な定義

が必要と考える。 

社内規則で定めるべき事

項の「高齢顧客の定義」及

び「高齢顧客に勧誘可能な

商品の範囲等」につきまし

ては、本ガイドラインにお

いてミニマムスタンダー

ドを示しています。 

したがって、これらの事項

について、各社においてよ

り厳しい基準を定めてい

る場合には、改定等の必要

はありません。 

なお、社内規則で定めるべ

きそれ以外の事項（「勧誘

場所や方法に応じた勧

誘」、「約定後の連絡」、「モ

ニタリング」）につきまし

ては、本ガイドラインの趣

旨、例示を勘案のうえ、各
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

社において定めてくださ

い。 

18 全般 本ルールを遵守した結果、顧客とトラブルになる場合、

あるいは本ルールに対する顧客からのクレーム等を考慮

し、年齢以外の顧客属性等を加味した運用は可能か。 

また本ルールに反する勧誘行為があったと認められる場

合は、証券事故と認められるか。 

（顧客からの要望もあれば、高齢であっても現役の企業

経営者や医師、弁護士等一般的に判断力等があるとされ

る職業については、本ルールの対象から除外する等の運

用は必要であるため。） 

（適合性、自己責任の原則から、売買否認に対しては当

社に法令違反等が認められない場合は証券事故とはなら

ないと認識している。今般の規則改正に伴ってガイドラ

インに沿った規則を制定した場合、規則違反として証券

事故とする必要があるため。） 

本ガイドラインでは、高齢

顧客の定義について年齢

を基準として社内規則に

定めることを求めており

ますが、顧客属性、投資意

向、投資経験などを十分に

把握している場合におい

ては、各社の実情に照らし

て、本ガイドラインの対象

外とすることも可能とし

ています。 

証券事故の認定について

は、個別事案により判断が

異なります。 

19 全般 日証協として、本件にかかる啓蒙チラシ（顧客配布可能

なもの、ＰＤＦファイルで可）を作成してほしい。 

自社における取組みにつ

いてご説明し、ご理解をい

ただくよう努めてくださ

い。 

来年１月からはＮＩＳＡ

制度が導入され、投資未経

験者、投資初心者である高

齢顧客も含めてＮＩＳＡ

口座における取引が開始

されることから、規則の施

行日は原案のままとしま

す。 

20 全般 高齢者対応のガイドライン制定については各金融機関に

おいても周知・対応を行うが、従来から規制が強化され

る高齢者対応が規定されることにより、苦情等の発生も

懸念される。規定改定の趣旨について『高齢顧客への勧

誘による販売に係る適正な投資勧誘に努めるため、当局

より一定の“ガイドライン”が示され、それに伴い行内

ルールを一部改定した』という説明をして差し支えない

か。 

21 全般 高齢者向けにこのような施策を行うことの必要性は高い

と考えており本件規制の方向性について賛成するもの

の、一方で、本件規制は、一定の年齢に達した顧客に対

して一律に一方的な取扱いを定めるものであり、健康で
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

意思判断能力に何ら問題のない高齢顧客に対しても不利

益をもたらしかねないものである。従って、この規制を

施行するに当たっては、個社・個別担当者ごとではなく、

証券業界全体として高齢者に対する十分な説明をした上

で理解を得ることが必要であると考えられる。 

そのためには、単にクレーム・紛争の件数が多いという

曖昧なイメージだけでなく、ガイドラインに記載する年

齢に達した高齢顧客の取引人口や取引総数に比して、実

際に発生したクレーム・紛争の件数が占める割合が他年

齢層と比べてどの程度高く、特別の取扱いをしなければ

ならない理由として合理性があるのかについて、客観性

ある外部機関の報告書に取り纏め、広く一般に説明して

いくことが必要であると考える。そうでなければ、一部

の判断能力の衰えた高齢顧客のために、健康で判断能力

に問題のない高齢顧客にまで本規制を一律に課すことに

ついて、トラブルに発展する可能性があり、これが多発

した場合には却って証券業界全体の信頼を貶めることに

もつながりかねないと考える。 

高齢者向けのこのような施策を行うことの意義は大きい

が、周知についても十分にご対応いただきたいと考える。

したがって、施行に当たっては十分な周知期間を設けて

いただきたいと考える。 

22 全般 投資勧誘規則においては「勧誘」について、訪問・電話

等による積極的勧誘と広く一般的な勧誘の２つの概念が

存在するが、新設する５条の３においては前者の積極的

勧誘を指すものと考えられる。 

ガイドライン案においては、インターネット取引につい

て本規定の適用対象外である旨を記載しているが、規則

の条文上の手当てを行わない場合、上位規定で一般的な

勧誘を適用対象に含めながら下位規定で適用対象から外

すことになり、ガイドラインの記載根拠が不明確になる

と考えられる。 

本ガイドラインにおいて

は「勧誘」を「個別商品の

買付けに関する説明」と定

義しており、投資勧誘規則

第５条の２における「勧

誘」の概念と同じではあり

ません。 

11 
 



項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

投資勧誘規則第５条の２における勧誘の定義に係る括弧

書きにおいて、「当該販売の勧誘の要請をしていない顧客

に対し、…行うものに限る。」とされているが、「次条に

おいて同じ。」の一文を追加すべきである。 

23 全般 本ガイドラインでいう「勧誘」を「個別商品の買付けに

関する説明」と定義づけているが、この定義は、「こちら

から能動的に個別顧客に個別商品の提案等を行った場

合」とするなり、現行投資勧誘規則第５条の２と同様「勧

誘、（当該販売の勧誘の要請をしていない顧客に対し、訪

問し又は電話により行うもの並びに当該販売の勧誘の要

請をしていない顧客に対し、協会員の本店、その他の営

業所又は事務所において行うものに限る。）」という条件

をつけるべきである。 

コールセンターでの投資信託の受動的な受注において

も、会話の中で顧客から買付け商品の内容について質問

されることは少なからずあり、それに応えて説明を行う

ことを「勧誘」として役席者による事前承認の対象とす

ることは、実務上現実的でないばかりか、顧客保護に寄

与せず、また著しく顧客利便性を阻害する。さらに、契

約締結前交付書面の記載事項に関する「説明」義務の履

行は「個別商品の買付けに関する説明」にはあたらない

という奇妙な解釈がなされない限り、事実上すべての受

注が「勧誘」を伴うものとなり、事前承認手続きを要す

ることになってしまう。 

本ガイドラインにおいて

は「勧誘」を「個別商品の

買付けに関する説明」と定

義しており、投資勧誘規則

第５条の２における「勧

誘」の概念と同じではあり

ません。 

なお、コールセンターにお

ける高齢顧客に対する勧

誘留意商品の買付けに関

する説明については、本ガ

イドラインが適用される

こととなります。 

24 全般 協会規則改正案にある「…勧誘による販売を行う場合に

は…」や「高齢者顧客の勧誘による販売に係るガイドラ

イン」等の“販売”との表現は、今回の規則改正が買付

勧誘を意味するものだとの理解でよいか。また、売却に

係る注文受注の制限等はガイドライン等の対象外とする

理解でよいのか。 

本ガイドラインにおいて

は「勧誘」を「個別商品の

買付けに関する説明」と定

義しています。 

よって、売却に関する説明

は、「勧誘」の対象外であ

ると考えます。 25 全般 本ガイドラインは、勧誘による販売に係るガイドライン

であるため、勧誘による売却は、本ガイドラインの対象
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

外であることを確認したい。 

26 全般 売却（決済）についても、当ガイドラインが適用される

のか。 

27 全般 当社において高齢者（90歳）であるため取引の縮小を提

案し、92歳で取引を終了された。その後、他社にて取引

を始められ、当社での取引縮小について訴訟を起こされ

た経緯がある。もし、同様のケースが起こった場合、規

則であるからで済むのか。 

今回の規制・ガイドライン

の制定目的は、高齢顧客の

取引を排除・縮小させるこ

とではありません。 

28 全般 現在、全国でＩＦＡ(インディペンデント・ファイナンシ

ャル・アドバイザー)が増加している。主に営業員を持た

ないネット証券などが販路の拡大などを目的に行ってい

ると言える。しかしながら、従来の税理士や行政書士な

どの専門家による証券仲介業と違い、今回のＩＦＡは証

券会社の元営業員が報酬面の魅力により転身する場合が

多い。一部かもしれないが、その中には営業姿勢が悪い

為に証券会社を退職した者もいると聞く。ＩＦＡをネッ

ト業者が本当にこの規制どおりに管理できるのだろうか

疑問である。 

本規則の改正に伴い、自主

規制規則「金融商品仲介業

者に関する規則」が改正さ

れ、本ガイドラインの適用

を受けることとなります。 

また、金融商品仲介業者の

法令遵守については、委託

元の協会員が徹底すべき

ものであることにも留意

してください。 

29 全般 金融商品仲介業者の顧客が高齢顧客となる場合の取り扱

いについては、異なる取扱いが想定されるので、別途、

ガイドラインを示していただきたい。 

例えば、金融商品仲介業者の顧客が高齢者である場合、

勧誘について事前承認する役席者は、仲介業者の役席者

でよいか。また、役席者が不在の場合、あるいは仲介業

者が個人の場合の事前承認は、所属証券会社の役席者が

行うのかということを示してほしい。 

今回の規則改正では、協会

員に対して高齢者への勧

誘による販売に関する社

内規則の制定を義務付け

ています。また、協会員は

金融商品仲介業者に対し

て、本協会の規則を周知

し、その遵守を徹底しなけ

ればならないこととされ

ています。したがって、協

会員は本規則の趣旨を踏

まえ、所属金融商品仲介業

者の規模や組織形態、現在

委託元の協会員において

30 全般 約定後の連絡は担当営業員以外の者が行うと記載されて

いるが、仲介業者の場合、個人事業主として営業員が１

名だけ（事業主本人）の取扱は、個人事業主を「一定の

職責以上の役責者」として勧誘行為や翌日以降の受注及

び約定結果連絡も行う事が可能としてよいか。 
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

実施している勧誘及び取

引に係る承認の手順等を

勘案して、高齢顧客への勧

誘による販売に関するル

ールや諸手続きを定めて

ください。 

なお、仲介業者が個人の場

合における役席者による

事前承認、役席者による受

注、約定後の連絡は、委託

元の協会員が行うことが

適当であると考えられま

す。 

31 施行

時期 

多くの金融機関では、現状、高齢顧客に対する販売・勧

誘ルールを定めるなど適切な対応に努めているが、今回

の改正を踏まえた社内規則や社内体制を整備するための

準備期間が少ないため、本年 12 月 16 日とされている施

行開始時期について、一定程度後ろ倒し（例えば平成 26

年４月等）を検討してほしい。 

来年１月からはＮＩＳＡ

制度が導入され、投資未経

験者、投資初心者である高

齢顧客も含めてＮＩＳＡ

口座における取引が開始

されることから、規則の施

行日は原案のままとしま

す。 

なお、施行日までにシステ

ム対応等が間に合わない

協会員については、代替措

置により、順次対応してく

ださい。 

32 施行

時期 

施行時期を考慮してほしい。 

33 施行

時期 

今回の高齢者に対する規制は、全ての証券会社に大きな

影響があると言える。特に比較的少数で対応している中

小証券に負荷が大きい。であるにも関わらず、今回の規

制に関しては決定方法が甚だ一方的である。 

多くの証券会社の意見を聴収する機会もパブリックコメ

ントのみ。パブリックコメントの締め切りから、２週間

後に自主規制会議が開催され、12 月から実際の施行とな

るようであるが、このような形で決定された規制を業界

の自主ルールと言うのは大いに疑問を感じる。施行時期

は延期して、業界内での議論を行うべきである。監督官

庁側がどうしても 12 月からの施行にこだわるのであれ
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

ば、協会の自主規制という形ではなく、金融庁のルール

として施行してほしい。 

34 施行

時期 

平成 25年 12月 16日より施行とあるが、猶予期間を設け

てほしい。現在、ＮＩＳＡ対応に追われており、システ

ム対応が間に合わない。もちろん、それまでは運用でカ

バーすることを前提としている。 

35 施行

時期 

面談等の内容を記録するための電話録音機能を導入した

いため及び社内周知徹底にあたって相当の日数を要する

ため、施行日の繰り下げを再考してほしい。 

36 施行

時期 

本規制改正に対応するには、規定の改定だけでなく人員

構成の見直し等広範に影響があるため、猶予期間を半年

ほど取ってほしい。 

37 施行

時期 

施行日は 12 月 16 日の予定とあるが、できる限り先に延

期をしてほしい。 

（規程の制定・役職員や顧客への周知のために、相当な

時間を要するため。また、本件は証券会社の経営に非常

に重大な影響を及ぼすものと思われるので、現場からの

意見を汲み取って、慎重に議論してほしい。） 

38 施行

時期 

高齢者取引に関して社内規程を整備し、それに沿って運

用をしている場合には、本ガイドラインに沿った運用の

義務付けを猶予する期間を設けてほしい。 

ガイドライン １．社内規則の制定【８件】 

39 １．

Ｑ１ 

個人投資家を顧客として想定していない金商業者の場合

は、本ガイドラインで求められる社内規則の制定等は不

要と言う理解でよいか。 

ご理解のとおりです。 

40 １． 

Ｑ1 

ガイドラインでは、「金融機関の目線をある程度あわせ

る」とあるが、記載内容に対しどの程度目線を合わせる

べきか。 

①75 歳以上もしくは 80 歳以上をもって高齢者としなけ

ればならないとの理解でよいか。 

②高齢者は、75歳以上の段階で販売可能商品と、80歳以

上の段階で販売可能商品に分けて設定すべきとの理解

社内規則で定めるべき事

項のうち「高齢顧客の定

義」及び「高齢顧客に勧誘

可能な商品の範囲等」につ

きましては、本ガイドライ

ンにおいてミニマムスタ

ンダードを示しています。 
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

か。 本ガイドラインでは、目安

として 75 歳以上の顧客を

高齢顧客とし、その中でも

より慎重な勧誘による販

売を行う必要がある顧客

を 80 歳以上の顧客として

います。 

高齢顧客の年齢により、勧

誘可能商品を分けていま

せんが、高齢顧客の年齢に

より、勧誘可能商品の範囲

を設定するような運用も

可能であると考えます。 

41 １．

Ｑ１ 

 

Ｑ＆Ａでは各社対応と幅を持たせるような回答になって

いるが、ガイドライン等を検証すると、幅がなく各社の

実情等を考慮する余地がない。 

（理由： 弊社も高齢者の勧誘等については、社内規定等

の整備及び社員教育の充実の必要性を感じており着手

したところであるが、今回のガイドラインについては

各社の実情等を考慮する余地がまったく感じられな

い。今回の高齢者の勧誘等のガイドラインについては、

弊社だけでなく顧客の意向等（高齢者＝認知力の不足

と捉えることにより、顧客と弊社の間に摩擦が生まれ

る可能性もある）を考慮する必要があると思われる。

また、地域性や会社の基本姿勢、営業形態等（弊社は、

投資信託の乗り換え手数料を無料にしている）など、

実態が異なっている中で、ある程度の目線を合わせる

必要性に疑問を感じている。 

42 １．

Ｑ１ 

「①高齢顧客の定義」において、「目安として 75 歳以上

の顧客を対象とし、…80 歳以上の顧客とすることが考え

られます。」とあるが、75 歳及び 80 歳という年齢設定は

義務であるのか、各社裁量による決定（特に年齢基準の

引上げ）が認められるのか、ガイドラインの文言上で明

らかにしてほしい。 

本件規制は極めて硬直的な対応であるとの批判を高齢顧

客より受けることも想定されるが、その場合、本件規制

に係る対応の適用範囲となる高齢顧客の年齢基準を引き

上げた上で、年齢に拘わらず顧客の実情に応じて適切と

考えられる対応、すなわち従来の適合性原則に基づく対

応を本件規制対応の事前規制として自主的に設定した方

が妥当である場合も考えられる。この場合に、個社裁量

として認められる範囲を明確化していただきたいと考え

る。 

43 １． 高齢者に対する社内規定を作成するにあたり、①高齢顧 ご理解のとおりです。 
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

Ｑ１ 客の定義から⑤モニタリングは「必ず規定する」という

理解でよいか。 

また例えば現在弊行では 70歳以上を高齢顧客と位置付け

ているが、「業界として目線を合わせた勧誘による販売」

が背景となっていることを勘案した場合、本ガイドライ

ンの目安である 75歳に変更した方がよいか。 

なお、現在の社内規則にお

いて、本ガイドラインより

厳しい基準を定めている

場合には、改定等の必要は

ありません。 

44 １．

Ｑ２ 

基本的には各金融機関が自身の実情に応じて社内規則を

規定することになるが、「各社により高齢顧客への勧誘に

よる販売に関する考え方が大きく異なってしまうこと

は、複数の協会員との取引を行う高齢顧客が戸惑うこと

にもなりかねないことから、ある程度目線を合わせるこ

とが必要である」としており、日証協において社内規則

の参考例を作成いただきたい。 

各社においては、既に各社

の実情に応じて社内規則

等を定めていることから、

本協会において社内規則

の参考例を作成する考え

はありません。 

本ガイドラインの趣旨等

を踏まえ、各社において社

内規則等を定めてくださ

い。 

45 １．

Ｑ２ 

社内ルール上、訪問、店頭、電話などの接触方法など販

売チャネル毎に定める必要性があるのか。  

販売チャネルにより高齢

顧客への対応が異なるこ

とも想定されることから、

そのような場合は必要に

応じて販売チャネルごと

に社内規則等を定めてく

ださい。 

46 １．

Ｑ２ 

本ガイドラインの考え方に沿った社内規則がある場合

は、新たに作る必要は無いとされている。それは当然の

ことだが、新設であれ、既存の社内規則であれ、ばらつ

きが出る恐れがある。協会で、認証することが必要と思

われる。特に、勧誘可能な商品の例示に関しては、慎重

な認証が必要と思われる。 

投資勧誘規則第５条の３

が制定されることにより、

協会監査において、自主規

制規則の遵守状況につい

て検証したいと考えます。 

ガイドライン ２．高齢顧客の定義【27 件】 

47 ２.

Ｑ１ 

年齢の定義の目安として 75歳、80歳とあるが、顧客への

説明をするための何か根拠となるものがあれば示して欲

社内規則で定めるべき事

項のうち「高齢顧客の定
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

しい。 義」及び「高齢顧客に勧誘

可能な商品の範囲等」につ

きましては、本ガイドライ

ンにおいてミニマムスタ

ンダードを示しています。 

本ガイドラインでは、目安

として 75 歳以上の顧客を

高齢顧客とし、その中でも

より慎重な勧誘による販

売を行う必要がある顧客

を 80 歳以上の顧客として

います。 

苦情・あっせんの申立ての

状況や、各社における顧客

分布、社会情勢等を総合的

に勘案し、高齢顧客の定義

を目安として 75 歳以上と

しました。 

また、本人以外（家族）か

らのあっせんの申立てに

おける顧客の年齢が 80 歳

以上の場合がほとんどで

あったことから、目安とし

て 80 歳以上の顧客につい

ては、より慎重な対応を行

うこととしました。 

なお、役席者が頻繁に接

し、顧客属性、投資意向、

投資経験などを十分に把

握している場合において

は、本ガイドラインの対象

外とすることも可能とし

48 ２．

Ｑ１ 

慎重な勧誘を行う高齢者定義に関し、75 歳以上を目安と

しているが、国民生活センター等で出される高齢者被害

の報告書等（金融取引に限らず）を見ますと、おおむね、

70 歳以上の高齢者となっている。特に、金融取引は複雑

で理解しにくい分野であること、また、ＮＩＳＡで多く

のソフィスティケートされていない消費者が新たに市場

に参加してくることを考慮すると、少なくとも、高齢者

の定義として、70 歳以上が望ましく、またより慎重な勧

誘による販売を行う顧客は、後期高齢期の 75歳以上とす

べきではないかと思われる。 

49 ２．

Ｑ１ 

年齢によってより慎重に扱うことは理解できるが、75 歳

以上の顧客対応方法と 80歳以上の顧客対応方法をそれぞ

れ社内規定に盛り込む必要があるのか。基本的に高齢顧

客の対応の規定は一本化が望ましいと考える。 

50 ２ ．

Ｑ１ 

年齢を 75歳以上と定め、80歳以上を別分類することなど

の形式的な規則では、本改正の趣旨の実効性を担保でき

ない。 

本来、年齢に加え、投資選好、投資経験、資産状況など

様々な要件を総合的に勘案して慎重な勧誘行為を行うべ

きかどうかを判断するのが顧客に対する誠実な対応であ

ることから、ここでは年齢を「80 歳を目安とした高齢顧

客」という表記にとどめ、より具体的な上記要件等を盛

り込むべきである。 

51 ２ ．

Ｑ１ 

高齢の方の能力は、個人差が非常に大きく、高齢顧客の

定義を単純に年齢で線引きすることは無理だと思う。 

52 ２ ．

Ｑ１ 

この規則で 75歳以上を高齢者と定義するのではなく、各

社の管理態勢に応じて、各社の判断で高齢者という年齢

を定義することを考える。 

53 ２ ．

Ｑ１ 

高齢者にも人それぞれ違いがある。一概に年齢で区別す

るのは荒っぽいのではないか。 

54 ２ ． 現在、高齢者等には、リスクの高い商品の勧誘禁止等慎
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

Ｑ１ 重な対応を行っており 75歳以上対象で、さらに、後期高

齢者として 80歳以上を区別することは芳しくないと考え

る。顧客の健康状態や物事への判断力、理解度等は個人

差が大きいことから、「一律的な年齢の設定」は、差別行

為につながりかねないため、相応しくないと考え、これ

は現場では混乱しかねないと思われる。 

ています。 

55 ２ ．

Ｑ１ 

弊社では現時点で高齢者顧客の定義を社内規則には規定

していない。しかし、今回のガイドラインと同様に 75歳

以上を高齢顧客、80歳以上を超高齢顧客として位置づけ

るという認識は全社員が持ち合わせている。従前より弊

社では、日本株式に特化した営業を行ってきた。この時

点では顧客の年令で線を引くのでは無く、年令に関係無

く取引を継続していく上で顧客自身がどうであるかを最

優先に考えてきた。とは言うものの、時代の流れ、また

２年前から投資信託の取扱いを始めた事から、前記の認

識を新たにしたというものである。 

それに伴って、超高齢顧客に投資信託を勧誘する際には、

顧客本人以外の家族の方が同席、もしくは、営業担当者

の上長が同席する。あるいは以前から行っているアテン

ション顧客の抽出基準項目を増やす等々の社内ルールを

作り、営業部門・管理部門が一体となり取り組んでいる。 

ただ、顧客よりよくお叱りを受けるのが「年寄り扱する

な！」である。「規制緩和の時代といいながら、規制強化

ばかりじゃないか！」とも言われる。もちろん、様々な

顧客がいらっしゃるので一定の目安は必要だと思う。 

「高齢顧客取引」については、何年も前から言われ続け

てきた事なので、会社側も顧客側も認識は出来ていると

思う。 

実際、弊社ではトラブル等は一切ない。高齢化社会の現

在、定年も伸びて、70 歳まで働こうという流れが国の方

針になっている。 

弊社はもちろん、対面営業を行っている証券会社はどこ
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

も、顧客の高齢化について真剣に考えていると思う。 

会社主義でなく、投資家の利益を最優先に考えた行動を

取れば何事も問題なく、また高齢といえども楽しんでお

取引頂けると確信している。次の世代に財産もスムーズ

に引き継がれると考える。 

すなわち、「高齢者顧客の定義」として目安的なものだけ

を設けるのはよいが、そこから先は各社各様の社内ルー

ルによる対応が望ましいと思われる。 

56 ２．

Ｑ１ 

75歳以上を目安として高齢顧客を定義、80歳以上を目安

としてより慎重な勧誘による販売を行う必要がある顧客

を定義している。 

※例えば、会社経営者、役員等である高齢顧客について、

支店長等の役席者が頻繁に接し、顧客属性や投資意向を

十分に把握している場合においては、担当役員等の承認

を得て、本ガイドラインの対象外とすることも可能とあ

るが、現状では、80 歳以上の高齢顧客に対しては、各社

で商品別等、かなりの制限を設けていると考えられるが、

上記記載のガイドライン対象外とするということについ

ては、従来の制限は、一律的に撤廃する等、各社の判断

に委ねるということでよいのか。 

社内規則で定めるべき事

項のうち「高齢顧客の定

義」及び「高齢顧客に勧誘

可能な商品の範囲等」につ

きましては、本ガイドライ

ンにおいてミニマムスタ

ンダードを示しています。 

したがって、これらの事項

について、各社においてよ

り厳しい基準を定めてい

る場合には、改定等の必要

はありません。 

社内規則で定めるべきそ

れ以外の事項（「勧誘場所

や方法に応じた勧誘」、「約

定後の連絡」、「モニタリン

グ」）につきましては、本

ガイドラインの趣旨、例示

を勘案のうえ、各社におい

て定めてください。 

57 ２．

Ｑ１ 

高齢顧客の範囲を年齢を基準として定める要請の中で、

「年齢の目安としては 75歳以上の顧客を対象とし、その

中でもより慎重な勧誘による販売を行う必要がある顧客

を 80歳以上とする」との２つの年齢を基準としての考え

方を提示しているが、当社は既に 76歳以上を高齢顧客と

して、より慎重な勧誘を行っている。 

より慎重な勧誘を行うために、役席者の面談等を義務付

けているが、その行為がしつこい等のお怒りの指摘があ

るのも事実である。 

協会案では、75 歳と 80 歳に区分されているが、80 歳以

上を更に慎重な勧誘とした場合には、１回の勧誘で２回

以上の確認となるので、高齢顧客については、２つの年
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

齢基準を設ける必要はないと考える。 

また、社内ルールとして一律 76歳以上と定めても問題な

いか。 

58 ２．

Ｑ１ 

高齢者の定義として、年齢の基準を設ける際の目安を提

示（75歳、80歳）しているが、既に高齢者としての基準

を設定している場合（例えば 76歳、78歳など）は、既存

の設定を認めてほしい。 

59 ２．

Ｑ１ 

高齢顧客の取引代理人が高齢者に該当しない場合、当該

取引代理人への勧誘であれば、勧誘留意商品であっても、

本ガイドラインの適用除外とすることもできるという趣

旨であることを確認したい。 

取引代理人が高齢者に該

当しない場合であっても、

口座名義人の年齢により

本ガイドラインの対象顧

客とすることも妨げませ

ん。 

60 ２．

Ｑ２ 

「会社経営者、役員等である高齢顧客について、担当役

員等の承認を得て、本ガイドラインの対象外とすること

も可能」とあるが、担当役員等の承認は、顧客の個別取

引を対象とするものではなく、社内規則において対象外

とできる要件を具体的に規定し包括的な承認を得ておく

との対応でもよいか。 

本ガイドラインの対象外

とする顧客の要件を定め

たうえで、担当役員等が、

対象顧客一人一人につい

て適正性を判断する必要

があると考えます。 

61 ２．

Ｑ２ 

特定の顧客を本ガイドラインの対象外とする手続きとし

て、「担当役員等の承認」とあるが、これは「営業担当役

員」のことか。 

また、営業担当役員が、個別の顧客の属性について承認

するのは、現実的ではないと思われるが、担当役員の承

認は例示と考えてよいか。 

本ガイドラインの対象外

とすることについては、協

会員において慎重に判断

する必要があると考えて

います。 

「担当役員等」は営業部門

担当役員、内部管理部門担

当役員のいずれでも差し

支えありませんが、対象顧

客一人一人について適正

性を判断する必要がある

と考えます。 

62 ２． 本ガイドラインの対象外とする顧客の承認者は担当役員 承認者を担当役員に限定
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

Ｑ２ 等とあるが、担当役員でなくても ブロック長、地区担当

本部長等その営業単位を統括する立場であれば良いとの

解釈でよいか。 

するものではありません

が、本ガイドラインの対象

外とすることについては、

協会員において慎重に判

断する必要があると考え

ています。 

なお、幅広に解釈しすぎた

結果、本ガイドラインの趣

旨が損なわれないよう留

意してください。 

63 ２．

Ｑ２ 

「例えば、会社経営者、役員等である高齢顧客について、

支店長等の役席者が頻繁に接し、顧客属性や投資意向を

十分に把握している場合においては、担当役員承認を得

て、本ガイドラインの対象外とすることも可能」と例示

しているが、①「会社経営者、役員等である高齢顧客に

ついて、」は削除すべきではないか、②「支店長等の役席

者」は、「役席者」に改めるべきではないか、③「担当役

員承認」は「支店長等の承認」に改めるべきではないか。 

「会社経営者、役員等」は、

日常的に企業経営に携わ

っていることから、十分な

理解力があることが多い

と考えられ、支店長等の役

席者が頻繁に面談等を行

っている場合には対象外

とできることを例示した

ものです。 

本ガイドラインの対象外

にすることができる顧客

の範囲については、「会社

経営者、役員等」に限るも

のではありませんが、この

例に照らし適当と考えら

れる顧客の範囲を各社の

実情に応じて定めていた

だくものと考えます。 

ただし、幅広に認めすぎた

結果、本ガイドラインの趣

旨が損なわれないよう留

意してください。 

64 ２ ．

Ｑ２ 

高齢顧客が自らの取引について、ガイドラインの適用除

外を望む場合、証券会社において、顧客からの自発的な

除外申請であることや、当該顧客の投資判断能力等に問

題がないことを確認できるのであれば、当該顧客への勧

誘による販売に関し、本ガイドラインの対象外とするこ

とができるのか。 

65 ２ ．

Ｑ２ 

ガイドライン案にある本ガイドラインの適用対象外とで

きる高齢顧客の例示について、会社経営者、役員等以外

の顧客であっても実情に応じて適用対象が意図できるよ

う柔軟かつ合理的な規制となるように配意してほしい。 

66 ２．

Ｑ２ 

「会社経営者、役員等」を削除してほしい。該当個所は、

会社経営に直接関与している現役の経営者、役員等を想

定していると思料するが、顧客面談等を通じ「無職」で

あるものの勧誘を行う上で資産的、理解力等適合性上問
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

題がないと判断できる高齢者も相当数存在することから

「会社経営者、役員等」という表現を削除してほしい。 

67 ２．

Ｑ２ 

会社経営者、役員等である高齢顧客について、支店長等

の役席者が頻繁に接し、顧客属性や投資意向を十分に把

握している場合においては、担当役員等の承認を得て、

本ガイドラインの対象外とすることも可能と考えますと

あるが、経営者、役員であっても役職だけで実際はどう

かという場合も多々あるし、役職者でないから対象外で

はないという基準はおかしいのではないか。 

68 ２．

Ｑ２ 

「会社経営者、役員等である高齢顧客について、支店長

等の役席者が頻繁に接し、顧客属性や投資意向を十分に

把握している場合においては、担当役員等の承認を得て、

本ガイドラインの対象外とすることも可能と考えます」

とあるが、「役員等」には役員以外であっても経済や証券

知識が豊富で勧誘に対して適合している顧客も含まれる

と解釈するがそれでよいか。 

69 ２． 

Ｑ２ 

本ガイドライン許容対象外の例として、会社経営者、役

員等であってかつ一定の要件を満たす場合が掲げられて

いるが、この「経営者・役員等」は、ある程度日常的に

ビジネス情報に接している者の例と捉えることができ、

従ってそのような属性を有していると合理的に考えられ

る者であれば、規定された一定要件の充足をもって対象

外と考えることができるか。 

70 ２．

Ｑ２ 

例えば、会社経営者、役員等である高齢顧客・・・と記

述されているが、通常の高齢顧客についても同様に、本

ガイドラインの対象外とすることが可能なようにすべき

と考える。 

71 ２．

Ｑ２ 

高齢顧客の例外として、会社経営者、役員等が挙げられ

ているが、明確な基準を示してほしい。 

（実際には、農家や商店経営者、元役員など様々な職業

のお客様がおられ、また、無職の方でも投資判断力が充

分ある高齢のお客様が数多くおられるため、対象内・対
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

象外の判断が非常に難しいと思われる。また、基準があ

いまいで、主観による判断となると、差別や人権侵害と

とられ、トラブルにつながる危険性もあると思われる。） 

72 ２．

Ｑ２ 

「なお、例えば、会社経営者、役員等である高齢顧客に

ついて、～担当役員等の承認を得て、本ガイドラインの

対象外とすることも可能」とあるが、例え、現時点は無

職であっても、多くの保有資産を持ち、投資経験の長い

方は多数おられる。 

職業等により、ガイドラインの適用除外を設ける必要性

はなく、高齢顧客に対して慎重な勧誘を行うことが大事

ではないか。 

73 ２． 

Ｑ２ 

「会社経営者、役員等である高齢顧客について、支店長

等の役席者が頻繁に接し、顧客属性や投資意向を十分に

把握している場合においては担当役員等の承認を得て、

本ガイドラインの対象外とすることも可能と考えます」

とあるが、 

①「会社経営者、役員等」と「頻繁に接し」は両方満た

す必要があるか。 

②「会社経営者、役員等」でなくても現役で働いている

高齢顧客であり、役席者が頻繁に接している場合であれ

ば対象外としてよいか。 

③「頻繁に接し」とは最低どれくらいの頻度で接してい

ることを想定しているか。また、「接し」の中には、電話

でのコンタクトも含まれるか。 

①両方満たす必要があり

ます。 

②本ガイドラインの対象

外にすることができる顧

客の範囲については、「会

社経営者、役員等」に限る

ものではありませんが、こ

の例に照らし適当と考え

られる顧客の範囲を各社

の実情に応じて定めれば

よいものと考えます。 

③頻度については、各社の

実情に応じて各社におい

て定めてください。 

ガイドライン ３．高齢顧客への勧誘による販売商品【131 件】 

74 ３．

Ｑ１ 

勧誘留意商品を定義し、勧誘留意商品の例を提示すべき

であると考える。当規則の目的を踏まえていることを前

提に、各社の高齢顧客管理・商品特性・販売活動・社内

規定等実態に即した、例外規定も盛り込めるようにして

もらいたい。 

各社の目線を合わせてい

ただくため、高齢顧客に勧

誘可能な商品の範囲等に

ついて、ミニマム・スタン

ダードを示しています。 

75 ３ ． 勧誘を伴わない場合として、「勧誘留意商品を自ら選択 顧客から数量又は金額の

24 
 



項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

Ｑ１ し、銘柄及び数量を指定して購入を希望する場合」とあ

るが、数量の指定までをも条件とするのはあまり現実に

即しているとはいえず、銘柄の指定が個別具体的であれ

ば、数量につき過大とならないよう留意して販売するこ

とを前提として、勧誘を伴わない場合と考えることはで

きないか。 

指定があれば、本ガイドラ

インで定義する「勧誘」に

該当しないこともあると

考えられます。 

76 ３．

Ｑ１ 

「『投資信託を買いたいのだが、何かお勧めの商品はない

か。』との質問に対して、具体的な勧誘留意商品を示して

説明することは勧誘に該当すると考えられます」とある

が、例示を増やしてもらいたい。 

この例で、顧客の投資目的に合致した数種類の勧誘留意

商品に係る販売用資料をＤＭ等により配布した結果、当

該顧客から連絡があり銘柄・数量を指定して購入する場

合は、「勧誘を伴っていない」との整理でよいのか。 

本ガイドラインで定義す

る「勧誘」に該当するか否

かは、個別事例に即して実

質的に判断されるべきも

のと考えますが、ご質問の

ケースは本ガイドライン

で定義する「勧誘」に該当

しないと考えられます。 

なお、例えば、高齢顧客か

らの求めに応じて質問に

回答する、又は資料を送付

するのみで、その前後を通

じて当該商品の買付けに

関する説明を行わない場

合には、「勧誘」に該当し

ないと考えられます。 

77 ３．

Ｑ１ 

「高齢顧客から、例えば『投資信託を買いたいのだが、

何かお勧めの商品はないか。』との質問に対して、具体的

な勧誘留意商品を示して説明することは勧誘に該当する

と考えられるので、所定の手続きや条件に従って対応す

る必要があることに留意する必要がある。」としている

が、顧客に何の説明もせずパンフレットやレポート等を

配布しただけでその資料を見て顧客が注文を発注した場

合には、インターネット証券がホームページに商品案内

を掲載しているものを顧客が見て発注する行為と同様と

考えられることから、当該配布資料を見て顧客から受注

する場合には勧誘に該当しないと解釈するがそれでよい

か。 

78 ３．

Ｑ１ 

「投資信託を買いたいのだが、何かお勧めの商品はない

か。」との質問に対して、「ファンドＡ」と「ファンドＢ」

で迷っている場合、両商品の商品性を説明するのは「勧

誘」に該当するのか。また、国内株式ファンドでの運用

は希望されているが、銘柄が決まっていない場合、取扱

ファンドの説明は勧誘行為に該当するのか。 

本ガイドラインで定義す

る「勧誘」に該当するか否

かは、個別事例に即して実

質的に判断されるべきも

のと考えますが、ご質問の

ケースは本ガイドライン
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

79 ３．

Ｑ１ 

顧客の投資目的に合致した数種類の勧誘留意商品に係る

販売用資料をＤＭ等により配布し、当方から顧客に連絡

した場合には「勧誘」となるのか。また、当該顧客がそ

のうちの１銘柄について買付の意思を示したが数量を指

定しない場合は「個別商品の買付けに関する説明」に該

当するのか。実務的に判断の難しいところなので回答い

ただきたい。 

で定義する「勧誘」に該当

すると考えられます。 

80 ３ ．

Ｑ１ 

「勧誘」の定義について、高齢顧客が自ら銘柄及び数量

を指定して購入を希望する場合には本ガイドラインの対

象外とあるが、銘柄を複数指定して説明を求められた場

合も、同様に本ガイドラインの対象外と解釈して差し支

えないか。 

81 ３．

Ｑ１ 

当初勧誘を行っていたが購入にいたらず、一定期間を経

て注文が入った場合については、勧誘ではなく顧客の自

発的な注文であるという認識でよいか。 

個別事例に即して実質的

に判断されるべきものと

考えますが、顧客からの自

発的な注文に先立って行

われた「勧誘」との関連性

が相当程度認められる場

合には、本ガイドラインで

示す勧誘に係る手続き

（「翌日以降の受注」等）

が必要になると考えられ

ます。 

82 ３．

Ｑ１ 

商品説明を受けた高齢顧客が、説明を受けた時点では投

資の決断をせず、その後、商品説明を行った担当営業員

またはそれ以外の営業員に自分から電話をかけて当該商

品の購入を申し込んできた場合、顧客が熟慮の上で自ら

銘柄等を指定して取引を希望しており、本ガイドライン

の対象外と考えられるがどうか。 

83 ３．

Ｑ１ 

顧客に勧誘留意商品について説明を行い、後日、当該顧

客が自発的に当該商品について、銘柄・数量を指定して

購入を希望してきた場合は、本ガイドラインの対象外と

して取り扱ってよいことを確認したい。 

84 ３．

Ｑ１ 

 

「勧誘」とは「個別商品の買付けに関する説明」と規定

されているが、目論見書等に記載されている一般的な内

容にかかる顧客からの質問に応じて回答することは「勧

誘」に該当しないものと考えてよいか。 

本ガイドラインで定義す

る「勧誘」に該当するか否

かは、個別事例に即して実

質的に判断されるべきも

のと考えます。 85 ３． 

Ｑ１ 

勧誘とは「個別商品の買付けに関する説明」とあるが、「買

付け」に関する説明の範囲が明確でない。例えば、顧客

から具体的な銘柄（勧誘留意商品）を示して商品説明を
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

求められた場合、あるいは、「新興国に投資する投資信託

がないか。」との問い合わせを受けて、取り扱っている個

別商品の銘柄名だけを説明することも該当するか。 

86 ３．

Ｑ１ 

 

説明の前に顧客が銘柄と数量を指定して購入の希望を示

した場合は、その後販売に際して説明したとしても、そ

れ以前に購入意思が固まっていたものとして、勧誘に該

当しないという理解でよいか。 

87 ３．

Ｑ１ 

高齢顧客から、「投資信託を買いたいのだが、何かお勧め

の商品はないか」との質問に対し、具体的な商品を説明

する場合が「勧誘」に該当するとしても、役席者の事前

承認は必要ないことを確認したい。 

個別商品の買付けに関す

る説明が行われるのであ

れば、本ガイドラインで定

義する「勧誘」に該当する

と考えられることから、当

該説明前に役席者の承認

が必要になると考えます。 

ご質問は、高齢顧客が来店

された場合のことである

と推察しますが、このよう

な場合に誰がどのように

対応するのかについて、自

社の組織形態や人員配置

に照らして、あらかじめ態

勢を整備してください。 

88 ３．

Ｑ１ 

商品選定について大事なのは、「高齢者顧客」に対してだ

けでなく全ての顧客が対象であること、つまり、流動性

及び換金性が低いものはもちろん、仕組みが複雑な商品

は年齢に関係なく、理解が出来ている顧客以外には勧誘

販売してはいけないと理解している。 

よって弊社は、もともと仕組みが複雑な商品は基本的に

は取り扱わず、投資信託においても、シンプルなものだ

けに限定している。 

当然、以前は理解出来ていても、年齢によって理解力が

劣っていく事がある。 

各社により高齢顧客への

対応が異なることにより、

複数の金融機関と取引を

行う高齢顧客が戸惑うこ

とにもつながりかねない

ことから、ある程度の目線

を合わせるために、規則・

ガイドラインを制定する

こととしました。 

なお、現在の社内規則が本
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

各社独自の社内ルールに則り、定期的に顧客面談を行う

事により十分クリアー出来ると思う。 

ガイドラインの考え方に

沿っており、かつ規定すべ

き事項が充足している場

合やより厳しい基準を定

めている場合には、改定等

の必要はありません。 

89 ３ ．

Ｑ２ 

ガイドラインでは、「金融機関の目線をある程度あわせ

る」とあるが、記載内容に対しどの程度目線を合わせる

べきなのか。 

Ｑ２で示された商品については「勧誘留意商品」の対象

にする必要はないとされているが、一方で各社の判断に

よって「勧誘留意商品」とする考え方もあるとされてい

る。ある程度目線が異なってもよいとの理解でよいか。 

90 ３．

Ｑ２ 

本ルールが対象となる商品については、例示から大きく

逸脱するものでなければ、自社の判断に任せてほしい。 

91 ３．

Ｑ２ 

勧誘による販売可能商品の該当性を判断するにあたって

は、一般的には、価格変動が比較的小さい、仕組みが複

雑でない、換金性が高いという基準を用いているのにも

かかわらず、「知名度」は影響するのか。 

例えば、テレビやラジオ等

で価格情報が報道される

指標（日経平均株価、東証

株価指数）などは、情報入

手が容易であることから、

高齢顧客が投資判断を行

いやすいと考えられます。 

92 ３．

Ｑ２ 

株式について商品性が広く周知されていることから、一

律の制限がなじまないのであり、また、日経 225 に連動

する投資信託は指標がよく知られており、一律の制限に

なじまないのであれば、たとえば主として国内株式に投

資し、日経 225 をベンチマークとして運用する投信につ

いても、一律の制限になじまないと考えてよいか。 

本ガイドラインで示して

いるのは「値動きが日経

225 やＴＯＰＩＸの変動率

に一致するように設計さ

れた投資信託」であり、当

該指標をベンチマークと

しているもののすべてを

指しているものではあり

ません。 

93 ３．

Ｑ２ 

上場株式・日経 225・ＴＯＰＩＸ等は本ルールの対象にな

らないため、信用取引、先物・オプション取引について

も勧誘留意商品とならないという認識でよいか。 

信用取引、新株予約権証券

の売買その他の取引及び

有価証券関連市場デリバ

ティブ取引等（上場先物・

オプション取引）は、本協

94 ３．

Ｑ２ 

複雑な投信や仕組債など商品性の理解が難しいものの勧

誘が問題なのであって、貴協会の考え方にもあるように、
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

上場株式などを除外していることは、よく理解できる。

しかしながら、上場株式等の現物取引のみを除外して、

信用取引が除外に含まれていないのは以下の点から納得

的ではない。 

・信用取引は、顧客が自らのリスク許容度に応じて行っ

ているものであり、「商品性の理解が難しい」というもの

ではない。 

・信用取引も現物取引同様、その時々の相場で発注・約

定に至るものであり、又、期日もあることから、当日は

受注できない、あるいは、受注時に人を代える等の対応

は現実的ではない。かえって、トラブルの元となりかね

ない。 

・当然ながら、顧客は「現物取引」とは異なるボリュー

ムリスクを負うが、証券会社としても、特に信用取引は

信用供与であることから、現物取引とは異なる顧客管理

を行っており、従来から顧客属性やリスク管理に十分留

意している。 

このガイドラインを順守しようとすればするほど、高齢

であるからという理由で、一律に信用取引から高齢者を

排除しているものととられかねない。従来より、「信用取

引」は「現物取引」と区別して管理に留意しており、ガ

イドラインにおいては、「現物取引に限る」との限定は削

除してもらいたい。 

なお、限定が解除されたとしても、高齢者への適切な勧

誘・トラブル防止の観点から、当社としては、一部の包

括承認顧客（例外扱い）のほかは、高齢の信用取引顧客

は「当日上席承認」とし、更に注意を要する年齢の信用

取引顧客の「約定連絡」は上席が行うというような対応、

及び、高齢信用取引顧客の上席面談頻度の短縮等を検討

する予定である。信用取引については、一律のガイドラ

イン提示ではなく、各社の信用取引受託規程や信用取引

管理規程等において、今回の趣旨を踏まえた社内ルール

会の投資勧誘規則６条に

おいて、協会員は取引開始

基準を設定することが規

定されており、既に適合性

に十分に留意した勧誘及

び取引が行われていると

考えますので、当該取引開

始基準等に合致した顧客

が行う信用取引等は、本ガ

イドラインの対象とはな

りません。 

また、上場前に行われる募

集、売出しに係る株式等の

取引は、本ガイドラインの

対象とはなりません。 

なお、本件内容が明らかに

なるよう、本ガイドライン

の記載を修正します。 
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

を各社の実情に沿って策定するということで徹底された

らどうか。 

95 ３．

Ｑ２ 

上場株式、ＥＴＦ・ＥＴＮ、ＲＥＩＴについては、現物

取引に限定されているが、信用取引について言えば、株

式やＥＴＦ等の取引手法に過ぎず、商品性ではないので、

信用取引を排除する必要はないのではないか。 

96 ３．

Ｑ２ 

「また、上場株式、ＥＴＦ・ＥＴＮ、ＲＥＩＴ(以上、外

国市場を含み、すべての現物取引に限る。)…。」とある

が、信用取引や先物オプション取引のように価格変動に

合わせた取引ニーズがより大きい取引は対象外としてほ

しい。 

97 ３．

Ｑ２ 

「上場株式、ＥＴＦ・ＥＴＮ、ＲＥＩＴ（以上、外国市

場を含み、すべて現物取引に限る。）」とあるが、「すべて

現物取引に限る。」を削除してほしい。 

「現物取引に限る」とは信用取引については勧誘可能で

はないとの考えか。そうであるならば、同じ商品につい

て、販売が可能な取引方法とそうでない取引方法が存在

することとなり矛盾しないか。信用取引は口座開設の際

に、取引開始基準を定め、定期的な面談を行うなど既に

顧客の適合性に十分配慮し、年齢によって勧誘を自粛さ

せるなどの対応をとっている。その上さらに勧誘留意商

品とすると多数の苦情等が発生することは明らかと思料

する。 

98 ３．

Ｑ２ 

勧誘可能商品として「上場株式・・・（以上、外国市場を

含み、すべて現物取引に限る。）」とあり、信用取引は含

まれていないが、高齢顧客が信用取引をされる場合、75

歳以上の場合は取引の都度役席者の事前承認が必要とな

り、80 歳以上の場合は原則勧誘の翌日以降の受注が必要

となるのか。そうなると、実質、高齢顧客への信用取引

の勧誘は出来ないことになるが確認したい。 

99 ３．

Ｑ２ 

周知性の高い商品、時々刻々価格が変動する商品として、

「上場株式、ＥＴＦ・ＥＴＮ、ＲＥＩＴ（外国市場を含
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

み、すべて現物取引に限る。）」とあるが、信用取引やデ

リバティブ取引も勧誘可能商品に含めていただきたい。 

100 ３．

Ｑ２ 

「上場株式、ＥＴＦ・ＥＴＮ、ＲＥＩＴ（以上、外国市

場を含み、すべて現物取引に限る。）」とあるが、「すべて

現物取引に限る。」を削除してほしい。 

現在の顧客構成等に鑑み、高齢者に即した勧誘方法等を

社内規程等に盛り込み、営業行為を行っており、ガイド

ラインに盛り込み、限定しなくても問題ないと考える。 

101 ３．

Ｑ２ 

上場株式の信用取引も該当商品としてもらいたい。 

102 ３．

Ｑ２ 

「上場株式、ＥＴＦ・ＥＴＮ、ＲＥＩＴ（以上、外国市

場を含み、すべて現物取引に限る。）については、価格変

動リスクが比較的大きいものの商品性が広く周知されて

いることや時々刻々の価格変動に合わせた取引ニーズも

存在することなどから、一律に勧誘を制限することには

馴染まないと考えられます。」と記載されているが、信用

取引については一律に勧誘を制限する取引として勧誘留

意商品の対象とするということか。 

103 ３．

Ｑ２ 

「上場株式、ＥＴＦ・ＥＴＮ、ＲＥＩＴ（以上、外国市

場を含み、すべて現物取引に限る。）については、価格変

動リスクが比較的大きいものの商品性が広く周知されて

いることや時々刻々の価格変動に合わせた取引ニーズも

存在することなどから、一律に勧誘を制限することには

馴染まないと考えられます。」となっているが、「すべて

現物取引に限る」という文言があるため、信用取引や先

物・オプション取引は含まないと解釈されるが、会社経

営者等で相当の知識と判断能力のある適合性に問題のな

い顧客にこれらの日々刻々と価格が変動する取引を当日

受注せずに翌日改めて役席者から受注するという対応を

行うこと自体がナンセンスであり、価格が当時と変化し

買い時が売り時となることが十分考えられ苦情の温床に

もなりかねないことから、信用取引や先物・オプション
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

取引も認めて頂くよう要望する。 

104 ３．

Ｑ２ 

勧誘留意商品から信用取引を除外するべきである。 

105 ３．

Ｑ２ 

80 歳以上の高齢顧客に対して、勧誘留意商品とそれ以外

の商品を同時に勧誘する場合は、勧誘留意商品は翌日以

降に、それ以外の商品は当日に受注することになり、約

定結果の確認・連絡に関しても、勧誘留意商品のみ時間

をおいてから電話をすることになる。これは株式の現物

取引と信用取引を同時に受注するときにも適用されると

考えられ、顧客にとって円滑な取引ができなくなる。ま

た、担当営業員以外の者が約定連絡を行うことに関して

も、連絡に遅延が生じかねず、この点からも円滑な取引

ができなくなる。ついては、信用取引や先物オプション

取引に関しては、規制の対象外としてほしい。 

106 ３．

Ｑ２ 

勧誘可能な商品として上場株式、ＥＴＦ・ＥＴＮ、ＲＥ

ＩＴについて「すべて現物取引に限る」とされているが

「信用取引」も勧誘可能としてほしい。 

高齢のお客様でも取引を継続している方が少なからずお

られ、勧誘留意商品に該当するとなれば自由な取引が制

限されてしまうことになる。レバレッジ分だけリスクは

高いものの仕組みは複雑ではないと考えられるため、要

望する。 

107 ３．

Ｑ２ 

「上場株式、ＥＴＦ等については、～一律に勧誘を制限

することには馴染まない。～日経平均の変動率に一致す

るよう設計された投信についても同様と考えられます。」

との部分において、株式の信用取引についてはどうか。 

108 ３．  

Ｑ２ 

「上場株式、ＥＴＦ・ＥＴＮ、ＲＥＩＴ（以上、外国市

場を含み、すべて現物取引に限る。）」となっており、信

用取引や先物・オプション取引は含まないと解釈するの

が当然ですが、確認したい。これら取引は、日々刻々と

価格変動することから、当日受注せずに改めて翌日に役

席者から受注するといったことは、逆にクレームが発生
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

する要因とはならないか。 

109 ３．

Ｑ２ 

今回の「協会員の投資勧誘、顧客管理等に関する規則」

第５条の３（高齢顧客に対する勧誘による販売）は、「信

用取引」自体も対象としているか。 

対象の場合、当社は、信用取引において、「70歳以上」の

顧客の新規口座開設に事前承認制度を設けているが、厳

しい基準を定めている場合は改定等の必要はないと考え

てよいか。 

110 ３．

Ｑ２ 

勧誘による販売が可能と考えられる商品として上場株

式、ＥＴＦ・ＥＴＮ、ＲＥＩＴ（以上、外国市場を含み、

すべて現物取引に限る。）と記載されているが、弊社にお

いては、70 歳以上の顧客の信用取引に関して、明確に信

用取引継続基準及び口座開設基準を定め、信用取引の継

続及び新規信用口座の開設を承認している。更に、支店

長が定期的（年 1 回以上）に面談を行ない顧客の投資意

向、判断力、健康状態等を確認したうえで信用取引の継

続及び口座開設を申請し、本部で承認している。 

上記のような厳格な管理体制のもとでの信用取引は、勧

誘による販売が可能である商品であると認識している

が、どうか。 

111 ３．

Ｑ２ 

勧誘可能な商品として上場株式等が掲げられている箇所

に括弧書きで『すべて現物取引に限る』とされており、

株式の信用取引を行う場合には、勧誘の都度の承認や、

勧誘初日の受注の原則禁止、役席者の受注等のフローが

必要となってしまう。信用取引や先物・オプション取引

の取引開始基準の確認が義務付けられている取引につい

ては別途適合性の確認が十分に行われているため、協会

員が定める基準に合致していれば勧誘可能と考えるがい

かがか。 

信用取引や先物・オプション取引（以下、信用取引等と

いう）は、取引の特性上、時々刻々の価格変動に応じた

投資判断が求められるものであり、勧誘の都度の承認や
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

勧誘初日の受注の原則禁止といったフローには馴染まな

い。加えて、信用取引等は、投資勧誘規則において取引

開始基準を設け、これに適合した顧客でなければ取引で

きないこととされている。高齢顧客と信用取引等を行う

場合は、各協会員において本社での承認制度を設ける等、

顧客の資力、判断力等の適合性について十分な確認を行

うこととしており、取引の都度の承認等を義務付ける必

要はないと考える。 

112 ３．

Ｑ２ 

「すべて現物取引に限る。」とあるが、信用取引を行う高

齢顧客については役席者による事前承認や翌日以降の受

注が必要になるということか。 

当社では現在 80歳以上で信用取引を行っている顧客がい

るが、信用取引の経験も長く（40年以上）、健康状態良好、

会話はかみ合い、理解力に問題がない、また、投資性向

が「値上がり益重視」ということから現在のところ信用

取引を承認している。このようなケースにおいても規制

の対象となるのか。高齢顧客の信用取引を一律に規制す

るのではなく、一定の条件を満たす場合は規制の対象外

とするような措置をお願いしたい。 

113 ３．

Ｑ２ 

販売可能商品の中に、信用取引、先物・ＯＰ取引、仕組

みの複雑でない投資信託を加えるべきである（勧誘留意

商品からの除外）。 

高齢顧客の定義を定め、高齢顧客との取引についてある

程度の規定を定めることに異論はないが、全ての取引に

雁字搦めに適用することには賛成できない。高齢顧客の

中には、生き甲斐としてこれらの取引を行なっている顧

客も多い。 

上記取引及び商品は、現に広く顧客の中に周知されてお

り、高齢顧客との取引に当たっても、金融商品取引法他

協会規則、通知等に沿って、契約締結前交付書面や目論

見書の交付・説明、それぞれの約諾書の交付と受入、確

認書や注意喚起文書の交付乃至は受入等のほか、顧客自
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

身や顧客の家族等との頻度の有る面談を課すなど万全の

注意を払って行っている。 

一律に年齢制限を策定し、本ガイドラインが想定してい

るような、取引の都度の役席者の事前承認、勧誘当日の

受注制限や役席者による受注、担当営業員以外の者によ

る約定連絡などで縛ることは、これらの取引には馴染ま

ず、逆に顧客の不審を買ったり、取引を不自由にし支障

をきたす結果にもなりかねない。 

会社経営者、役員等である高齢顧客は、担当役員等の承

認を得て、本ガイドラインの対象外とすることが可能と

されているように、これまでに同種の取引の投資経験が

ある高齢顧客については、担当役員等の承認を得て、本

ガイドラインの対象外とすることも可能とするべきであ

る。 

114 ３．

Ｑ２ 

信用取引及び上場デリバティブ取引を高齢顧客への販売

が可能と考えられる商品として、勧誘留意商品から除外

してほしい。 

その理由として、過去我々は、当該の取引について、厳

格な口座開設基準を設け、高齢顧客にかかる適合性判断

及び取引の仕組みについての説明を十分に顧客に行い、

必要に応じたモニタリング及び個別面談を行い高齢顧客

の適合性については、適切に管理を行なってきた。しか

しながら市場に上場する商品において勧誘留意商品とし

た場合、他の商品とは異なり、信用取引及び上場デリバ

ティブ取引については、取引する商品において全く同じ

であるため、市場性があり時々刻々の価格変動に合わせ

た取引ニーズが存在しており、一律に勧誘を制限するこ

とには馴染まず勧誘留意商品に位置づけられると、高齢

顧客をすべて当該取引から排除される事に繋がる。 

115 ３．

Ｑ２ 

一律に勧誘を制限することには馴染まない商品として

「上場株式、ＥＴＦ・ＥＴＮ、ＲＥＩＴ」が列挙されて

いるが、上場前に行われる募集、売出しに係る株式の勧
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

誘も含めていただきたい。 

上場株式とだけの記載では、上場前に行われる募集、売

出しに係る当該未上場株の勧誘は、勧誘留意商品と解さ

れるおそれがあることから本意見を提出する。 

116 ３．

Ｑ２ 

勧誘留意商品の対象外の商品として列挙されているもの

以外の金融商品取引所に上場されている他の種類の有価

証券（転換社債型新株予約権付社債やライツ・オファリ

ングに関する上場新株予約権等）も同一の扱いとするこ

とができるとの理解でよいか。 

117 ３．

Ｑ２ 

ＥＴＮ、ＥＴＦのうち「レバレッジ型・インバース型」

のＥＴＮやＥＴＦは、勧誘による販売が可能な商品とす

ることができるものとの理解でよいか。 

「レバレッジ型・インバー

ス型指数」のＥＴＦ・ＥＴ

Ｎは、勧誘可能商品である

と考えます。 

なお、本件内容が明らかに

なるよう、本ガイドライン

の記載を修正します。 

118 ３．

Ｑ２ 

「上場株式、ＥＴＦ等については、～一律に勧誘を制限

することには馴染まない。～日経平均の変動率に一致す

るよう設計された投信についても同様と考えられます。」

との部分において、上場レバレッジＥＴＦについてはど

うか。 

119 ３．

Ｑ２ 

仕組みが複雑でない投資信託も含めるべきではないか。 

知名度や流動性が高い通貨建ての対象商品の定義の拡充

あるいは緩和を求める。 

「公社債を中心に投資し、

比較的安定的な運用を指

向する」投資信託が、勧誘

可能商品と考えられます。 

知名度や流動性が高い通

貨（平成 25 年９月現在、

米ドル、ユーロ、オースト

ラリアドルが該当すると

考えます。）以外の通貨建

ての投資信託は、勧誘留意

商品と考えられます。 

なお、将来において、本ガ

イドラインにおける勧誘

可能商品の対象通貨を変

更することを排除するも

120 ３．

Ｑ２ 

インデックス運用を行っている投資信託や米ドル・豪ド

ル・ユーロ建ての投資信託は本ルールの対象となってい

ないが、これらよりも安定的な運用を指向する投資信託

であれば本ルールの対象としないでいただきたい。   

投資信託の中には通貨選択型投信のような商品もあり、

逆にグローバル・ソブリン・オープンのような安定的か

つ知名度が高いシンプルな商品もあるため、投資信託の

運用姿勢等を鑑みて差別化してほしい。 

121 ３．

Ｑ２ 

上場株式等については、外国市場が含まれるのであるか

ら、外国債券や投資信託について、米ドル、ユーロ、豪

ドル以外の為替についても一律に制限する趣旨ではない

ことを確認したい。 
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

122 ３．

Ｑ２ 

先進国の債券に分散投資するファンドは勧誘による販売

が可能と思うがそれでよいか。 

のではありません。 

123 ３．

Ｑ２ 

外国債券に投資する投資信託はリスク回避のために多く

の国に投資しているケースが多いが、その中にエマージ

ング国が入っている商品はハイリスクと分類されるの

か。 

124 ３．

Ｑ２ 

例示③に関して、海外先進国のソブリン債（中長期債を

含む）を中心に投資し、比較的安定的な運用を指向する

投資信託も含まれると考えますが、この点を明示いただ

きたい。 

（「価格変動が比較的小さいこと」「仕組みが複雑でない

こと」「換金性が高いこと」の観点からは、国内に限定す

る必要性は少ないものと考えるため。為替リスク面でも、

米ドル、ユーロ、オーストラリアドルは例示④で認めら

れているため。） 

125 ３．

Ｑ２ 

勧誘可能な商品でＱ２の③で記載されている｢公社債を

中心に投資し、安定的な運用を目指す投資信託｣とある

が、ブラジル国債Ｆ等、円建てで運用されているが新興

国に近いソブリンファンドも、③に該当するのか。該当

するのであれば、④の通貨との整合性はどうか（外貨建

てか円建ての相違だけであり、為替のヘッジなしのファ

ンドについては為替リスクを内包しているのではない

か）。 

126 ３．

Ｑ２ 

知名度や流動性が高い通貨建てとして米ドル・ユーロ・

豪ドルを挙げられていますが、これはどのような基準に

よって選択されたのか。知名度・流動性を鑑みるとＩＭ

Ｆの特別引出権通貨である英ポンドを含めるべきかと考

えられる。加えて一般的な通貨分類としてハードカレン

シーとローカルカレンシーがあるが、この観点から鑑み

ると、米ドル・ユーロ・日本円・英ポンド・スイスフラ

ンが国際的信用・流動性に優れているハードカレンシー

と考えられる。要するに、豪ドルは一般的なハードカレ
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

ンシーではなくハードカレンシーとローカルカレンシー

の中間の位置づけと考えるならば、これを勧誘留意商品

に該当しないと判断すると豪ドルに準じて加ドル等も含

めるべきかと考えられる。通貨の見方について様々な見

解があるが、ここに挙げる通貨以外にも知名度・流動性

に優れている通貨があればこれに含めるべきかと思う。 

投資信託について、外貨建てのもの（基準価額が外貨表

示）についてのみ制限され、実質的に外貨建て（通貨を

問わない）資産に投資するものはこれに含まれないと考

えてよいか。また、御協会が定める通貨建て債券および

投資信託以外のそれは全て勧誘留意商品となると考えな

ければならないのか。 

127 ３．

Ｑ２ 

例示①②に関して、国内だけなく海外先進国において発

行される社債も含まれると考えますが、この点を明示い

ただきたい。 

（「価格変動が比較的小さいこと」「仕組みが複雑でない

こと」「換金性が高いこと」の観点からは、国内に限定す

る必要性は少ないものと考えるため。為替リスク面でも、

米ドル、ユーロ、オーストラリアドルは例示④で認めら

れているため。） 

例示④のとおり、知名度や

流動性が高い通貨（平成 25

年９月現在、米ドル、ユー

ロ、オーストラリアドルが

該当すると考えます。）以

外の通貨建ての例①②の

債券は、勧誘留意商品と考

えられます。 

128 ３．

Ｑ２ 

勧誘による販売可能商品について、本ガイドラインの例

示より、狭めることはあり得ることについては記載され

ているが、各社の判断で例示されている商品より広げる

ことができることを確認したい。 

本ガイドラインは、各社の

目線をある程度合わせる

ことを目的としているこ

とから、各社の判断で勧誘

可能商品の範囲を広げる

ことは望ましくないと考

えます。 

129 ３ ．

Ｑ２ 

ガイドラインＡ①②③④の例示に関して、「例えば国内商

品に限定･･･ 信用リスクが高いものは対象外とする考

え方等もあり得る」と記載されているため、例示より広

げて運用することも認められるのか否かが明確に読み取

れない。各社の判断で、例示より広げて運用することも

認められることを確認したい。 

130 ３． 

Ｑ２ 

「高齢顧客への勧誘による販売が可能と考えられる商

品」（勧誘可能な商品）の例示を踏まえると、米ドル建の

「公社債を中心に投資し、

比較的安定的な運用を指
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

米国債に投資する投資信託や日経平均株価に連動する株

式投資信託は「勧誘可能な商品」となる一方、ポンド建

の英国債に投資する投資信託やＮＹダウに連動する株式

投資信託は「勧誘可能な商品」ではない（「勧誘留意商品」

となる）が、こうした違いを顧客に対して説明すること

が難しい（顧客も理解が難しい）ため、「勧誘可能な商品」

に勧誘・販売が偏ることが想定される。したがって、「販

売可能な商品」の基準(例示)について、今後の勧誘・販

売の実態等を踏まえて、定期的に見直すよう対応いただ

きたい。 

向する」投資信託が、勧誘

可能商品と考えられます。 

「公社債を中心に投資し、

比較的安定的な運用を指

向する」投資信託への該当

性は、投資信託の目論見書

に記載された「ファンドの

目的・特色」等を参考に各

社において判断してくだ

さい。 

なお、本件内容が明らかに

なるよう、本ガイドライン

の記載を修正します。 

また、将来において、本ガ

イドラインにおける勧誘

可能商品の対象通貨を変

更することを排除するも

のではありません。 

131 ３．

Ｑ２ 

本ガイドラインは、「各社により高齢顧客への勧誘による

販売に関する考え方が大きく異なってしまうことは、複

数の協会員と取引を行う高齢顧客が戸惑うことにもつな

がりかねないことから、ある程度目線を合わせることは

必要であると考えます。」とあるが、本定義（比較的安定

的な運用を指向する投資信託）では、協会員によって、

同一の投資信託について「勧誘留意商品」に指定／非指

定の別が生じることと思われる。各協会員間で、同一銘

柄の取扱について協会員による差異が生じないよう、例

えば投資信託協会において銘柄ごとに統一的に指定して

いただきたい。 

例えば、金融商品仲介業における実務を想定した場合、

同じ投資信託が協会員によって勧誘留意商品とするケー

スとしないケースが生じる。複数の所属証券会社と契約

する金融商品仲介業者が当該商品を勧誘する場合に混乱

が生じるおそれがあるとともに、その場合、当該金融商

品仲介業者による規制回避行動により実質的に高齢顧客

の保護につながらないおそれがあると考える。 

132 ３．

Ｑ２ 

あいまいな表現で解り難く正しく理解することが困難だ

と感じる。 

つまり広く周知されている商品が重要根拠となるか又

は、時々刻々の価格変動に合わせた取引ニーズが存在す

個別商品に即して実質的

に判断されるべきものと

考えますが、投資対象とし

て、公社債以外にも、株式
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

ることが重要根拠となるのか勧誘留意商品を定めるにあ

たり、その重要根拠があいまいで明確に示されていない

ので、ガイドラインの考え方について、もっと解りやす

くその根拠を示し解説してほしい。 

広く周知されている商品と言うのであれば、複雑な仕組

みでない一般的な追加型でバランス運用する投資信託な

どは、新聞紙面で基準価格が日々開示されており価格情

報は得やすい商品であり、投資家にとってもその歴史は

長く既に馴染み深い商品であるので対象外としても差し

支えないのではないか。 

やＲＥＩＴ等に相応に投

資するような、いわゆるバ

ランス型投資信託につい

ては、勧誘留意商品と考え

られます。 

133 ３．

Ｑ２ 

日経平均株価やＴＯＰＩＸを上回る投資成果を目指すい

わゆるアクティブ運用のファンドも勧誘留意商品に指定

する必要はないのではないか。（もちろんブルベアファン

ド、デリバティブ投信、通貨選択型投信は除く） 

投資信託としては、インデックスファンドよりもむしろ

一般的である。そのため、仕組みが複雑でない限りにお

いては、勧誘留意商品としなくともよいのではないか。

また、過去に数回デフォルトとなった普通社債よりもリ

スクは小さいと思われる。これらのファンドを勧誘留意

商品とするならば、普通社債も勧誘留意商品とすべきで

ある。 

単にＢＢＢ－以上の格付けがあればよいというものでは

ない。実際にデフォルトされた社債も投資適格であった。 

134 ３．

Ｑ２ 

「公社債を中心に投資し、比較的安定的な運用を指向す

る投資信託」とは、分類上は公社債投信ではなく株式投

資信託であっても、運用の投資対象が国内外の公社債を

中心に安定的な運用を目指すものも含まれるとの理解で

よいか。 

例えば、 

①分類上は株式投資信託であっても株式に投資せず、主

として内外の複数国の投資適格のソブリン債（為替ヘ

ッジあり、なし）に投資するもの、主として内外の投
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

資適格の社債に投資するもの（為替ヘッジあり、なし）

も含まれるとの理解でよいか。 

②主として（50％超）内外の投資適格の公社債に投資し、

その他 50%未満は、株式やＲＥＩＴ等に投資しているも

のも含まれるとの理解でよいか。 

③投資対象が内外の債券へ１/３、株式へ１/３、ＲＥＩ

Ｔへ１/３投資するものは、公社債が中心ではないため

含まれないとの理解でよいか。 

135 ３．

Ｑ２ 

「勧誘留意商品」に関連して以下のことを確認したい。 

①公社投以外の国債のデュレーションリスクを取る投資

信託は、「公社債を中心に投資し、比較的安定的な運用

を指向する投資信託」に含まれるものと考えられるか。 

②国内ＲＥＩＴ投資信託、海外ＲＥＩＴ投資信託も「Ｒ

ＥＩＴ」と同様に考えられるか。 

③リスクコントロール型の資産分散ファンド（いわゆる

アロケーションＦ）は、「価格変動が比較的小さく、仕

組みが複雑ではない」商品と考えられるか。 

④「価格変動が比較的小さい」ことを判断するため、標

準偏差等、数字的な区分けが必要か。 

136 ３．

Ｑ２ 

いろいろな資産に分散投資するファンドは勧誘による販

売が可能と考えてよいか。 

また、可能であれば指数連動の日経 225、ＴＯＰＩＸ以外

も例示いただきたい。 

137  基本的には適合性原則に則って販売すべきであり、高齢

者だからといって、一概に制限することは差別すること

になり、次に掲げている、リスクの高い勧誘留意商品以

外は勧誘可能と考える。 

勧誘留意商品 

①店頭デリバティブ取引に類する複雑な仕組債 

②店頭デリバティブ取引に類する複雑な投資信託 

③レバレッジ投信 

④投資適格以下（ＢＢ）の株式、債券、外貨建て債券及

本ガイドラインで示すと

おり、勧誘可能商品は、価

格変動が比較的小さいこ

と、仕組みが複雑でないこ

と及び換金性が高いなど

に該当する商品が考えら

れます。 

「公社債を中心に投資し、

比較的安定的な運用を指

41 
 



項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

び投資信託 

⑤当社では、投資信託をリスク分類しており、リスクの

高い当該ランク４及び５のもの 

向する」投資信託への該当

性は、投資信託の目論見書

に記載された「ファンドの

目的・特色」等を参考に各

社において判断してくだ

さい。 

なお、本件内容が明らかに

なるよう、本ガイドライン

の記載を修正します。 

138 ３ ．

Ｑ２ 

「公社債を中心に投資し、比較的安定的な運用を指向す

る投資信託」とあるが、株式投信に分類されているもの

の、実際の運用対象は公社債や国債に限られている投資

信託は、どのような扱いとなるのか。 

139 ３ ．

Ｑ２ 

所定の手続きによらず販売可能と考えられる商品ついて

具体的に挙げているが、「公社債を中心に投資し、比較的

安定的な運用を志向する投資信託」について、実際の組

入れ比率において、株式を含んでいたとしても、大半が

公社債での運用と判断される場合は、各販売会社の判断

で本ガイドラインによらず販売可能な商品とすることは

差し支えないか。 

140 ３ ．

Ｑ２ 

株式投資信託は、上場株式等と同様に、日々刻々の価格

変動に合わせた取引ニーズも存在することなどから、勧

誘留意商品の対象外としていただきたい。 

141 ３ ．

Ｑ２ 

商品の性格上、私募債券について一律に勧誘留意商品と

しての取扱いになるのかについてご意見を求めたい。 

私募債券であっても短期間（１年以内）で満期償還され

る私募債券もあり、期間中の流動性や換金性が低くても、

裏付資産の安全性が高くデフォルトの可能性が低いもの

についても勧誘留意商品とする必要性があるか疑問であ

る。 

142 ３ ．

Ｑ２ 

上場株式、上場ＲＥＩＴ等は勧誘留意商品の対象ではな

く、上場株式、上場ＲＥＩＴ等を投資対象とする投資信

託は勧誘留意商品の対象となる理由が理解に苦しむ。本

来投資信託は、分散投資によるリスク低減効果が見込め、

単独の上場株式、上場ＲＥＩＴ等よりリスクが低減され

ている商品である。一方、上場株式には、東証第一部、

同第二部、東証マザーズ、ＪＡＳＤＡＱ市場等があり、

たとえ上場株式といえども換金性や周知性に不足する銘
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

柄もあり、株式投資信託より換金性が劣ることもある。

また、高齢顧客からの苦情・あっせん等の事例では、投

資信託の事例が相応の件数あるとのことであるが、上場

株式、上場ＲＥＩＴ等に関する高齢顧客からの苦情・あ

っせん等の事例は相応の件数がないと言えるのか。 

上場株式、上場ＲＥＩＴ等を投資対象とする投資信託は

勧誘留意商品の対象外としていただきたい。また、公社

債と上場株式、上場ＲＥＩＴ等に投資するバランス型の

投資信託も勧誘留意商品の対象外としていただきたい。 

143 ３．

Ｑ２ 

「高齢顧客への勧誘による販売が可能と考えられる商品

には知名度や流動性が高い通貨建て（平成 25 年９月現

在、米ドル、ユーロ、オーストラリアドルが該当すると

考える。）の債券及び投資信託」となっているが、現在当

該３通貨に係るものが知名度と流動性が高いこととなっ

ているものの、これらの通貨は時間が経過するとともに

金利やその他の様々な要因で人気等が変化することが考

えられ、その他の通貨に係るものがこれらの通貨にとっ

て代わる可能性があることから、「米ドル、ユーロ、オー

ストラリアドルが該当する」という文言を表示すること

は無意味だと考えるので、削除して頂くよう要望する。 

平成 25 年９月時点では、

知名度や流動性が高い通

貨として当該３通貨が考

えられますので、本ガイド

ラインの記載のとおりと

します。 

なお、将来において、本ガ

イドラインにおける勧誘

可能商品の対象通貨を変

更することを排除するも

のではありません。 

144 ３．

Ｑ２ 

豪ドルは、先進国通貨として広く知られている一方、米

ドル・ユーロに比べて流動性は低く、価格変動リスクは

高いという意見もあるなど、リスク度の判断基準の幅が

多岐となっており「勧誘留意商品」と、それ以外の商品

の具体的な選別をするにしても、客観的な根拠をもたせ

るのは困難と思われる。 

145 ３．

Ｑ２ 

75 歳以上の高齢者に、慎重であれば、特に、条件を付け

ず、自由に販売してもよい商品ということですので、例

示には細心の注意が必要と思われる。 

①周知性の高い商品として、ＥＴＦ、ＥＴＮ、ＲＥＩＴ

（外国市場を含み、すべて現物取引に限る）、日経 225

やＴＯＰＩＸに連動する投資信託が挙げられている。

勧誘可能商品については、

価格変動が比較的小さい

こと、仕組みが複雑でない

こと及び換金性が高いこ

と等から総合的に判断す

るものと考えています。 
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

ＥＴＦと一口に言っても、ＴＯＰＩＸのように、分散

投資を極めたシンプルで分かりやすいＥＴＦから、投

資対象に関し周知性のないものまで多種多様と思われ

る。すみにわけが必要と思われる。 

②ＥＴＮを、周知性のある金融商品に分類することには

疑問を感じる。初めてこの名前を耳にする消費者が大

半ではないかと思われる。信用リスクに厳格な基準を

設けているとはいえ、依然としてハイリスクであるこ

とには変わりなく、仕組みやリスクが理解しやすい高

齢消費者向けの商品とは思えないので、当面、苦情や

紛争の動向を注視し、勧誘可能な商品に例示すること

をペンディングにした方がいいのではないかと思う。 

③ＲＥＩＴは、仕組みはシンプルとはいえ、投資内容の

不動産の実態把握が極めて難しい商品であり、実態把

握ができるような説明が必要である。やはり、勧誘可

能な商品から外す方がいいと思う。 

④なお、これらの例示を考えるときに、常に、当ガイド

ラインは、電話・訪問・店頭での自発的ではない勧誘

等のみが対象で、高齢者からの自発的な注文には適用

されない、関係しない、すなわち、自発的であれば自

由に買える道が開かれているということに留意する必

要がある。 

○勧誘留意商品について 

勧誘可能な商品以外の商品ということで、きわめて広

く定義されている。年齢の制約無く、電話や訪問や店頭

での不招請勧誘が可能のようだが、こうした商品をそも

そも高齢者と定義される者に勧誘による販売をすること

は、避けるべきと思う。大部分の高齢者には理解不可能

であり、リスクが高すぎる。投資にソフィスティケート

された高齢者であるなら、「勧誘を伴わない自発的な注

文」の道がある。 

本ガイドラインでは、その

趣旨を踏まえて該当商品

を例示しています。 

146 ３． 高齢顧客への勧誘による販売が可能と考えられる商品を ご質問の商品は、勧誘可能
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

Ｑ２ 例示している中に社債が含まれているが、金融機関ある

いはその関連会社等が発行する劣後債、特に期限の定め

のないもの（永久劣後債）、コール条項が付されたもの、

優先出資証券等もここに含まれると考えてよいか。 

商品であると考えます。 

なお、換金性が著しく低い

ものは勧誘可能商品に含

まれないことに留意して

ください。 147 ３．

Ｑ２ 

普通社債（いわゆるＳＢ）とあるが、価格変動が比較的

小さい、仕組みが複雑ではない、換金性が高いことなど

に該当する期限付き劣後債・永久劣後債・優先出資証券

も例示②に含めるべきかと考えられる。これらの債券等

は、普通社債よりも弁済順位は劣るものの株式よりも弁

済順位が高いものと言える。加えて、発行体によって信

用状況が様々であり、総合的にみて劣後債・優先出資証

券であっても普通社債のリスクに近い状況が考えられ

る。この点に関して見解を賜りたい。 

148 ３．

Ｑ２ 

①勧誘可能な商品の範囲については、各金融機関によっ

てバラつきがあると顧客が当惑するので、ガイドライ

ンにおいて具体例をより詳細に示し、レベル感に差が

生じないようにしてほしい。 

②指標が広く知られていて、価格変動についての情報が

得やすい商品として、日経平均株価（日経 225）や東証

株価指数（ＴＯＰＩＸ）が例示されているが、値動き

が「東証ＲＥＩＴ指数」や「ニューヨーク・ダウ工業

株 30種平均」の変動率に一致するよう設計された投資

信託についても「勧誘可能な商品」に該当するか。 

その他のインデックスに連動を目指す投資信託につい

てはどうか、その指数の周知の程度によるのであろう

が、具体的な区分をご教示願いたい。 

③勧誘可能な商品として例示されていても、信用リスク

が高いものは対象外とする考え方もあり得るとの記載

があるが、信用リスクの判断について、投資信託にお

いては平均格付けが投資適格（「ＢＢＢ－」以上）か、

そうでないかで整理をすればよいか。 

①勧誘留意商品の対象外

とする商品の考え方につ

いては、本ガイドラインで

示しているとおりです。個

別商品の該当性について

は、各社において判断して

ください。 

②値動きが「東証ＲＥＩＴ

指数」や「ニューヨーク・

ダウ工業株 30 種平均」の

変動率に一致するよう設

計された投資信託につい

ては、勧誘留意商品に該当

すると考えます。その他の

インデックス（日経平均株

価、東証株価指数を除く）

への連動を目指す投資信

託についても、勧誘留意商

品に該当すると考えます。 
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

③本ガイドラインで示し

ているとおり、投資信託に

ついては、公社債を中心に

投資し、比較的安定的な運

用を指向する投資信託が

勧誘留意商品の対象外に

なると考えます。 

149 ３．

Ｑ２ 

「④知名度や流動性が高い通貨建て･･･の①②③に相当

する債券及び投資信託」の項目は削除すべきである。 

通貨例に米ドル、ユーロ、豪ドルとあるが、添付資料の

グラフのとおり、過去５年間の変動率を見ても、知名度

や流動性だけで通貨を区別するのは根拠があまりに希薄

である。 

平成 25 年９月現在、通貨

の知名度・流動性、当該通

貨建ての債券の日本にお

ける流通量を勘案し、米ド

ル・ユーロ・オーストラリ

アドルの３通貨としてい

ます。 

なお、将来において、本ガ

イドラインにおける勧誘

可能商品の対象通貨を変

更することを排除するも

のではありません。 

150 ３ ．

Ｑ２ 

「知名度や流動性が高い通貨建て(平成 25 年９月現在、

米ドル、ユーロ、オーストラリアドルが該当すると考え

る。)」とあるが、他にも知名度や流動性が高い通貨建て

の債券はあるので、再度検討していただきたい。 

151 ３．

Ｑ２ 

事前承認不要で勧誘できる商品の幅を広げるべきだと考

える。公募国内投資信託、メジャー通貨でない国債・社

債も事前承認は不要であると考える。 

152 ３．

Ｑ２ 

東証ＲＥＩＴ指数に連動を目指しているＪ－ＲＥＩＴフ

ァンドも当該指標が広く知られ価格変動についての情報

が得やすい商品であることから日経平均やＴＯＰＩＸ連

動するファンドと同様と考えてよいか。 

日経平均株価・ＴＯＰＩＸ

と東証ＲＥＩＴ指数とで

は、その周知性に差がある

と考えられることから、東

証ＲＥＩＴ指数への連動

を目指す投資信託は勧誘

留意商品になると考えま

す。 

153 ３．

Ｑ２ 

米ドル、ユーロ、オーストラリアドルが該当すると考え

られるのは①及び②の外債ということで、③の投資信託

については運用性格で判断するということでよいか。 

①及び②に該当する債券、

③に該当する投資信託で、

３通貨建ての商品は、勧誘

可能商品であると考えら
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

れます。 

154 ３．

Ｑ２ 

「一般的には、価格変動が比較的小さいこと、仕組みが

複雑ではないこと、換金性が高いこと」とあるが、３つ

の条件を満たすことが必要なのか、あるいは一つの条件

を満たせば十分なのか。 

３つの条件を満たす必要

があると考えます。 

また、「公社債を中心に投

資し、比較的安定的な運用

を指向する」投資信託への

該当性は、投資信託の目論

見書に記載された「ファン

ドの目的・特色」等を参考

に各社において判断して

ください。 

なお、本件内容が明らかに

なるよう、本ガイドライン

の記載を修正します。 

155 ３ ．

Ｑ２ 

勧誘留意商品の定義において、価格変動が比較的小さい

こと、仕組みが複雑ではないこと、換金性が高いこと、

これら３点のすべての該当が要するのか。また、どれか

一つに該当すること、もしくは勧誘留意商品に該当しな

いと判断される他の特別な要素があれば勧誘留意商品に

該当しないと判断してよいか。この場合、例示の①・②・

③のいずれかを満たしていることを前提としている。 

156 ３ ．

Ｑ２ 

 

価格変動が比較的小さいこと、仕組みが複雑ではないこ

と、換金性が高いことおよび①～④まで例示されている

有価証券等を参考に、販売会社の判断で勧誘留意商品を

決定してよいとの理解でよいか。 

157 ３．

Ｑ２ 

通貨選択型ファンドは、「仕組みが複雑な商品」に該当す

るか。 

該当すると考えられます。 

158 ３．

Ｑ２ 

ファミリーファンド方式やファンド・オブ・ファンズ方

式の投資信託の場合は、実質的な投資対象で判断すると

いう理解でよいか。 

ご理解のとおりです。 

159 ３．

Ｑ２ 

勧誘留意商品の対象外の商品として記載されている「変

動率に一致するよう設計された投資信託」とは、レバレ

ッジ１倍のものとの理解でよいか。 

また、「変動率に一致するよう設計された」投資信託であ

れば、上場・非上場を問わず勧誘可能商品であるとの理

解でよいか。 

インデックスが日経平均

株価又は東証株価指数で

あるならば、ご理解のとお

りです。 

160 ３．

Ｑ２ 

価格変動が比較的小さい債券及び投資信託においては勧

誘留意商品と判断されない条件の一つであると判断され

るが、債券および投資信託の価格変動はどのように測る

べきであるのかも例示いただけると幸いである。例えば

対象金融商品の標準偏差（σ：ボラティリティ）がどの

個別商品の該当性につい

ては、各社において判断し

てください。 
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

範囲に収まるべきであるのか、別途ベンチマークを定め

ての相対比較を行わなければならないのか基準策定の方

法についても教えてほしい。 

161 ３．

Ｑ２ 

債券の残存期間によって勧誘留意商品であるか否かの判

断は為されないと考えてよいか。 

162 ３．

Ｑ２ 

仕組みが複雑ではないとの定義について、店頭デリバテ

ィブ取引に類する複雑な仕組債および投資信託に該当し

ないとの理解でよいか。また、これ以外もこの概念に含

まれるところがあれば教えてほしい。 

「仕組みが複雑ではない」

は、店頭デリバティブ取引

に類する複雑な仕組債及

び投資信託に限られるも

のではありません。 

163 ３．

Ｑ２ 

換金性が高いとはどのような状態を指すのか。債券およ

びファンド投資対象の売買スプレッドの水準によるとこ

ろであるのか、単に流通市場の有無であるのか、またこ

れ以外に考え方があれば教えてほしい。 

流通量、スプレッド等は、

換金性を判断する一要素

であると考えます。 

164 ３．

Ｑ２ 

 

国債、地方債、政府保証債等とあるが、これは発行者が

属する国籍は問わないのか。当該設問の記述について上

場株式において外国市場を含むとのことで、債券および

投資信託のそれは区別がないものと読み取れる。また、

国際機関債の位置づけはあるのか。 

 

発行者の国籍ではなく、商

品性（リスク、仕組みの複

雑さ及び換金性）及び建通

貨（米ドル、ユーロ、オー

ストラリアドル建てかど

うか）で判断するものと考

えます。 

165 ３．

Ｑ３ 

役席者による事前承認の項で「高齢顧客との面談」など

のことから、本ガイドラインで想定されているのは対面

による勧誘であり店頭での販売が想定されているようで

ある。今後、ネット証券の営業も活発になり、75 歳以上

の高齢者もネット証券に馴染んでくることを思う時、ネ

ット証券も同様な扱いとするような文言が記載されてい

ることが望まれる。 

インターネット取引は顧

客自身がＩＤとパスワー

ドを入力してログインす

るとともに、「銘柄」及び

「数量又は金額」を入力し

て行うものであり、本ガイ

ドラインの対象とはなり

ません。ただし、その前提

として勧誘が行われる場

合には、当該勧誘行為につ

いて、本ガイドラインに則
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

り役席者が事前承認を行

うことが必要になると考

えられます。 

166 ３．

Ｑ３ 

事前承認手続きを経る前に、勧誘留意商品を勧誘する意

図はなかったが会話の中の流れで勧誘行為に至ってしま

った場合の対応については、役席者の承認を改めて得る

との解釈でよいか。 

そのようなことのないよ

う、役席者による事前承認

を実施してください。 

167 ３．

Ｑ３ 

面談や電話での会話（「面談等」）で高齢顧客の健康状態

や理解力等を確認する役席者（担当営業員ではない）と

事前承認をする役席者は、必ずしも同じ役席者でなくて

もよいものと考える。ガイドラインでは、「役席者自ら

が･･･面談等で･･･確認し、判断したうえで行う必要があ

る」と記載されているため、確認したい。 

ご理解のとおりです。 

なお、面談者が確認した内

容や適合性判断の記録が

正確に承認者に受け渡さ

れる必要があることに留

意してください。 

168 ３．

Ｑ３ 

 

役席者の事前承認にかかる「面談等」は、「勧誘の都度」

または「属性等に応じて実施時期を定めて実施」とある

が、役席者の事前承認は、「勧誘の都度」行うものの、そ

の根拠となる「面談等」は、「勧誘の都度」である必要は

ない、との解釈で問題ないか。 

例えば、すでに勧誘留意商品を保有する顧客に対する面

談は、例えば、半年以内の面談内容をもって、事前承認

の判断を行うような扱いは問題ないと考えてよいか。 

面談等の実施時期（サイク

ル）については、顧客の属

性等に応じて判断してく

ださい。 

169 ３．

Ｑ３ 

役席者の事前承認に係る面談等は一定期間（３ヶ月程度）

に面談が実施されていれば勧誘の都度面談をすることま

で求められていないという理解でよいか。勧誘の都度、

役席者の面談等が必要となると、役席者の増員が必要と

なる。 

170 ３． 

Ｑ３ 

担当営業員が高齢顧客に対して、勧誘留意商品の勧誘を

行う場合、勧誘の都度、役席者の事前承認を得る必要が

あり、また面談等は、勧誘の都度又は顧客の属性等に応

じて実施時期（サイクル）を定めることが可能である旨

の記載がある。 

勧誘対象の高齢顧客が値上がり益指向で、取引頻度が多
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

い場合、或いは面談時に健康であり、理解力に問題がな

いと判断した場合において、役職者の事前承認は、取引

の都度ではなく、面談等の実施時期(サイクル)に準じて、

顧客の属性等に応じて一定期間の有効期限を設けること

が可能であることとしてほしい。業務の円滑な運営の為、

顧客保護が図られる範囲内で、ルールの緩和を行ってい

ただきたいと考える。 

171 ３．

Ｑ３ 

「面談等は、勧誘の都度又は顧客の属性等に応じて実施

時期（サイクル）を定める等して実施することが必要で

あると考えます」とあるが、サイクルを決めて面談を実

施していれば、その面談に基づき事前承認をしてよいと

理解するが、この場合の「サイクル」とは最低どれくら

いの頻度を想定されているか。 

172 ３．

Ｑ３ 

「面談等は、勧誘の都度又は顧客の属性等に応じて実施

時期（サイクル）を定める等して実施することが必要」

との部分で、前回の面談から、どの程度の期間が目安と

なるのか。（初回買付、リピート買付等） 

173 ３．

Ｑ３ 

担当営業員が高齢顧客に対して勧誘留意商品の勧誘を行

う場合には、勧誘の都度、役席者の事前承認を得る必要

があると考える。この手続きは、目安として 75 歳以上の

顧客を対象に含むようにとある。サイクルは四半期に一

度の割合が理想と聞いているが、顧客の住所も散らばっ

ており、当社のような役席者も営業活動を行っている場

合は時間的にも無理があり、結果的に事前承認が行いに

くいという事がある。もうすこし柔軟にできないものか。 

174 ３． 

Ｑ３ 

勧誘留意商品の勧誘事前承認の方法として、「承認する役

席者自らが・・面談等により・・確認し」とされている

ところ、この承認者として想定している各営業責任者の

業務量等にも鑑み、別の役席者（担当営業員とは別の者）

に高齢顧客との面談等の職責を与え、承認役席者は事前

承認にあたり、担当営業員のほか当該面談担当役席者と

も顧客状況を確認のうえ承認可否を決定するという方法
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

も考えられるが、これは、ガイドラインの想定する「各

社実情に応じた規定振り」の範疇に含まれると考えられ

るか。 

175 ３．

Ｑ３ 

「役席者による事前承認のための面談等は勧誘の都度又

は顧客の属性等に応じて実施時期（サイクル）を定める

等して実施することが必要であると考えます」、とある

が、頻繁に取引を行う先に対し１年程度のサイクルを具

体的に設定することは差し支えないか。 

176 ３．

Ｑ３ 

「面談等は顧客の属性等に応じて実施時期を定める」と

あるが、高齢顧客について一律のサイクルを定めてもよ

いのか。あるいは 75 歳以上と 80 歳以上では異なるサイ

クルとしなければならないのか。 

177 ３．

Ｑ３ 

「役席者の事前承認」の方法は、具体的にどのような方

法を想定しているか。例えば、営業日誌に役席者がコメ

ントし、このコメントが役席者の記述（またはシステム

による承認）であれば足りるか。必ず書面による承認記

録を残す必要があるか。 

役席者の事前承認の方法

については、各社の規模や

インフラ等の実情に応じ

て定めてください。 

承認記録については、各社

の実情に応じた方法によ

り、保存する必要があるも

のと考えます。 

178 ３．

Ｑ３ 

「本ガイドラインにおいて、事前承認を行う役席者とは、

経験、見識に照らし、自社で定める一定の役職以上の者

を指し、いわゆる管理職者に限定するものではなく、社

内組織において実質的に承認権限を有する者であればよ

いと考えます。」について、現在弊行では証券会社ＯＢを

『資産運用アドバイザー』として受入れ（雇用形態は「派

遣社員）行員スタッフの指導・支援にあたっているが、

当該人員に承認権限を付与した場合、上記「事前承認を

行う役席者とすることは可能である」という理解でよい

か。 

派遣社員であっても、資産

運用アドバイザーが「経

験、見識に照らして、自社

で定める一定の役職以上

の者」に該当すると整理で

きるのであれば、ご理解の

とおりです。 

179 ３．

Ｑ３ 

まだ役席者が事前承認を行っていない顧客が来店または

顧客あて訪問する場合、担当営業員に役席者同席または

勧誘は同席又は帯同した

役席者の事前承認があれ
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

帯同し、役席者が問題ないと判断すれば、勧誘または即

日受注が可能か。 

ば行うことができると考

えますが、その場合でも、

役席者は顧客の健康状態

や理解力等を適切に確認

したうえで勧誘の可否を

判断するよう留意してく

ださい。 

なお、訪問先での 80 歳以

上の高齢者からの受注に

ついては、冷静に判断する

時間を設ける意味から、役

席者が帯同した場合でも、

原則として勧誘の翌日以

降に受注すべきであると

考えます。 

180 ３．

Ｑ３ 

「担当営業員が高齢顧客に対して勧誘留意商品の勧誘を

行う場合には、勧誘の都度、役席者の事前承認を得る必

要があると考えます。この手続きは、目安として 75 歳以

上の顧客を対象に含むようにしてください。役席者の事

前承認は、単に担当営業員からの申告だけで判断するの

ではなく、役席者自らが高齢顧客との面談や電話での会

話（あわせて「面談等」という。）により、健康状態や理

解力等を確認し、勧誘の適正性を判断したうえで、行う

必要があると考えます。」となっているが、そもそも勧誘

商品の理解力等を面談で確認するのならば、役席者が単

に顧客に勧誘前に世間話等の面談で該当商品の理解力等

を判断することは困難であり、実際に営業員が勧誘した

商品について顧客が本当に理解しているかを役席者が面

談により確認することが、事前面談では判明しなかった

部分の理解力等においても判断出来ると考えられるた

め、勧誘後に販売可能顧客であるかを役席者が判断し承

認を与える方法が現場の業務上無駄がない上に面談効果

勧誘に係る役席者の事前

承認を必要としているの

は、勧誘を行おうとしてい

る商品を理解できると判

断した顧客に対して勧誘

を行うべき旨を示してい

るものであり、当該勧誘商

品の理解度は別途受注時

に確認されるべきものと

考えます。 

また、事前承認に係る役席

者による面談が世間話に

留まるべきではないこと

は言うまでもありません。 
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

が高いと考える。故に、「担当営業員が高齢顧客に対して

勧誘留意商品の勧誘を行う場合には、勧誘の都度、役席

者の事前承認を得る必要があると考えます。」という文言

を、「担当営業員が高齢顧客に対して勧誘留意商品の勧誘

を行った場合には、勧誘の都度、必ず約定前に役席者の

承認を得る必要があると考えます。」という文言に変更し

て頂くよう要望する。 

181 ３．  

Ｑ３ 

「そこで、担当営業員が高齢顧客に対して勧誘留意商品

の勧誘を行う場合には、勧誘の都度、役席者の承認を得

る・・・ようにしてください。」とあるが、役席者が営業

員の勧誘前に顧客に面談して勧誘商品に対する理解力な

どを判断することは無理があり、実際に営業員が勧誘し

た商品について顧客がどのように理解しているかを面談

により確認することが合理的であると考える。 

182 ３． 

Ｑ３ 

高齢顧客に対する勧誘前の面談等における確認事項は、

どの商品を勧誘するか分からない状態で確認したり又

は、これから何か商品を勧誘されるのではないか等、高

齢顧客からすると、不審・不安に思われる懸念がある。

役席者の事前承認は、担当営業員の勧誘前に限定するの

ではなく、勧誘した後も含めてほしい。 

183 ３． 

Ｑ３ 

面談等における確認事項の例として 

・理解力に問題はないか（金融商品に関する理解度） 

・投資意向はどうか 

があるが、担当営業員が勧誘留意商品を勧誘した後であ

っても、商品の理解や投資意向について確認できること

から、形式的な面談等にならないためにも、勧誘した後

の面談等も含めてほしい。 

184 ３．

Ｑ３ 

役席者の事前承認は、勧誘（個別商品の買付けに関する

説明）前に、勧誘を行うことを対象として、金融商品に

関する理解度等を確認して行うこととしているが、高齢

顧客の理解度等を勧誘前に把握することは難しいと考え

る。 
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

従って、事前承認については、顧客の契約意思に基づき

受注を行うまでの間に行うことを可とすべきである。 

185 ３． 

Ｑ３ 

75 歳以上の高齢顧客に対して勧誘留意商品に該当する投

資信託の販売を行う場合、担当者と役席者が２名で顧客

宅を訪問し、面談当初に役席者が顧客本人の健康状況、

理解力、投資意向等を確認して勧誘が可能と判断した上、

その場で担当者が投資信託の勧誘を行った場合は、役席

者が事前承認を行ったことになるとの理解でよいか。 

勧誘留意商品の勧誘が想

定される顧客に対しては、

あらかじめ役席者が面談

等を実施し、勧誘に係る事

前承認を行う必要があり

ますが、事前承認した同日

に勧誘留意商品の勧誘を

行うことは可能と考えま

す。ただし、その場合でも、

役席者は顧客の健康状態

や理解力等を適切に確認

したうえで勧誘の可否を

判断するよう留意してく

ださい。 

なお、訪問先での 80 歳以

上の高齢者からの受注に

ついては、冷静に判断する

時間を設ける意味から、役

席者が帯同した場合でも、

原則として勧誘の翌日以

降に受注すべきであると

考えます。 

 

186 ３．

Ｑ３ 

アフターケアは、高齢顧客という性格上、役席者同席で

行われることも多い。そして実務上、アフターケアの一

環として説明を行った後、当該顧客から自発的に当該商

品または他商品の購入希望を受ける場合もある。（特に投

資経験豊富な顧客の場合）この場合、アフターケア時に

は事前承認がなかったことになるが、勧誘を意図してい

ない役席者が「事前承認に係る確認」をその場で行い、

勧誘行為・説明も問題ないと判断すれば、続けて勧誘を

行うこととしても、本ガイドラインの趣旨に反しないと

考えるが、その理解でよいか。 

187 ３.

Ｑ３ 

役席者の事前承認は、自らが面談や電話での会話により

判断するとあるが、部店長等役席者が、担当者に同行訪

問するような場合、事前承認を得たものと判断してよい

のか。その場合においても、翌日の受注とすべきか。 

188 ３． 

Ｑ３ 

勧誘留意商品の勧誘を行う場合の役席者の事前承認を得

る方法として、例えば、外交先の高齢顧客へ役席者と担

当営業員が、同行訪問をし、先ず役席者が面談等を行い、

その場で事前承認をし、直後に担当営業員が勧誘するこ

とは問題ないか。 

189 ３．

Ｑ３ 

勧誘を行う場合の役席者の事前承認において、勧誘の都

度面談となると、手続きとしては以下の流れになると思

われる。 

① 営業員が勧誘を希望 

② 役席者に申請 

勧誘することができない

場合には、その理由（社内

ルール）を丁寧に説明する

必要があると考えます。 
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

③ 役席者が顧客に面談 

④ 承認の場合、役席者が営業員に勧誘を許可 

⑤ 営業員が顧客に勧誘 

しかしながら、①の時点で、営業員は、顧客に連絡した

際、「役席者と面談してください」としか言えないことに

なる。その時点で勧誘してはいけないので、何のための

面談かというと、「役席者面談の後、商品を勧誘するため

です」と説明することになる。しかも商品名を出すこと

も出来ない。また、②の役席者の面談時、役席者も商品

の話はできない。これはきわめて不自然ではないのか。 

また、この後、承認が出れば、やっと営業員が具体的商

品の勧誘を行うこととなるが、もし承認されなければ、

顧客は「勧誘するために面談」と言われていたのに、勧

誘を受けられず、かえって不快感、不信感がつのるので

はないか。 

190 ３． 

Ｑ３ 

「担当営業員が高齢顧客に対して勧誘留意商品の勧誘を

行う場合には、勧誘の都度、役席者の事前承認を得る必

要がある」として、「役席者の事前承認は、単に担当営業

員からの申告だけで判断するのではなく、役席者自らが

高齢顧客との面談や電話での会話により、健康状態や理

解力等を確認し、勧誘の適正性を判断したうえで、行う

必要がある」としている。「役席者の事前承認」の趣旨を

踏まえると、勧誘の都度、面談により確認することが有

効と考えられ、例えば、外交先で高齢者と面談する際、

担当者以外の役席者が同席し、商品説明前に顧客の健康

状態や理解力等に問題ないことを確認・承認する取扱い

も役席者の事前承認に該当することを確認したい。 

勧誘は訪問先へ帯同した

役席者の事前承認があれ

ば行うことができると考

えますが、その場合でも、

役席者は顧客の健康状態

や理解力等を適切に確認

したうで勧誘の可否を判

断するよう留意してくだ

さい。 

 

191 ３． 

Ｑ３ 

「役席者の事前承認は、単に担当営業員からの申告だけ

で判断するのではなく、役席者自らが高齢顧客との面談

や電話での会話により、健康状態や理解力等を確認し、

勧誘の適正性を判断したうえで、行う必要がある」とし

て、「面談等の内容については、記録・保存」するとして

そのような方法もあり得

ると考えます。 
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該当

箇所 
意見・質問 考え方 

いる。面談等の記録の方法は、各金融機関において定め

ることになるが、経緯を詳細に記述して記録する方法の

ほか、必要となる確認事項をチェック・押印するような

方法もあり得ることを確認したい。 

192 ３．

Ｑ３ 

「担当営業員が 75歳以上の高齢顧客に対して勧誘留意商

品の勧誘を行う場合には、勧誘の都度、役席者の事前承

認を得る必要があり、事前承認は、単に担当営業員から

の申告だけで判断するのではなく、役席者自らが高齢顧

客との面談や電話での会話により、健康状態や理解力等

を確認し、勧誘の適正性を判断したうえで行う必要があ

る。面談等は、勧誘の都度又は顧客の属性等に応じて実

施時期（サイクル）を定める等して実施することが必要

である。」と記載されているが、信用取引が勧誘留意商品

の対象となった場合、時々刻々と価格変動する商品であ

ることから、以下の対応でよいと考えてよいか。 

①75 歳以上の高齢顧客が信用取引を行う場合は、事前に   

役席者が面談（電話、対面）を行い、健康状態や理解

力等を確認し、勧誘の適正等を判断する。 

②既存の高齢顧客についても、役席者の面談は３ヶ月毎

に行い、顧客面談等における確認事項（健康状態、会

話、理解力、投資意向等）に基づき勧誘の適正等を判

断する。 

③面談により勧誘が適正であると判断した場合、当該高

齢顧客からの受注の都度、役席者が面談や電話で顧客

の意思を確認したうえで受注する。 

⑤高齢顧客からの自発的な注文であっても、役席者が面

談や電話で顧客の意思を確認したうえで受注する。 

信用取引は、本協会の投資

勧誘規則において、協会員

は取引開始基準を設定す

ることが規定されており、

既に適合性に十分に留意

した勧誘及び取引が行わ

れていると考えますので、

当該取引開始基準に合致

した顧客が行う信用取引

は、本ガイドラインの対象

とはなりません。 

なお、本件内容が明らかに

なるよう、本ガイドライン

の内容を修正します。 

193 ３．

Ｑ３ 

高齢顧客に対し、勧誘留意商品につき、勧誘するのに必

要な事前承認について、次のような考え方でよいか。 

①対象顧客 

 75歳以上の者 

②事前承認の実施時期 

①～④については、ご理解

のとおりです。 

なお、④のように訪問先で

事前承認を行う場合でも、

役席者は顧客の健康状態
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

販売担当者が勧誘を行う前 

③顧客への確認方法 

 面談または電話による会話 

④外交先での事前承認 

外交先において、顧客に勧誘留意商品を勧誘すること

となった場合には、支店に電話をして役席者に電話に

よる確認をしてもらうことでよいか。もし、外交先に

役席者が同行していた場合には、その場で役席者が確

認をすることでよいか。 

⑤面談等の実施時期 

ガイドラインには、「面談等は、勧誘の都度又は顧客の

属性等に応じて実施時期（サイクル）を定める等して

実施することが必要である」とされているが、同一商

品について、一度事前承認をして販売を実施している

ようなケースでは、都度面談等によって事前承認をす

る必要はないか。 

また、勧誘留意商品について一度事前承認をしていれ

ば、その後、１年程度は、別の勧誘留意商品を勧誘す

るにつき、特段の事情がないのであれば事前承認を不

要とする旨の行内ルールとすることに問題はないか。 

⑥役席者の自己承認 

ガイドライン６頁には、一定の役職以上の役席者につ

いては、事前承認を自ら行うことが認められる旨の記

述があるが、このような場合には、自己承認の正当性

を確認する機会を設けるべきではないか。 

や理解力等を適切に確認

したうで勧誘の可否を判

断するよう留意してくだ

さい。 

⑤については、同一の商品

について一連の勧誘をす

る場合にあっては、必ずし

も都度の面談等による事

前承認は必要ないと考え

ます。ただし、過去に購入

した商品の勧誘であって

も、相当の時間が経過した

後に新たな勧誘を行う場

合は、高齢顧客の健康状態

等にも配慮し、改めて事前

承認を受けることが適当

と考えます。後段について

は、別の勧誘留意商品を勧

誘するのであれば、勧誘前

の事前承認が必要と考え

ます。 

⑥については、ガイドライ

ンの６．で示しているモニ

タリングにて行われるべ

きと考えます。 

194 ３．

Ｑ３ 

平成 25年度金商業者向け監督方針上、事業者には、商品

の販売後の丁寧な顧客管理（アフターケア）が求められ

ている。 

当社も、かかる趣旨に鑑み、アフターケアに積極的に取

り組んでいるところである。このようなアフターケアの

一環として、販売した商品の内容や状況等について行わ

れる説明は、「勧誘」の定義「個別商品の買付けの説明」

ご理解のとおりです。 
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

にはあたらないことから、本ガイドラインが定める「勧

誘」に該当しないという理解でよいか。 

 

（※）平成 25年度金融商品取引業者等向け監督指針（抜

粋） 

金融機関と投資者との関係は、商品を販売してしまえば

終わるというものではなく、商品の販売後の丁寧な顧客

管理（アフターケア）も、投資者との信頼関係の確保の

ためには不可欠である。とりわけ、投資商品の価格変動

に影響を及ぼす市場動向や発行体の信用力の変化等につ

いて、顧客へ適時・的確にわかりやすい情報を提供（投

資信託においては、投資信託委託会社から販売業者等へ

の情報提供も含む）し、投資者の理解を深め、投資判断

をきめ細かくサポートしていくこと等も重要である。中

でも、高齢の顧客については、短期間に投資判断能力が

変化する場合もあり、顧客の立場に立ってこまめに相談

にのるなど、特に丁寧なフォローアップが不可欠である。 

195 ３． 

Ｑ３ 

「なお、本ガイドラインにおいて、事前承認を行う役席

者とは、経験、見識に照らし、自社で定める一定の役職

以上の者を指し、いわゆる管理職に限定するものではな

く、社内組織(課、グループ等のセクション)において実

質的に承認権限を有する者であればよい」とあるが、事

前承認を行う役席者について、内部事務を専ら行う役席

者と限定することなく、営業推進・融資業務に携わる役

席者も含むとの理解でよいことを確認したい。 

ご理解のとおりです。 

ただし、当該役席者（営業

推進・融資業務に携わる役

席者）が、登録金融機関業

務に関して「経験、見識に

照らし、自社で定める一定

の役職以上の者」に合致し

ているかを検討する必要

があります。 

196 ３．

Ｑ３ 

以下の行為について、内部管理責任者が行うことは可能

であるか確認したい。 

①高齢顧客への勧誘留意商品の勧誘にかかる役席者の事

前承認 

②80 歳以上（目安）の高齢顧客へ店頭で勧誘留意商品を

勧誘する場合で、即日受注が可能となる場合の、役席

内部管理責任者は、営業部

門が金融商品取引法その

他法令諸規則等を遵守し

ているか常時適切に管理

する役割を担っており、一

般的に顧客に対する勧誘
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箇所 
意見・質問 考え方 

者の同席 

③80歳以上（目安）の高齢顧客からの翌日以降の受注（他

の役席者が不在で対応できない場合など） 

④80歳以上（目安）の高齢顧客に行う、約定後の連絡 

を行うことは想定されて

いませんが、各社の実情に

応じて、①～④の行為を内

部管理責任者が行うこと

は可能であると考えます。 

なお、③翌日以降の受注行

為は外務員行為に該当す

るので、外務員登録を受け

ていない者が受注を行っ

てはいけません。 

197 ３．

Ｑ３ 

「役席者による受注」に係る「役席者」に「内部管理責

任者」を含めて良い事を明確化した方が適正な投資勧誘

に資するものと考える。 

「役席者」は専ら担当営業員による適正な勧誘が行われ

ているか、高齢顧客が説明を十分に理解しているか、に

ついての確認を行うものであり、営業から独立した立場

である「内部管理責任者」の方が、むしろ適任である。 

受注行為があるとはいえ、積極的な勧誘を行わない以上、

営業からの独立性は確保できると考える。 

当該受注は、適正な投資勧誘が遂行されているかどうか

監査する絶好の機会であり、営業部門（セクション）の

役席者に限定するが故に「内部管理責任者自らの実地監

査」の機会を、結果として遠ざけることは規則の趣旨に

沿うものではないと考える。 

しかしながら、反対に「内部管理責任者」に限定してし

まうと、適正かつ円滑な取引に支障が生じる可能性があ

ります。「内部管理責任者を含む役席者」が「高齢顧客」

から受注を行うと定めておいた上で、例えば「高額な取

引」「複雑な商品の取引」「特に年齢の高い顧客」「取引頻

度の高い取引」など、一定の基準に該当するケースにお

いて「内部管理責任者による受注」を励行するものとし、

それ以外については「営業部門の役席者による受注」で

内部管理責任者は、営業部

門が金融商品取引法その

他法令諸規則等を遵守し

ているか常時適切に管理

する役割を担っており、一

般的に顧客に対する勧誘

を行うことは想定されて

いませんが、各社の実情に

応じて外務員登録を受け

た内部管理責任者が高齢

顧客から受注することも

可能であると考えます。 
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箇所 
意見・質問 考え方 

も可、とした方が実効性あるものになると考える。なお、

当該「内部管理責任者」は外務員登録を有する者とする。 

198 ３．

Ｑ３ 

本ガイドラインにおいて、役席者の承認は、「勧誘の都度」

必要であるとし、また、事前承認は面談等により確認し

て行う必要があるとしている。しかしながら面談等は、

属性等に応じて実施時期を定める等して実施することも

可能とされているので、その場合、例えば面談実施時期

のサイクルを６ヶ月と定めた場合、当初面談終了後、６

ヶ月間は当該顧客への勧誘を事前承認したとしてよいの

か。 

役席者による面談は、勧誘

の都度行われる承認申請

に対して役席者が判断を

行う材料となるものです。 

したがって、顧客属性等に

応じて必要とした一定の

サイクルで面談を行って

いる場合でも、承認は勧誘

の都度行う必要がありま

す。 

199 ３．

Ｑ３ 

勧誘留意商品の勧誘を行う際の役席者による事前承認は

「勧誘の都度」必要とあり、面談等は「勧誘の都度又は

顧客の属性等に応じて実施時期（サイクル）を定める等

して実施する」ことが必要であるとあるが、役席者によ

る面談等の実施後に承認の有効期限を設定し、その期間

内は勧誘可能という理解でよいか。 

200 ３．

Ｑ３ 

勧誘留意商品の勧誘時に役付者の事前承認を実施すれ

ば、勧誘留意商品の販売時に改めて事前承認を実施する

必要はないのか。 

ご質問のケースであれば、

勧誘留意商品の販売時に

改めて役席者による事前

承認を得る必要はないと

考えます。 

201 ３．

Ｑ４ 

「役席者の事前承認以外に、勧誘当日の受注の制限や役

席者による受注、担当営業員（勧誘を行った者）以外の

者による約定後の連絡、当該高齢顧客の取引に関するモ

ニタリング等を行うことが考えられます。これらの手続

きは、目安として 80 歳以上の顧客を対象に含むようにし

てください。なお、役席者の事前承認に関するモニタリ

ングについては、目安として 75 歳以上の顧客も対象に含

むようにしてください。」となっているが、当該文章は削

除して頂くよう要望する。 

目安として 80 歳以上の高

齢顧客に対しては、より慎

重な勧誘による販売を行

う必要があると考えるこ

とから、本ガイドラインに

おける記載はこのままと

させていただきます。 

202 ３．

Ｑ４ 

①翌日受注等 

外交先における勧誘については、勧誘留意商品の事前

①については、そのような

ルールが必要となると考
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箇所 
意見・質問 考え方 

承認のほか、翌日以後に担当営業員と異なる役席者が

注文内容を確認のうえ、受注することが原則となるル

ールが必要か。 

②家族の定義 

ガイドラインでは、「家族の定義」につき、各社におい

て定めればよいとのことであるが、「家族」とは「親族」

以外の「同居人」でもよいということか。 

③家族の同意 

ガイドラインでは、同席した家族が「買付指示書」に

署名することが当日受注の要件となっているが、同意

はするが、署名を拒否された場合には、同意があった

証拠（録音等）を残せば、当日受注することができる

か。 

えます。 

②については、家族の同席

をお願いするのは、高齢顧

客が勧誘を受けたことや

約定をしたことを覚えて

いないということが生じ

ないようにするために、高

齢顧客が勧誘した商品に

ついて買付けを行う意向

があることを確認してい

ただくことにあります。し

たがって、この趣旨を満た

す方を選定していただけ

ばよいと考えます。 

③については、高齢顧客が

説明を理解したうえで注

文を行い、かつ家族が当該

買付けに同意しているこ

とが録音内容等から明ら

かな場合は、必ずしも「買

付指示書」の徴求は必要な

いと考えます。なお、社内

でのモニタリング態勢等

についても考慮しておく

ことが必要であると考え

ます。 

203 ３．

Ｑ４ 

役席者の事前承認以外に、 

① 勧誘当日の受注の制限 

② 役席者による受注 

③ 担当営業員以外の者による約定後の連絡とあるが、 

①については、変動商品を取り扱っており、受注を制限

することにより、顧客が買いたい商品を買えない、売り

①についての「売却」は、

本ガイドラインの対象外

と考えます。また、顧客が

冷静に判断する時間を確

保し、勧誘内容を覚えてい

ないことがないかなど、説
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

たい価格で売れないリスクが発生する可能性が高くなる

ので、不適当と思う。 

②及び③については、役席者が事前承認しているのだか

ら、担当営業員が正確に事務処理することが最も大事で

ある。複数の人間による事務処理を義務付けることで、

事務ミス、約定連絡の遅延等が発生する可能性が高くな

り、不適当と思う。 

明内容を十分に理解した

うえでの買付けであるこ

との確認が必要であると

考えることから、翌日以降

の受注を原則としました。 

②、③については、複数の

人間が高齢顧客と接する

ことにより、高齢顧客の健

康状態などを確認するこ

とができると考えます。 

204 ３．

Ｑ４ 

「高齢者による受注は担当営業員とは別の役席者が行

う。」「約定後の連絡は担当営業員とは別の者が行う。」旨

の文言は削除するべきである。 

複数の人間が高齢顧客と

接することにより、高齢顧

客の健康状態などを確認

することができると考え

ます。 

ガイドライン ４．勧誘を行う場所、方法【67 件】 

205 ４．

Ｑ１ 

市場動向により急上昇・急落した際には、かえってトラ

ブルを招くおそれがあるため、価格変動のある金融商品

の翌日以降受注は、馴染みにくい。 

顧客が冷静に判断する時

間を確保し、勧誘内容を覚

えていないことがないか

など、説明内容を十分に理

解したうえでの買付けで

あることの確認が必要で

あると考えることから、翌

日以降の受注を原則とし

ました。 

206 ４．

Ｑ１ 

店頭で役席が同席している場合は、当日受注を可として

いることから、訪問による勧誘においても役席が同席し

ているならば、当日受注を認めてよいと考える。 

店頭での勧誘・販売は、主

に投資又はそのご相談を

目的として高齢者自ら来

店する場合があり、受注に

係る顧客利便を考慮する

必要があるものと解せま

すが、外交での勧誘・販売

207 ４．

Ｑ１ 

外交においても店頭と同様、役席者が同席することによ

って、80 歳以上の高齢顧客に対しても、事前承認を前提

として即日受注が可能と考えてよいか。 

208 ４． 高齢者の判断・理解能力等を確認する方法としては、協
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項番 
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箇所 
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Ｑ１ 会員側が複数名で勧誘したのち、当日「買付指示書」を

受領し、勧誘者の一方（条件を厳しくするなら、役席者

とすることも可能）が受注を行うことも考えられる。（店

頭で、家族同伴がない場合と同様の条件とは考えられな

いか）高齢者の判断理解能力の確認に主眼を置くなら、

その点についても言及いただきたい。 

はそれとは同等ではない

と考えられることから、外

交先において、家族の同席

がない場合は、原則として

即日受注を行うべきでは

ないと考えます。 

209 ４．

Ｑ１ 

高齢顧客に外交する際、高齢顧客に家族の同席がない場

合であっても、役席者が営業員に同伴し、勧誘内容を高

齢顧客が十分に理解していることが確認できたならば、

高齢顧客が自書した「買付指示書」を受け入れることで、

その場で約定することができることを確認したい。 

210 ４． 

Ｑ１ 

店頭で高齢顧客に勧誘留意商品の勧誘を行うためのルー

ルにおいて、家族の同伴がない場合の対応として、「担

当営業員が一人で応対するのではなく、役席者が同席し、

担当営業員の勧誘内容を高齢顧客が十分に理解している

かについて確認することが考えられます。その場合、担

当営業員が勧誘した勧誘留意商品の購入を高齢顧客がそ

の場で希望する場合には、高齢顧客が自署した『買付指

示書』を受け入れておけばよいと考えます。」等が記述

されている一方、外交先および電話には、家族の同伴（同

席）がない場合の対応に関する記述がないが、店頭の対

応の考え方[役席者が同席し確認すれば当日受注が可能

という考え方]は、外交先・電話の対応の考え方として有

効であることを確認したい。 

 例えば、高齢顧客への勧誘にあたって、店頭や外交

先の場所を問わず役席者の同席や内部管理責任者の

承認がルール化されている金融機関では、当日の受

注の制限や「買付指示書」に対する家族の署名（買

付けに同意する旨の署名）は必ずしも必要がないこ

とを確認したい。 

 例えば、外交先において勧誘時に役席者が同席し

て、高齢顧客の理解力等に問題がないことを確認
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箇所 
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し、翌営業日以降を処理日（発注日）として受注

したうえで、処理日当日に役席者が電話により理

解力等に問題ないことを再確認したうえで最終的

に発注すること等の対応が可能であることを確認

したい。 

211 ４．

Ｑ１ 

店頭で役席者が同席して、担当営業員の勧誘内容を高齢

顧客が十分に理解しているかについて確認していれば担

当営業員が勧誘した勧誘留意商品の購入を高齢顧客がそ

の場で希望する場合には、高齢顧客が自署した「買付指

示書」を受け入れておけば即日受注ができる旨の記載が

されていることから、担当営業員と役席者が高齢顧客を

訪問し、担当営業員の勧誘内容を高齢顧客が十分に理解

しているかについて確認していれば担当営業員が勧誘し

た勧誘留意商品の購入を高齢顧客がその場で希望する場

合には、高齢顧客が自署した「買付指示書」を受け入れ

れば即日受注できるとの理解でよいか。 

212 ４．

Ｑ１ 

不審に思われないよう「明日以降改めて○○という者が

電話する」旨を伝えても、顧客は不審に思う。 

また、翌日以降の受注となることに疑問を持った顧客へ

「あなたは80 歳以上だから」との理由を説明しても、納

得されずに憤慨されるケースも考えられる。 

このような理由から、80 歳以上の年齢基準を設けて翌日

以降の受注とすることは撤廃あるいは緩和を求める。 

自社における取組みにつ

いてご説明し、ご理解をい

ただくよう努めてくださ

い。 

なお、即日受注を一律禁止

するものではなく、例外と

して認めることができる

と考えられるケースにつ

いて、本ガイドラインで示

しています。 

213 ４．

Ｑ１ 

「高齢顧客の理解を確認」するために、「家族」の同席を

条件とするのであれば、「家族」の定義を明確にしてほし

い。高齢化、核家族化に伴い、高齢者夫婦や独居老人が

増加している中、同席が可能な家族は、実質的に限定さ

れてしまう。高齢者に勧誘を行う都度、同居していない

ご子息に同席を願うことは、運用として困難と考えられ

高齢顧客との取引に関し

て家族の同席・同意を得る

目的は、ご家族に高齢顧客

の様子を見守っていただ

き、高齢顧客が当該商品に

ついて理解したうえで買
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箇所 
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ることから、ある程度の定義（同居の高齢者も可）を示

してほしい。 

付けを行う意向があるこ

とを確認していただくこ

とにあるので、「家族」の

定義についてはこの趣旨

を勘案して各社において

定めていただくものと考

えます。 

214 ４．

Ｑ１ 

当社のような地場証券においては、電話の録音機能を有

していないところもあり、高齢顧客に対しては十分な面

談を行い、同居のご家族にも理解いただいた旨を書面に

てその内容を記録することにしている。しかしながら、

同居のご家族（配偶者等）も高齢の場合が多く、ご子息

等の「買付指示書」の受入れが必要な受注要件の際、ご

子息等が遠方に住まれている場合でも受入れが必須条件

となるのか。録音機能の無い場合は電話等による買付承

諾の内容を書面に記録する方法等は認められないのか。 

高齢顧客との取引に関し

て家族の同席・同意を得る

目的は、ご家族に高齢顧客

の様子を見守っていただ

き、高齢顧客が当該商品に

ついて理解したうえで買

付けを行う意向があるこ

とを確認していただくこ

とにあるので、「家族」は

必ずしもご子息等に限ら

れるものではなく、「家族」

の定義についてはこの趣

旨を勘案して各社におい

て定めていただくものと

考えます。 

また、録音機能のない会社

の電話による勧誘や受注

を行う場合は、高齢顧客と

の会話日時や主な会話内

容、注文内容などを記録す

ればよいと考えます。 

215 ４．

Ｑ１ 

会話を記録・保存しておく方法として、ＩＣレコーダー

への録音の他、帰社後に主な会話内容や高齢顧客等の様

子を記録保存しておくことなどが考えられる、とあるが

書面で記録する内容についてはどの程度詳細に記載され

トラブルの未然防止、モニ

タリングの検証等に活用

できる内容を記録・保存し

ておくことが必要と考え
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ていれば充分と考えられるか。 ます。 

216 ４.

Ｑ１ 

記録保存の方法が録音する事に限定されるとすれば、録

音は会話の全てを始めから終わりまで「全部録音」する

必要が有るのか、それとも重要な部分のみでよいのか。 

会話内容を録音すること

を本ガイドラインで義務

付けているものではあり

ません。 

なお、録音する場合は、全

部録音することが望まし

いと考えます。 

217 ４．

Ｑ１ 

「高齢顧客等の了解を得て、ＩＣレコーダー等に会話を

録音することや」とあるが、訪問時に顧客の面前へＩＣ

レコーダーを置いた場合に、顧客が不快に感じられる可

能性が高いため、帰社後に録音機能のある電話を使用し

て役席者が訪問のお礼を兼ね、勧誘内容に不明点がなか

ったか確認する方法が適当と考える。 

会話内容を録音すること

を本ガイドラインで義務

付けているものではあり

ません。 

外交先や電話における高

齢顧客との会話日時や主

な会話内容、注文内容など

を記録すればよいと考え

ます。 

218 ４．

Ｑ１ 

「ＩＣレコーダー等への会話録音」において高齢顧客の

承認が、すんなり受け入れられるか大いに疑問であり、

営業員のセールストークから始まり、顧客の了解を得て、

注文内容の確認まで全てを録音するということは、非現

実的である。また、外交先などで、顧客側も、話したこ

とが録音（記録に残る）されるということに、抵抗があ

る場合も考えられ、新たな想定外のトラブルに発展しか

ねない。個人情報の適正な取扱いと同様に、顧客から取

得した録音記録等の管理・保存に、より慎重な対応が新

たに求められることとなる。 

219 ４．

Ｑ１ 

実際の営業の場面において、高齢者等の了解を得てＩＣ

レコーダー等に会話を録音することは現実的ではない。 

「言った。」「言わない。」等のトラブル防止の手段として、

帰社後に主な会話内容や高齢顧客等の様子を記録・保存

しておくというのは、書面やＰＣでの記録・保存でよい

のか。 

防止手段として、上記の方法で足りるという理解でよい

か。 
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箇所 
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また、ＩＣレコーダー等に会話を録音する方法を指導さ

れるという理解でよいか。 

その場合、高齢顧客等から了解を得られない際には、受

注できないという理解でよいか。 

220 ４． 

Ｑ１ 

高齢顧客やその家族との会話を録音することや、帰社後

に主な会話内容や高齢顧客等の様子を記録・保存してお

く必要が有るとは、記録保存の方法は必ずしも録音する

ことに限定しているわけではないとの理解でよいか。 

221 ４．

Ｑ１ 

今回あえて「録音」という言葉が何度も使われているが、

これは、録音した方が望ましい、あるいは、義務に近い

意味合いか。録音設備がない会社の場合、全て紙ベース

での記録となるが、支障はないという理解でよいか。 

222 ４．

Ｑ１ 

面談等の内容については、電話の録音記録を持って記録

に代えることができる、または外交時の高齢顧客やその

家族等の会話を了解を得てＩＣレコーダー等で録音・記

録・保存することが必要とあるが、営業店等に電話の録

音記録やＩＣレコーダーは配備しておらず、これまで同

様面談記録を登録することでもよいか。 

223 ４.

Ｑ1 

翌日の受注について 

お客様にとって、値段やイベントは取引を行う際の重

要な要素だと思われる。 

 翌日以降の受注を義務付けることで、勧誘のタイミン

グによってはお客様の意向を反映できないケースや価格

リスクが発生する可能性があると考えられるのではない

か。 

 約定が可能な時間帯であれば、商品のカテゴリーや管

理職がＩＰ電話で説明、確認が可能等、条件を整理した

うえで当日約定も認めるべきではないか。 

顧客が冷静に判断する時

間を確保し、勧誘内容を覚

えていないことがないか

など、説明内容を十分に理

解したうえでの買付けで

あることの確認が必要で

あると考えることから、翌

日以降の受注を原則とし

ました。 

 

224 ４．

Ｑ１ 

80 歳以上の顧客（より慎重な勧誘による販売を行う必要

がある顧客）への販売について、「原則としてその日に受

注を行わず、翌日以降に電話、外交又は店頭により受注

することが適当である」とされているが、顧客によって
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は、日を分けて時間をかけて検討するよりも、家族が同

席して一緒に話を聞いてもらい相談しながら検討した方

がよいと考える人もそれなりに存在すると考える。 

そのため、「翌日以降の受注」だけを奨励するのではなく、

「翌日以降の受注」と「家族の同席」の２つの選択肢を

基本とし、どちらを優先するかは顧客の判断に委ねるべ

きと考える。 

225 ４．

Ｑ１ 

翌日以降の受注が適当であるとのことについて、扱って

いる金融商品は、毎日価格が変動するため、その特性を

勘案すると、タイミングを逸することとなるケースが発

生するなど、顧客との信頼関係を損なうことから、かえ

って紛争が生じる恐れがある。 

現在、受注したら、速やかな執行が、法令・諸規則等で

規定されており、顧客による発注と、受注・執行との間

に長い時間ずれが生ずることとなるのではないか。 

顧客より、注文の留保等に対する説明を求められた場合、

説明の根拠として、当該協会ガイドラインに則った対応

との回答を行ってよいか。 

226 ４．

Ｑ１ 

外交先顧客からの受注は、翌日以降役席者が行うことと

しているが、書面により受注する取引の場合は、電話で

は対応できず役席者が訪問あるいは顧客に来店を依頼す

る必要があり、顧客利便に支障を来たす可能性がある。 

役席者の事前承認については、上記記載の通り顧客の契

約意思に基づき受注を行うまでの間に行うことを可と

し、商品に関する顧客の理解度が事前承認時に確認でき

る場合は、当日受注を可能とすべきである。 

227 ４．

Ｑ１ 

「高齢顧客に勧誘を行った場合には原則として翌日以降

に受注することが適当」との部分において、変動商品を

取り扱いには不適当と思われる。 

228 ４．

Ｑ１ 

当社では、債券や投資信託について、顧客より顧客自署

による「申込書」を受け入れることとしている。80 歳以

上の高齢顧客の場合、事前承認を得た後の勧誘において

仮の申込みであることが

明確となるよう書式等を

工夫し、翌日以降に役席者
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購入意思を示した顧客より「申込書」を受け入れてこれ

を仮受注とし、翌日以降に役席者が電話等で確認をして

正式受注とするといった対応で問題はないか。 

が受注を行ったことがわ

かるようにしていただけ

ばよいものと考えます。 

229 ４． 

Ｑ１ 

電話による受注を行っていない（対面で書面による受注

のみを行っている）金融機関では、翌日以降に改めて外

交または店頭で受注することが必要になることから、高

齢顧客・金融機関双方にとって負担が大きい。このため、

例えば、翌日以降に受注する場合の対応として、受注書

面上、「申込日」と「申込指定日」を設定し、「申込指定

日」として「申込日」の翌日以降の日を記入いただき、

当該「申込指定日」に改めて電話で本人に確認したうえ

で受注するような対応を可能としてほしい。 

各社の実情に応じ、適宜ご

対応ください。顧客から受

け入れる書面は仮の申込

書であることが明確とな

るよう書式等を工夫し、翌

日以降に役席者が受注を

行ったことがわかるよう

にしていただけばよいも

のと考えます。 

なお、注文伝票は金融商品

取引法の規定により受注

時に作成すべきとされて

いることに留意してくだ

さい。 

230 ４．

Ｑ１ 

申込書類は勧誘日に受付し、翌日（翌営業日）以降の意

向確認後に当該申込書に基づき約定することは可能か。 

231 ４． 

Ｑ１ 

訪問による勧誘の場合は、原則としてその日に受注を行

わず、翌日以降に電話、外交又は店頭により受注するこ

とが適切であるとあるが、この場合、役席の同席に代え、

担当者が顧客面談中に、営業店の役席者から顧客に電話

をし、理解されていること等を確認することで要件を満

たすとの解釈でよいか。 

担当者が積極的に勧誘する意図はなくとも、顧客の商品

提案要望は存在する。価額変動商品（募集期間を除く）

の投資信託において、顧客が当日の発注意向を有してい

た場合、それを翌日以降でなければ受注できないとする

のは、顧客利便性や顧客の相場観に反するものと考える。 

ご質問の趣旨が定かでは

ありませんが、外交による

勧誘の場合、役席者による

事前承認、翌日以降の役席

者による受注の手続きが

必要であると考えます。 

232 ４． 

Ｑ１ 

「受注時の会話内容を『録音・記録・保存』しておくこ

とが考えられます」との記述があるが、本記述は「受注

時の会話内容を『録音』または『記録』した内容を『保

存』しておくことが考えられる」という意味であること

ご理解のとおりです。 
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箇所 
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を確認したい。 

233 ４．

Ｑ１ 

対面営業を行っている以上、顧客からの相談もある。顧

客が取引内容や商品をほぼ決めており、もしそれに対し

て相談をされた場合に、回答すると勧誘にあたり規則に

抵触してしまうということとなると、営業活動をスムー

ズに出来ないのではないか。 

できる限り様々な状況を

想定し、顧客対応する必要

があることについて留意

してください。 

234 ４．

Ｑ１ 

顧客からの受注を担当者ではない役席者が行う理由は、

当該顧客が説明内容を十分に理解しているか確認するこ

とにあるとされているが、受注を行うときに、具体的に

どのような方法、あるいはどのような話をして確認を行

えばよいのか。４要素の確認だけではだめということか。 

Ｑ２においては、出来る限り高齢者顧客自身に話しても

らうとあるが、顧客に商品性について話をしてもらわな

ければならないのか。 

受注時に注文内容を確認

するに当たって行う会話

において、当該高齢顧客の

認識が十分ではないと感

じられることがないかを

確認いただく趣旨です。 

なお、一連の会話により、

高齢顧客の当該商品に関

する理解が不十分と感じ

られる場合は、商品内容に

ついて再度説明する、高齢

顧客に質問をするなどを

行うことにより、受注の可

否を判断いただくべきも

のと考えます。 

235 ４．

Ｑ１ 

説明の翌日以降に、担当営業員が再度顧客と接触する際、

あらためて顧客に勧誘してはいけないのか。その場合は、

約定をさらに翌日以降に延ばす必要があるのか。 

そうだとしたら、翌日以降に顧客から相談を受けた際に、

担当営業員が説明を行った場合、どのような内容であれ

ば勧誘に該当し、約定は翌日以降に延ばさなくてはいけ

ないことになるのか。 

説明の状況は個別事例に

即して実質的に判断する

必要があります。 

例えば、高齢顧客が、担当

営業員が前日に行った説

明内容を十分に理解した

うえで、確認のため再度の

説明を求め、それに対して

担当営業員が説明を行っ

た場合において、その説明

内容に納得され発注を希

236 ４．

Ｑ１ 

本ガイドラインでは、高齢顧客との取引については原則

として勧誘の翌日に受注することを求めている。 

勧誘翌日に受注する際、改めて当該商品の説明をするこ

とが考えられるが、当該説明は勧誘には当たらないこと
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を確認したい。 

勧誘翌日の受注に当たっての商品説明が、再度の勧誘と

みなされるのであれば、受注をさらに翌日に繰り延べな

ければならず、反って翌日受注時に顧客の理解を徹底す

るための説明が妨げられる恐れがあり合理的ではないと

考えるため。 

望される場合は、役席者に

よる受注を行っても差し

支えないと考えます。 

237 ４．

Ｑ１ 

役席者が、受注時に顧客から説明を求められた場合、役

席者が自らで説明、回答するのではなく、担当営業員に

電話等をかわる必要があるのか。 

役席者は説明を行わず、受注に徹しなければならないと

すれば、受注時の確認を行うことと矛盾を生じるのでは

ないか。 

例えば、高齢顧客が、前日

に行った説明内容を十分

に理解したうえで、確認の

ため再度の説明を求めて

きた場合には、役席者が説

明を行っても差し支えな

いと考えます。 

前日の説明が明らかに不

十分であり、再度の説明が

必要と考えられる場合は、

役席者は受注を行わず、担

当営業員に改めて説明を

促すことが考えられます。 

238 ４.

Ｑ１ 

当日買い付けを行うための「買付指示書」の記述と、当

日買付にかかわる例外には「買付指示書」の記述はない

が、この相違点はどのように考えればよいか。 

外交及び店頭において家

族の同席がある場合又は

店頭において役席者の同

席がある場合は、「買付指

示書」の受入れが必要であ

ると考えます。 

一方、家族又は役席者の同

席がない場合でも、即日受

注を例外として認めるこ

とができると考えられる

ケースを本ガイドライン

で示しています。その際、

「買付指示書」の受入れを
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求めていません。 

239 ４．

Ｑ２ 

電話での勧誘の場合、翌日以降に電話で受注する場合の

注意点が記載されているが、勧誘が電話で行われた場合

は、受注も電話に限られるのか。 

電話に限る必要はありま

せん。 

240 ４．

Ｑ２ 

営業員個人の携帯電話での勧誘や受注の原則禁止につい

て、顧客から、個人の携帯に、市況について助言を求め

られたり、問い合わせを受ける場合などがあり、従って、

禁止するとなると、顧客の利便性を著しく損なうことに

つながる可能性があり、現状として難しく、実務上そぐ

わないのではないか。 

顧客に対して、市況全般に

ついて回答することは、本

ガイドラインで定義する

「勧誘」（個別商品の買付

けに関する説明）に該当し

ないと考えられます。 

241 ４．

Ｑ２ 

勧誘当日の受注の制限を 80歳以上の顧客を対象としてい

るが、電話での高齢者（75 歳以上）への勧誘全般につい

て「即日受注を行うことは適当ではない」としているよ

うに読める。「録音機能がある電話での勧誘…とは異な

り、外交先で行う勧誘は..」といった記述や、「録音機能

がある場合は、…」といった書きぶりから、例えば録音

機能を備えたコールセンターにおいては即日受注の制限

は 80歳以上に適用されると解釈しうるが、そうであれば

その旨明記していただきたい。 

販売チャネルを問わず、目

安として 80 歳以上の顧客

については、原則としてそ

の日に受注を行わずに、翌

日以降に受注することが

適当であると考えます。 

242 ４．

Ｑ２ 

コールセンターについては勧誘を一切しないが、顧客か

らの投資相談を受け、当初顧客が買付の意向を示してい

た商品と異なる商品の買付となったケースは勧誘とみな

し、本ルールに沿った運用となるのか。 

ご質問のケースは、本ガイ

ドラインで定義する「勧

誘」に該当すると考えられ

ますので、本ガイドライン

に沿った対応が必要にな

ると考えます。 

243 ４．

Ｑ２ 

「買付指示書」に関して、高齢顧客の親族に同席頂き、

「買付指示書」を受領することは大事な要件であると

考える。 

しかし高齢顧客が、自身の金の内容を親族であっても

見せたくないとお考えの場合には、受領することがで

きない。 

このような場合には、役席者の事前又は事後の面談で

高齢顧客の家族の同席が

ない場合は、原則として翌

日以降の受注となります。 

72 
 



項番 
該当

箇所 
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対応すべきと考える。事前の場合には、商品属性・リ

スクの内容・約定想定価格・想定される手数料等をお

伝えし、事後の場合には商品属性・リスク・確定した

約定価格、手数料等を伝えたうえで、納得されていれ

ば面談として有効と考える。 

244 ４．

Ｑ２ 

「買付指示書」はその名前こだわるものではないという

認識でよいか。 

ご理解のとおりです。 

245 ４． 

Ｑ２ 

「買付指示書」の雛形を提示してほしい。 その予定はありません。 

246 ４．

Ｑ３ 

高齢顧客自らが来店の際には、顧客が希望した場合には

翌日以降の受注とすべきではないと思われる（コールセ

ンターを除く）。 

銀行では顧客自身が申込書に自署することをルールとし

ており、電話受注は認めていない。翌日以降に再度来店

が必要となると、顧客にとって手間となり、その間に値

上がりした場合などトラブルとなりかねない。 

「旅行等で不在」等の場合に限定せず、顧客が希望した

場合には即日受注を認めるべきではないか。 

もちろん、その他の手続き（役席者の事前承認等）は行

うことを前提としている。 

高齢顧客が来店した際、ご

家族を同伴される場合又

は役席者が同席する場合

について、「買付指示書」

を受け入れることで即日

受注が可能と考えられま

す。 

また、顧客に翌日以降の買

付けを提案したものの、顧

客が商品内容を十分に理

解しており、かつ、当日の

買付けを要請することに

やむを得ない事情がある

場合は、即日受注を例外と

して認めることができる

と考えられます。 

247 ４．

Ｑ３ 

家族同伴で来店した場合は、役席者の事前承認がなくと

も、当該顧客に勧誘し、担当営業員が一人で受注しても

良いことを確認したい。 

高齢顧客に勧誘を行う場

合は事前に役席者の承認

を受ける必要があります。

来店の場合に誰がどのよ

うに対応するのかについ

て、自社の組織形態や人員

配置に照らして、あらかじ
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め態勢を整備してくださ

い。 

248 ４．

Ｑ３ 

役席者の事前承認を受けていない高齢顧客が予約なくお

一人で来店され、役席者が在席していない状況において、

なしうる勧誘行為については、４．Ｑ３で示されている。 

他方、役席者の事前承認を受けていない高齢顧客が予約

なくお一人で来店され、役席者が在席している場合につ

いては、特に明記されていない。 

この点、４．Ｑ３の「しかし、」以下で「役席者が同席し、

担当営業員の勧誘内容を高齢顧客が十分に理解している

かについて確認することが考えられる」旨の記載がある

ことから、当該「勧誘内容の確認」の前提として、その

場で、「事前承認に係る確認」を行うことも許容されてい

るとの理解でよいか、念のため確認したい。（当然ながら、

上記役席者は、積極的な勧誘（説明）者ではない前提で

ある）。 

ご理解のとおりです。 

なお、役席者は同席に当た

って、会話等から勧誘が適

当ではないと判断した場

合は、勧誘を行わないよう

誘導してください。 

249 ４．

Ｑ４ 

インターネット取引について、「投資勧誘規則第５条の３

に規定する『勧誘による販売』に該当する行為がなされ

ない限り、同条の適用対象にはならない」としているが、

インターネット取引における「勧誘による販売」に該当

する行為とは、どのようなものを想定しているのか。 

本ガイドラインにおいて

「勧誘による販売」とは、

個別商品の買付けに関す

る説明に伴う販売を指し

ます。インターネット取引

は顧客自身がＩＤとパス

ワードを入力してログイ

ンするとともに、「銘柄」

及び「数量又は金額」を入

力して行うものであり、本

ガイドラインの対象とは

なりません。 

ただし、インターネット取

引による取引であっても、

当該取引に至る過程にお

いて、高齢顧客に対して、

250 ４． 

Ｑ４ 

（インターネット取引における）投資勧誘規則第５条の

３に規定する「勧誘による販売」とは何を指すのか。 

251 ４．

Ｑ４ 

インターネット取引は「勧誘による販売」に該当する行

為がなされない限り適用除外との考え方は、インターネ

ット取引の証券会社を優遇しているとの解釈になると思

う。 

252 ４． 

Ｑ４ 

「勧誘による販売」に該当する行為が行われた場合、イ

ンターネット取引についても規制対象となるが、80 歳以

上のお客様が勧誘を受けた後、ご自身で銘柄、数量、金

額などを入力し、インターネットで取引しようとした場

合についても役席者による受注、翌日受注が必要になる
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との認識でよいか。必要になる場合、インターネットで

の取引を制限し、役席者による代行受注に限定する、ま

たは当日の発注を制限するなどの仕組みが必要となるの

か。 

また、「勧誘による販売」は規則第５条の２やガイドライ

ン【１-Ｑ２③】で定められているとおり、対面（外交）、

電話、店頭に限定されることを確認したい。 

勧誘留意商品について、個

別商品の買付けに関する

説明（勧誘）が行われる場

合には、本ガイドラインに

規定する役席者が事前承

認を行うことが必要にな

ると考えられます。 

253 ４．  

Ｑ４ 

ガイドラインでは、高齢者である投資家自身が「ＩＤや

パスワードを入力してログインするとともに、銘柄、数

量及び金額を入力して行う」（つまり、対面型の勧誘をし

ない）ことを理由に５条の３の対象としないことになっ

ている。 

しかしながら、そもそも高齢顧客への勧誘による販売で

主な問題となっているのは、高齢者のリスク判断能力が

不十分であること（特に痴呆症等）に起因するトラブル

である。これは、対面による勧誘だけではなく、ネット

取引にも共通する問題であるはずで、販売方法（対面か

ネットかという）は二次的な問題である。投資家自身が

ネットで約定した場合、金融商品取引業者の説明責任は

幾分軽減されるかもしれないが、これでは高齢の投資家

を保護することにならないと思われる。 

また、サイト上にリスクの高い商品を並べ、それを誰で

もパソコン操作だけで購入できる仕組み（クリックひと

つで購入者が商品内容を理解したと見做す）こそが、高

齢投資家の保護の観点から問題とも言える。 

パソコンの使用が一般的となり、高齢者でもインターネ

ット取引は珍しくない。消費者庁も「インターネット取

引に係る消費者の安全・安心に向けた取組について」（平

成 23年３月）で、今後取り組むべき事項の一つに高齢者

への対応を挙げている。リスクの高い金融商品について

は、ネット取引であっても、リスクに対する理解がなさ

れていることの確認など対面による勧誘に準じた措置、
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および本人確認の厳格化（指紋認証や、虹彩認証を必要

とするなど）が求められるべきと思料する。 

254 ４．

Ｑ４ 

インターネット取引については対象外となっているが、

高齢者のインターネット利用が進展し、インターネット

取引を画面等による「勧誘による販売」ととることも可

能ではないかと考える。インターネット取引についての

規制の見直しが必要だと思う。 

255 ４．

Ｑ４ 

厚労省の薬のネット販売への対応と比較して、金融庁の

ネット取引の対応は驚くほど寛容である。逆に言えば対

面取引に対して厳しいと言える。 

ネット取引の場合自己の判断に基づいて行われる故に問

題ないという見解であるが、対面取引においても同様の

取引は多く存在する。ただ情報や人の意見は聞きたいと

いう事から対面取引を選ぶ高齢者も多い。この人の意見

＝営業員が意見を言った場合、勧誘となるわけであるが、

ネット取引もＨＰ上にアナリストレポートなど掲載して

いる。人の口からではなくネット経由というだけで両者

に大きな違いはない。 

対面取引は信用取引の開設においても適合性の原則にの

っとり、ある程度のハードルを設けてきた。対してネッ

ト証券ではほとんどハードルを設けないまま開設に至っ

ている。ネット取引であれば全て適合性の原則はクリア

されるのだろうか。 

個人投資家の日本株式の取引においてはネット取引が主

流である。信用取引に関してもネット取引が大半を占め

るにも関わらず、今回の規制において、ネットが除外さ

れるというものは問題である。金融行政が基本的に投資

はネットで行うべきと考えているように見える。 

256 ４．

Ｑ４ 

単に勧誘を行わなければ、その売買は規制の対象になら

ないというようなことは、証券会社の職業倫理上許し難

い発想である。顧客年齢に関係なく、当該口座における

売買取引が不審に思われた場合、売買を一時停止してで

本ガイドラインにおいて

は「勧誘」を「個別商品の

買付けに関する説明」と定

義しています。 
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

も取引実態等を調べることが我々の善管注意義務ではな

いのか。従ってインターネット取引については、適用の

対象とならないことに疑問を感じる。 

よって、勧誘を伴わないイ

ンターネット取引は、本ガ

イドラインの対象外と考

えます。 

257 ４．

Ｑ４ 

インターネット取引について、「勧誘による販売」に該当

する行為がなされない限りとあるが、顧客が説明を求め

てきた商品について、コールセンター等で説明を行った

場合は、本ガイドラインの対象外にならないのか（すな

わち、顧客が電話等で特定商品の説明を求めてきたので、

当該商品についての説明を行い、その後、顧客がインタ

ーネットで発注してきたケースは、本ガイドラインの対

象外であることを確認したい。） 

インターネット取引は顧

客自身がＩＤとパスワー

ドを入力してログインす

るとともに、「銘柄」及び

「数量又は金額」を入力し

て行うものであり、本ガイ

ドラインの対象とはなり

ません。 

ただし、インターネット取

引による取引であっても、

当該取引に至る過程にお

いて、高齢顧客に対して、

勧誘留意商品について、個

別商品の買付けに関する

説明（勧誘）が行われる場

合には、本ガイドラインに

規定する役席者の事前承

認を行うことが必要にな

ると考えられます。 

したがって、ご質問のケー

スでは、コールセンターで

の説明前に役席者の承認

が必要となると考えます

（高齢顧客からの質問に、

その範囲で回答する場合

を除きます。）。 

258 ４．

Ｑ４ 

高齢顧客がホームページ等の画面において、投資信託の

分析ツール等を自発的に操作して、購入銘柄を選んだと

ご理解のとおりです。 
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

しても、「勧誘」は伴っておらず、本ガイドラインの対象

外となることを確認したい。 

259 ４． 

Ｑ５ 

「小規模の営業所で役席者が常駐していない場合や、高

齢顧客から注文を受けた場合に役席者が不在だった場

合」の対応について記述されているが、今後の金融機関

において体制を整備するうえでの参考とすべく、内部管

理責任者が行うことができる範囲を整理していただきた

い（例えば、内部管理責任者による勧誘・説明時の同席

や約定結果の確認・連絡が可能かどうか等を整理いただ

きたい）。 

小規模の営業所等で生じ

得る様々な状況を想定し、

高齢顧客との取引を適正

かつ円滑に受注できるよ

うにしておくことが重要

であると考えます。 

なお、内部管理責任者が行

う業務については、外務員

登録の有無や営業からの

独立性の確保等を勘案し

て、各社において定めてく

ださい。 

260 ４．

Ｑ５ 

「担当営業員とは別の役席者が受注」とあるが、当社の

場合、ほとんどの営業所が役席者２名体制であるため、

１人が休み・外出・出張等のために不在の場合、受注で

きないケースが発生するという事実を考慮してほしい。 

261 ４．

Ｑ６ 

＜即日受注を例外として認めることができると考えられ

るケース＞として、最後に括弧書きで『一時的に同一通

貨建てのＭＭＦに入金する場合を含む』とされているが、

当該ケースは取引というよりも決済であるため、勧誘前

の役席者承認、約定後の連絡についても不要であると考

えるがいかがか。 

高齢顧客が既に保有しているニュージーランドドル建て

債等が償還する場合、償還連絡し、すぐに他の商品を買

い付ける意向でなければ（他の勧誘留意商品の勧誘は行

わないものとする。）、決済方法を指定してもらうことと

なる。具体的には、次の６つのうちいずれかを選択して

もらうこととなる。 

①円貨決済し振込み等により返金 

②外貨決済し振込み等により返金 

③円貨決済し預り金（無金利）とする 

④外貨決済し預り金（無金利）とする 

⑤円貨決済しＭＭＦ又はＭＲＦに入金 

⑥外貨決済し同一通貨建てのＭＭＦ（類似の商品性を有

ご理解のとおりです。 

78 
 



項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

する投資信託を含む）に入金 

①～⑥のうち、ガイドライン案によれば⑥の場合だけ勧

誘前承認や約定後の連絡が必要となってしまう。いずれ

のケースも顧客にとっては決済方法の指定に過ぎないた

め、勧誘前の役席者承認、約定後の連絡についても不要

であると考えてよろしいか。 

262 ４．

Ｑ６ 

翌日以降の受注について、対象外の事例が挙げられてい

るが、これらのケースは、事前承認・役席者による受注・

約定後の連絡についても対象外として取り扱ってもよい

という理解でよいか。 

即日受注を例外として認

めることができると考え

られるケースを本ガイド

ラインで示しています。 

役席者による受注は対象

外と考えますが、事前承認

及び約定後の連絡までを

対象外とするものではあ

りません。 

263 ４．

Ｑ６ 

「即日受注を例外として認めることができると考えられ

るケース」の「当日の買付けを要請することにやむを得

ない事情がある場合」の括弧書きの事例に、「顧客から即

日発注したい旨の申出があった場合」を加えていただき

たい。 

勧誘し翌日の受注を案内した場合でも、上記のとおり顧

客から強い要請があれば顧客の発注権限を縛ることはで

きないと考えられるからである。 

また、本件については、第 28回ワーキング議事要旨でも

示されていることから、ガイドラインに追加記載するこ

とが妥当だと思われる。 

「顧客から即日発注した

い旨の申出があった」だけ

では、「当日の買付けを要

請するやむを得ない事情」

はなく、即日受注を例外と

して認めることができる

と考えられるケースには

該当しないものと考えま

す。 

ガイドラインの例を参考

に、即日受注の妥当性につ

いて、役席者と相談し、必

要に応じ役席者が顧客の

投資意向を確認するなど、

慎重な対応を行う必要が

あると考えます。 

264 ４．

Ｑ６ 

80 歳以上（目安）の高齢顧客へ勧誘留意商品を勧誘する

場合、即日受注が可能なケースとして 

・翌日から旅行等で不在 

・保有している商品と同一の商品の追加買付け 

・保有商品の償還に伴うロールオーバー 等 

とあるが、「等」として具体的にどのようなケースを想定
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

しているか。 

例えば、家族の同席等がなく高齢顧客に外貨建債券（米

ドル・ユーロ、豪ドル以外）の勧誘を行い、翌日以降の

受注であることを説明した際に、顧客から当日の為替レ

ートでの買い付けを強く求められた場合は翌日受注の例

外として認められるか。 

265 ４．

Ｑ６ 

当日中の買付けについて協会が例外として認められるケ

ースに「翌日から旅行」など例示されているが、顧客の

物理的な問題だけでなく、「日本株ファンド」などのよう

な当日の相場の上昇・下落など市況要素を汲んだ買付け

についても例外とすることは可能か。 

266 ４．

Ｑ６ 

「当日の買付けを要請することがやむを得ない事情｣と

して、「翌日から旅行等で不在となる場合、保有している

商品と同一の商品を追加買付けする場合」等が例示され

ているが、このほか、高齢顧客より本日の相場で必ず取

引したいとの強い意向が示された場合も例示として追加

してほしい（当然に当該高齢顧客が商品内容を十分に理

解していることが前提である）。 

267 ４．

Ｑ６ 

80 歳以上（目安）の高齢顧客へ勧誘留意商品を勧誘する

場合、家族の同席がなくとも即日受注が可能なケースと

して「保有している商品と同一の商品の追加買い付け」

が例示されているが、商品性やリスクの内容が同様であ

れば詳細な条件（エクイティリンク債の参照銘柄等）が

異なっていてもガイドライン上「同一の商品」として認

められるか。認められる場合、その旨を明確にするため、

ガイドラインの該当箇所の記載を「保有している商品と

同一の種類の商品の追加買付け」としていただきたい。 

各社の対応が大きく異なることで投資家が混乱すること

のないよう、ガイドラインの解釈を明確にしていただき

たいと考える。 

商品性やリスクの内容が

同様であっても、参照銘柄

が異なる等、詳細な条件が

異なっている場合は、「同

一の商品」には該当しない

と考えます。 

268 ４．

Ｑ６ 

“過去に投資経験のない商品”とは、まったく同一の商

品（銘柄）を指すのか。それとも類似の商品への投資経
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

験があれば、投資経験があるとみなされるのか。 

269 ４．

Ｑ６ 

即日受注を例外として認めることができると考えられる

ケースでは、顧客が希望する場合のみならず、証券会社

側から即日約定を促してもよいか。 

例外と認められる場合は、

顧客が当日の買付けを要

請しており、そのことにや

むを得ない事情があると

考えられる場合ですので、

証券会社から即日約定を

促すことは含まれません。 

270 ４．

Ｑ６ 

例外として即日受注が認められるケースについて、翌日

は、顧客が日中不在となることが明らかなケースも含ん

でよいか。 

「日中不在となる」という

ことが、どのような状況で

あるか定かではありませ

んが、当日約定することに

やむを得ないと考えられ

る状況であるかを慎重に

判断してください。 

271 ４．

Ｑ６ 

即日受注を行う場合、顧客から「買付指示書」を受け入

れることが必要なのか。必要とされる場合、買付指示書

には本人の署名のみで良いのか。 

必ずしも書面の受入れを

必須とするものではあり

ませんが、通話を録音する

等、モニタリングで確認で

きる記録を残すことが望

ましいと考えます。 

ガイドライン ５．約定結果の確認・連絡【18 件】 

272 ５．

Ｑ１ 

「外交、電話、店頭のいずれのケースにおいても、約定

後の連絡時の会話内容を録音・記録・保存しておく」と

の記載があるが、 訪問、店頭の場合は、その会話内容を

営業日報に詳細に記載することを「記録・保存」と捕ら

える理解でよいか 

ご理解のとおりです。 

273 ５．

Ｑ１ 

顧客が約定内容の一部または全部を知らないといった場

合、あるいは認識が異なる場合は、決済が未了になるリ

スクが高く、担当営業員が連絡した場合であっても、こ

れを放置することはないのではないか。 

この場合は、担当営業員は直ちに役席者に連絡すること

複数の者が高齢顧客と接

することにより、より確実

な確認が行えるものと考

えます。 

よって、本ガイドラインで
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

が従業員服務規程等により義務付けられているはずであ

り、顧客が高齢者であるかどうかの問題ではないのでは

ないか。 

は、約定後の連絡は、勧誘

留意商品について買付け

に関する説明を行った担

当営業員以外が行うこと

としています。 

本ガイドラインでの趣旨

を勘案のうえ、適切に対応

してください。 

また、約定後の連絡は、高

齢顧客が当該約定につい

て認識しているかを確認

することにありますので、

書面による通知は適当で

はないと考えます。 

274 ５．

Ｑ１ 

「目安として 80 歳以上の高齢顧客への勧誘による販売

を行った場合、外交、電話、店頭のいずれのケースにお

いても、勧誘留意商品の勧誘後に受注に至った場合には、

勧誘を行った担当営業員以外の者が、当該高齢顧客に約

定結果を連絡することにより、当該高齢顧客が当該取引

を行ったことについての認識を確認すべきと考えます。

この連絡は役席者に限る必要はありませんが、高齢顧客

の反応の確認を行うという趣旨に照らして、顧客には誰

が約定後の連絡を行うのかをあらかじめ決めておけばよ

いと考えます。」となっているが、役席者の面談を行って

販売可能顧客かを判断することとしていれば、約定報告

は担当営業員が行っても問題とはならないはずである

し、80 歳以上の高齢顧客であれば｢買付指示書｣の差入れ

も行われている上に契約締結時交付書面（取引報告書）

が顧客宅へ送付されることを考慮すれば、担当営業員以

外の者が、当該高齢顧客に約定結果を連絡する必要はな

いと考えるので、当該文章は削除して頂くよう要望する。 

275 ５．

Ｑ１ 

勧誘及び受注時において上席者の面談等があれば、勧誘

を行った担当営業員本人が約定結果の連絡をしても問題

ないと考えるが、この認識でよいか。 

276 ５．

Ｑ１ 

「目安として 80 歳以上、（略）顧客には誰が約定後の連

絡を行うのかをあらかじめ決めておけばよいと考えま

す。」とあるが、役席者が面談を行い、販売が可能かどう

かを判断するとしておれば、約定報告は担当した営業員

が行っても問題はないのではないか。 

277 ５．

Ｑ１ 

「約定後の連絡を行う者は担当営業員以外の者であれば

かまいませんので、受注を行った役席者でも問題がない

と考えます。ただし、高齢者はその健康状態によっては

少し時間が経つとその前のことを覚えていないというこ
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

ともあり得ますから、電話受注の場合でも、一度電話を

置き、時間を空けた後、再度電話にて約定後の連絡を行

う必要があると考えます。」となっているが、役席者の面

談を行って販売可能顧客かを判断することとしていれ

ば、約定報告は担当営業員が行っても問題とはならない

はずであるし、80 歳以上の高齢顧客であれば「買付指示

書」の差入れも行われている上に契約締結時交付書面（取

引報告書）が顧客宅へ送付されることを考慮すれば、担

当営業員以外の者が、当該高齢顧客に約定結果を連絡す

る必要はないと考えるので、当該文章は削除して頂くよ

う要望する。 

278 ５．

Ｑ１ 

「約定後の連絡を行う者は担当営業員以外の・・・必要

あると考えます。」とあるが、役席者が面談を行って販売

可能顧客かを判断することとしておれば、約定報告は担

当営業員が行っても問題はないし、80 歳以上の高齢顧客

であれば「買付指示書」の差し入れもあり、「取引報告書」

も送付されていることもあり、担当営業員以外の者が、

約定結果を報告する必要はないものと考える。 

また、「ただし、高齢者はその健康状態・・・必要あると

考えます。」とあるが、正常な高齢顧客には、受注の確認・

約定の確認のために２回も連絡をする必要はないと思わ

れるし、かえって顧客に不信感を与えるのではないか。 

279 ５．

Ｑ１ 

約定結果の連絡時において、出来通知以外に、取引を行

ったことの認識を確認するとは、連絡を行った者が具体

的に顧客に何か話をしなければならないのか。 

ご質問の趣旨が定かでは

ありませんが、約定後の連

絡を行った際に、高齢顧客

から「買い付けた覚えはな

い」等の申出があった場合

には、勧誘及び約定の状況

についてよくお話を伺う

ことが必要と考えます。 

280 ５．

Ｑ１ 

「約定後の連絡は必ずしも約定当日に行う必要はなく、

例えば初期募集の投資信託の場合には募集期間中のいず

ご理解のとおりです。 
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項番 
該当

箇所 
意見・質問 考え方 

れかの日に約定後の連絡を行う等、商品の性格等に合せ

て行えばよい」とあるが、連絡のタイミングについては、

高齢顧客が取引を行ったことの認識を確認するという約

定後連絡の趣旨を踏まえ、各金融機関において判断して

体制を整備（例えば約定当日や約定翌日等に連絡するよ

う体制を整備）すればよいことを確認したい。 

281 ５．

Ｑ１ 

連絡が取れなかった場合、連絡が取れるまで継続する必

要があるのか。それとも、ある程度の段階で連絡は中断

してよいのか（連絡が取れない旨、記録すればよいのか）。 

個別事案につきましては、

各社にて判断する事項と

考えますが、できる限り、

連絡が取れるまで努力す

ることが望ましいと考え

ます。 

282 ５.

Ｑ１ 

外交時に、役席者が同席した場合、担当者が単独で訪問

しその際顧客宅から役席者へ電話連絡し顧客へ直接確認

するルールにしている。この場合、「約定結果の確認・連

絡」の趣旨に鑑み、確認済みとの認識でよいか。 

ご質問の趣旨が定かでは

ありません。 

283 ５．

Ｑ１ 

約定結果の報告を担当者以外が行うことを定めること

は、不要であると考える。顧客の理解度等の検証は、約

定結果の報告以外の場面で役席者が行うことは十分可能

だと考える。 

約定後の連絡は、高齢顧客

が取引を行ったことにつ

いての認識を確認するこ

とが目的であることから、

時間を空けた後、約定後の

連絡を行うべきと考えま

す。 

284 ５．

Ｑ２ 

「約定後の連絡は、受注から時間をおいて行う。」とある

が、約定連絡を遅らせることは、顧客への誠実義務に反

し、顧客からの信頼を失う要因となるのではないか。 

285 ５．

Ｑ２ 

受注時に購入時の勧誘の適正性を判断しているため、特

別に約定結果の確認・連絡を取る必要はないと考える。 

286 ５．

Ｑ２ 

「電話受注の場合でも、一度電話を置き、時間を空けた

後、再度電話にて約定後の連絡を行う必要があると考え

ます」との部分において、変動商品の取り扱いには不適

当と思われる。 

287 ５．

Ｑ２ 

投資信託については約定後の連絡を行う必要はないと考

える。場合により、約定を取り消すことができるとの誤

認を与えかねないと思料する。 
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288 ５．

Ｑ２ 

高齢顧客への勧誘による販売を行った場合、勧誘を行っ

た担当営業員以外の者が、当該高齢顧客に約定結果を連

絡するとある。 

本運用の趣旨は他の役職員によるクロスチェックを行う

ものであると思われるが、事前承認等他のプロセスによ

っても十分に果たされていると考える。 

そもそも個社において検討すべき事項についてまで個別

具体的な業界統一ルールを設けることに違和感がある

が、約定連絡についてまでルール化する必要はないので

はないかと考える。 

289 ５．

Ｑ２ 

約定結果の連絡時において、顧客が約定内容の一部また

は全部を知らないといっているか、あるいは認識が異な

るかどうかを確認することが目的であれば、約定をとっ

た役席者は、結果連絡をしてはいけないのではないか。 

役席者は受注のみを行っ

たと考えられますので、連

絡を行う者から排除する

必要はないと考えますが、

どのような連絡態勢が妥

当かについては各社にお

いて判断してください。 

ガイドライン ６．モニタリング【１件】 

290 ６．

Ｑ１ 

モニタリングの方法、範囲等についても社内ルールを定

める必要があるか。 

当該内容についても社内

規則に定めてください。 

 

 

 

以  上 
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